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 事業の背景と目的 

平成 25年 12月に官民共同の協議体として立ち上げられた「次世代ヘルスケア産業協議会」に

おいては、増大する医療・介護サービス需要の対策としてのヘルスケア産業供給側（各種製品・

サービス提供事業者）への支援、及び国民各層に対し積極的に健康寿命延伸に向けてヘルスケア

サービスの活用を促す需要喚起の両面から検討を進めている。 

平成 27年 5月に同協議会で策定した「アクションプラン２０１５」においては、需要喚起策の

一環として、国内企業に対し従業員等の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に実践する「健

康経営 」の更なる推進が盛り込まれ、「健康経営銘柄」等の大企業向けの取組みを継続するとと

もに、中小企業の健康経営の促進にも力を入れることが示された。 

これを受けて、経済産業省平成 27年度健康寿命延伸産業創出推進事業においては、大企業向け

に第二回健康経営銘柄の選定・発表が行われ、中小企業向けには「健康経営ハンドブック」の策

定・公表、中小企業の健康経営の導入に際し指導・助言を行う健康経営アドバイザー初級研修プ

ログラムの実施がなされてきた。 

平成 28年 4月には「アクションプラン２０１６」が策定され、大企業向けには健康経営銘柄の

継続的実施と健康経営度調査等のデータを活用した学術研究の推進、日本健康会議等との連携に

よる裾野の拡大、中小企業向けには日本健康会議を認定主体とした「健康経営優良法人認定制度」

の創設が盛り込まれた。それを受け、平成 29年 2月 21日健康経営銘柄発表と同時開催として健

康経営優良法人認定法人の発表会が開催され、大規模法人部門において 235法人、中小規模法人

部門において 95法人、あわせて 330法人が健康経営優良法人として認定されるなど、健康経営は

大企業だけでなく、中小企業等に対しても少しずつではあるが取組みが進んできた状況にある。 

平成 29年 4月には、「アクションプラン２０１７」が策定され、大企業向けの健康経営銘柄等

の継続実施と効果的な情報発信、日本健康会議等との連携による裾野の拡大、中小企業向けには

健康経営優良法人中小規模法人部門の認定制度の推進が示された。2018年 2 月 20 日に健康経営

銘柄発表と同時開催された健康経営優良法人発表会では、大規模法人部門において 541法人、中

小規模法人部門において 776法人が健康経営優良法人として認定された。これは初年度となった

2017認定（大規模法人部門 235法人、中小規模法人部門 318法人）と比べ、大規模法人、中小規

模法人それぞれで 2倍以上の増加となった。 

平成 30年 4月には、「生涯現役社会の構築に向けたアクションプラン２０１８」が策定され、

その中で、「身体の壁」を超えるためのアクション」として、①健康投資・健康経営に関する施策

の推進、②「大企業」における健康経営の普及促進、③「健康経営優良法人認定制度」を中心と

した中小企業等への展開、④「保険者」への健康増進・予防の取組に係るインセンティブの見直

し、⑤健康経営の実践を支えるヘルスケア事業者の育成が示された。大企業においては、健康経

営銘柄を１業種１社の枠を取り払い、37 社を選定した。また、健康経営優良法人 2019 認定にお

いては、大規模法人部門に 820法人、中小規模法人部門に 2503法人（平成 31年 3月 1日現在）

が認定され、大企業・中小企業ともに着実に健康経営の裾野が拡大していることが確認された。 

 

本事業においては、昨年度に引き続き、需要喚起の観点から健康経営の更なる裾野の拡大と、

また企業における健康経営自体の質の向上を目指すとともに、健康経営含めたヘルスケアサービ
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ス全体の供給側に対する施策として、地域版次世代ヘルスケア産業協議会の取組支援や、地域に

おける SIBの導入に向けた環境整備に関する可能性調査等を行い、企業従業員、地域住民等含め

た国民全員が自身の健康に投資する環境づくりに向けた調査等を実施する。 

加えて、需要側・供給側双方への取り組みによるヘルスケア産業の活性化、健康寿命延伸に係

る産業振興を通じて、誰もが人生を最期まで幸せに生ききることができる「生涯現役社会」の実

現を目指すための、社会課題に対応した各種調査等を実施する。 
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 実施概要 

2.1 実施内容 

本事業の全体像と実施体制は以下のとおりである。 

 

図表 2-1本事業の全体像 

 

 

実施内容

「健康経営度調査事務局」及び健康経営優良法人認定制度を運営するた
めの「健康経営優良法人認定事務局」を、速やかに設置し、認定に向けた
改善策の提案、中小部門向けの基準解説書の改定や、特に今年度から実
施する申請の電子化対応のための体制構築を図る。

実施項目

（３）健康経営度調査事務局及び
日本健康会議健康経営優良法
人認定事務局の設置及び運営

（５）「健康経営」が資本市場で評
価される仕組みについての調査

健康投資の見える化等を通じ、健康経営が資本市場で評価されるよう、企
業向けには情報開示等の指針の提示及び「企業の『健康経営』ガイドブッ
ク」の改定、投資家向けには機関投資家の投資判断における健康経営の
考え方について調査を行う。

（４）「健康経営」に取り組む企業の
傾向調査及び健康経営優良法
人の現地調査

過去の健康経営度調査の結果や過去の健康経営優良法人（中小規模法
人部門）の申請書記載内容から、健康経営に取り組む企業・法人の傾向を
分析し、令和元年秋から開始する健康経営度調査や、健康経営優良法人
（中小規模法人部門）の申請書や認定基準解説書の改定提案を行うととも
に、健康経営優良法人2019に対し、認定後のメリット等の事例収集や、選
定・認定の手続き改善のためのヒアリングを実施する。

令和元年度
「健康寿命延
伸産業創出推
進事業（健康
経営普及推進
及び生涯現役
社会に向けた
事業環境整備
等事業）

健康経営顕彰制度の自走化に向け、健康経営度調査、健康経営銘柄の
選定における制度、健康経営優良法人認定制度を民間に移管した場合の
メリット・デメリットの整理を行いとりまとめる。

（６）健康経営顕彰制度の自走化
に向けた調査

令和元年９月ごろに実施する健康経営度調査及びその調査結果の活用等
についての調査を行う。

（１）令和元年度健康経営度調査
の設計

（７）中小企業向け「健康経営」の
普及

（８）ソーシャル・インパクト・ボンド
（ＳＩＢ）の導入に向けた環境整
備

中小企業向けの健康経営の普及として、「健康経営を実践する企業等に
対する自治体や地方銀行等のインセンティブ一覧」の見直しや各地域にお
ける健康経営セミナー等の開催、優良事例の一元化等を実施する。

ヘルスケアサービス分野における社会的インパクト評価に活用可能なロジッ
クモデルの構築及び各地域への展開に向けた企画・実行を行うとともに、個
別自治体の組成支援及び行政等におけるヘルスケア分野での成果報酬
型支払いの導入に係る課題の調査とその解決に向けた施策の企画立案・
実行を行う。

（９）地域版協議会アライアンスの
運営

ヘルスケア政策関連省庁と地域版協議会等が対話を行う「地域版次世代
ヘルスケア産業協議会アライアンス」の活動に係るサポート及び「地域版次
世代ヘルスケア産業協議会アライアンス会合」の運営を行う。

（１０）生涯現役社会実現に向けた
環境整備

健康寿命延伸に関わる産業の活性化を通じ、生涯現役社会を実現すべく、
実現に向けた政策的示唆の提示や関連調査を行いつつ、必要に応じて検
討会を実施する。特に、認知症については、超早期のリスク低減・進行抑制
から、認知症の人の自立支援・社会受容まで、関連する製品・サービスの
社会実装や普及啓発に向けた調査を行う。

健康経営アワード（健康経営銘柄2020の表彰含む）の開催に向け、アワー
ドの運営の実施、健康経営銘柄レポートの作成を行う。

（２）健康経営アワード2020の運営

（１１）次世代ヘルスケア産業協議
会「アクションプラン２０１９」に基
づく調査等

の「次世代ヘルスケア産業協議会」において取りまとめられた「アクションプ
ラン２０１９」に基づき、上記以外に必要な調査等を行う。
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2.2 実施体制 

本事業は大きく区分すると、１．健康経営銘柄や健康経営優良法人認定等に関する調査、２．

健康経営の評価等に係る調査、３．地域における健康経営や SIB、地域版協議会等の地域への施

策展開に向けた調査、４。生涯現役社会実現に向けた調査、５．その他（アクションプラン２０

１９に基づく調査）から構成されており、本事業においては大区分別に可能な限り同一の担当者

を配置することで、効率的かつスピーディーに事業を進める以下の体制にて実施した。 

 

図表 2-2本事業の体制図 

 

総括責任者、ＰＭＯ

プロジェクトリーダー

会計経理担当

品質管理者

シニアマネジャー 3名
コンサルタント 3名

【再委託先】日経リサーチ
（３）健康経営度調査事務局及び日本健康会議健康経営
優良法人認定事務局の設置及び運営

（５）「健康経営」が資本市場で評価される仕組みについての
調査

（４）「健康経営」に取り組む企業の傾向調査及び健康経営
優良法人の現地調査

（６）健康経営顕彰制度の自走化に向けた調査

（１）令和元年度健康経営度調査の設計

（７）中小企業向け「健康経営」の普及

（８）ソーシャル・インパクト・ボンド（ＳＩＢ）の導入に向けた環境
整備

（９）地域版協議会アライアンスの運営

４．生涯現役社会実現に向けた環境整備
（１０）生涯現役社会実現に向けた環境整備

（２）健康経営アワード2020の運営

５．その他調査
（１１）次世代ヘルスケア産業協議会「アクションプラン２０１９」に基づく調
査等

シニアマネジャー 2名
コンサルタント 1名
アソシエイトコンサルタント 1名

プリンシパル 1名
シニアマネジャー 2名
マネジャー 1名
コンサルタント 3名
アソシエイトコンサルタント 1名

メンバー全員にて適宜対応

１
．
健
康
経
営
銘
柄
選
定
・優
良
法
人
認
定

等
に
関
す
る
調
査

２
．
健
康
経
営
の
評

価
等
に
係
る
調
査

３
．
地
域
に
お
け
る
健
康
経
営
や

S
IB

、
地
域
版
協
議
会
等
の
地
域

へ
の
施
策
展
開
に
向
け
た
調
査

シニアマネジャー 2名
コンサルタント 1名
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 令和元年度健康経営度調査の設計 

 

3.1 事業の背景・目的 

 

我が国は、世界に先駆けて超高齢社会に突入し、社会保障費の増加や、生活習慣病や認知

症の患者数の増加、医療格差、介護施設または人材の不足等の社会的な課題が現実となって

おり、それらの課題を解決し、国民の健康に対する多様なニーズに対応する新たなヘルスケ

ア産業の継続的な創出と発展が必要となっている。 

「健康寿命延伸産業」の創出に向けた具体的支援策としては、平成２５年１２月より官民

共同の協議体として「次世代ヘルスケア産業協議会」が立ち上がり、需要喚起（企業経営層・

従業員を含む国民各層）及び供給側（各種製品・サービス提供事業者）への支援の両面から

検討を進めている。 

経済産業省においては、同協議会において策定した「生涯現役社会の構築に向けたアクシ

ョンプラン２０１８」に基づき、国民が健康を管理する習慣を持ち、健康を維持することで

長期に亘る社会参加を可能にし、社会への関わりが更なる健康の維持に寄与するという考え

のもと、「生涯現役社会」の構築のために、「健康経営」を推進するとともに、健康増進や社

会参加を支えるヘルスケア産業の育成に取り組んでいる。 

需要喚起の観点からは、「健康経営銘柄(健康経営度調査)」の実施やメディアの報道等もあ

り、大企業において健康経営に対する一定の理解が浸透しつつある。また、中小企業等にお

いても、「健康経営優良法人認定制度」や「健康経営アドバイザー」等の施策により、健康経

営に取り組む企業が増えつつある状況にある。また、健康経営の普及に伴い、自治体や金融

機関、保険者、ヘルスケア事業者等が自らの取組として健康経営に関する取組（インセンテ

ィブの構築等）を実施している状況となっている。 

本事業においては、健康経営・健康投資の普及推進に係る取組の実施を総合的にサポート

し、健康経営を我が国の「企業文化」として定着させ、健康投資の促進を着実に進めること

を目的として、以下の事業を実施する。 
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3.2 実施内容 

 

3.2.1 調査・評価項目の見直し 

昨年度の調査の回答の分布、健康経営に対する企業の取り組み状況の変化、昨年度の基準

検討委員会での議論したものの調査項目への盛り込みを見送った内容、次世代ヘルスケア産

業協議会健康投資ワーキンググループでの議論内容、法律改正の動向を踏まえ調査項目の見

直しを行った。 

別途健康経営基準検討委員会を設置し、委員会にて改訂案等を提示し、委員会での議論結

果を踏まえ、適切に調査項目および評価に反映した。 

なお、大規模法人部門と中小規模法人部門に分けて委員会を開催した。 

基準検討委員会開催日程は、以下の通りである。 

 

＜開催日程と議事次第＞ 

大規模法人部門 

第 1回 令和元年 5月 30 日（木）17:00～19:00 経済産業省 別館 9階 946 共用会議室 

・健康経営基準検討委員会の設置趣旨・検討事項について 

・今年度の健康経営度調査方針について 

・健康経営銘柄・健康経営優良法人の評価方法について 

・健康管理会計ガイドラインについて 

 

第 2回 令和元年 7月 5 日（金）10：00～11：30 経済産業省 別館２１８共用会議室 

・「健康投資の見える化」検討委員会（仮称）の設置について 

・健康経営度調査改訂について 

 

中小規模部門 

第 1回 令和元年 6月 12 日（水） 書面開催 

・健康経営基準検討委員会の設置趣旨・検討事項について 

・今年度の健康経営優良法人認定制度（中小規模法人部門）について 

 

第 2回 令和元年 7月 5 日（金）11：30～13：00 経済産業省 別館２１８共用会議室 

・今年度の健康経営優良法人認定制度（中小規模法人部門）の方針について 
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3.2.2 健康経営度調査の実施 

基準検討委員会での委員の意見・指摘内容などをもとに調査項目を作成。「健康経営」に資

する施策等の実施状況などを調査し、企業の実態・意識を把握する事を目的に健康経営度調

査を実施した。 

 

調査方法 

郵送調査（依頼状を送り、調査票はExcel 形式のものをダウンロード） 

 

調査期間 

2019 年 8月 30 日～2019 年 10月 18 日（調査票投函～最終調査票回収） 

 

調査対象 

国内全上場企業：3,776 社（2019 年 8 月時点、REIT 除く） 

非上場法人は応募制とし、経済産業省のwebサイト上で告知し、参加希望がある企業

の調査回答を受け付ける体制を用意した。 

 

有効回答数 

2328 社（うち上場企業 964 社、回答率 25.5%） 

 

調査項目 

・ 従業員の健康の保持・増進の位置づけ、明文化、社外への発信、目的 

・ 方針や施策結果の社外公表 

・ 従業員の健康の保持・増進の推進を統括する組織の形態、責任者 

・ 統括組織の人員構成（社員、産業医、専門職など） 

・ 健康保持・増進推進の担当者の教育 

・ 課題の把握とその対応 

・ 任意検診の推奨、5 大がん検診等の補助 

・ ストレスチェックの実施、相談窓口の設置 

・ 管理職に対しての教育研修の実施状況 

・ 生活習慣病予防の一般社員への教育・研修 

・ 禁煙対策、食事支援、コミュニケーション促進策、運動奨励策 

・ 長時間労働防止策、対応策 

・ 総実労働時間、所定外労働時間、長時間労働者比率、有給休暇取得率・日数 

・ 休職後の職場復帰支援策、復帰後の配慮・支援 

・ 派遣社員の施設等利用の有無、取引先の状況把握 

・ 定期健康診断・精密検査受診率 

・ 健康診断結果（適正体重維持者率、喫煙率など） 

・ 施策に対する効果検証・データ分析 
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鉱業 6 2 33.3% 0 2 

建設業 175 54 30.9% 44 98 

食料品 127 49 38.6% 15 64 

繊維製品 55 13 23.6% 3 16 

パルプ・紙 26 9 34.6% 2 11 

化学 215 70 32.6% 18 88 

医薬品 67 24 35.8% 16 40 

石油・石炭製品 11 4 36.4% 3 7 

ゴム製品 19 11 57.9% 1 12 

ガラス・土石製品 58 11 19.0% 1 12 

鉄鋼 45 11 24.4% 5 16 

非鉄金属 35 12 34.3% 8 20 

金属製品 93 16 17.2% 7 23 

機械 232 48 20.7% 15 63 

電気機器 250 75 30.0% 52 127 

輸送用機器 95 37 38.9% 70 107 

精密機器 51 20 39.2% 11 31 

その他製品 111 24 21.6% 14 38 

電気・ガス業 24 18 75.0% 5 23 

陸運業 66 19 28.8% 23 42 

海運業 13 4 30.8% 1 5 

空運業 5 2 40.0% 10 12 

倉庫・運輸関連業 39 6 15.4% 16 22 

情報・通信業 460 97 21.1% 209 306 

卸売業 336 74 22.0% 95 169 

小売業 364 63 17.3% 210 273 

銀行業 87 56 64.4% 19 75 

証券、商品先物取引業 42 7 16.7% 1 8 

保険業 15 6 40.0% 36 42 

その他金融業 35 16 45.7% 15 31 

不動産業 139 24 17.3% 32 56 

サービス業 469 79 16.8% 245 324 

士業法人 - - - 3 3 

特定非営利活動法人 - - - 3 3 

医療法人・社会福祉法人・健康保険組合等保険者 - - - 91 91 

社団法人・財団法人・商工会議所・商工会 - - - 33 33 

公・特殊法人 - - - 10 10 

その他法人 - - - 22 22 

合計 3776 964 25.5% 1364 2328 
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図表 3-11 社外公開の媒体（n=1816） 

 

図表 3-12 社外公開の内容（n=1816） 

 

  

13.9%

16.9%

28.0%

9.4%

11.1%

71.8%

70.3%

アニュアルレポート

統合報告書

ＣＳＲ報告書

ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ･ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ報告書

海外投資家向けの多言語の各種開示文書

健康経営宣言・健康宣言

上記以外の文書・サイト

64.0%

46.3%

82.2%

38.1%

38.8%

50.0%

9.1%

12.6%

自社の従業員の健康課題

健康課題改善の具体的な数値目標

課題を解決するための具体的な取組の内容

施策の実施規模や回数等の定量的なデータ

定量的な評価指標による経年での取組成果

定量的でない取組成果

取組の経営に対する影響の分析

その他
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「健康経営の普及拡大」については、グループ会社との共同実施（59.1%）が最も多く、次

いで「従業員の家族への周知」（57.0%）が多かった。まずは自社の周辺への普及を行ってい

ることがわかる。取引先選定における把握・考慮については、「労働衛生関連の法令遵守」

（49.3%）が最も多かった。何らか考慮すると回答した法人は 64.2%と、半数を超えている。

（図表 3-13） 

 

図表 3-13 健康経営の普及拡大活動（自社収益事業外） 

 

取引先の把握・考慮 

 

 

  

45.4%

59.1%

34.7%

27.6%

49.4%

20.3%

22.1%

11.6%

57.0%

21.9%

17.9%

グループ会社全体で統一方針を定めて推進

グループ会社全体にﾉｳﾊｳ提供・共同実施

取引先等他社にノウハウ提供

地域や同業他社を巻き込んで展開

ﾍﾙｽｹｱｻｰﾋﾞｽ・商品を積極的に導入

既存顧客向けにﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等を通して発信

一般向けに講演・パンフレット等を通して…

他社の取組状況についての調査結果公表

従業員家族に自社の取組を周知

その他

特に行っていない

32.2%

49.3%

29.6%

17.6%

24.1%

11.3%

34.7%

健康経営の表彰制度の取得状況

労働衛生関連の法令遵守状況

従業員の過重労働の状況

メンタルヘルス対策の実施状況

健康経営施策の実施状況

その他

特に把握･考慮していない







18 

 

（３）従業員の健康課題 

従業員の健康の保持・増進を行う上での課題について、「労働時間の適正化・ワークライフ

バランス確保」（58.3%）が最も多く挙げられた。「働き方」に注目が集まる中で、健康課題と

しても労働時間の適正化が最大の課題としてとらえられていることがわかる。次に多く挙げ

られたのが「生活習慣病等の健常者の発生予防」(52.9%)、「生活習慣病等の高リスク者の重

症化予防」（44.6％）が続いた。疾病の発生予防が、企業にとって非常に大きな課題であるこ

とが分かる。（図表 3-18） 

 

図表 3-18 従業員の健康保持・増進を行う上での課題 

 

 

  

39.3%

31.4%

44.3%

7.4%

9.1%

6.4%

47.0%

7.4%

9.8%

25.2%

11.9%

生活習慣病等の健常者への発生予防

生活習慣病等の高ﾘｽｸ者の重症化予防

ｽﾄﾚｽ関連疾患の予防・早期発見・対応

従業員の生産性低下防止・事故予防

女性特有の健康課題等､健康保持･増進

休職後の職場復帰、就業と治療の両立

労働時間適正化、生活時間確保

従業員間のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの促進

従業員の感染症予防

従業員の喫煙率低下

精密検査や任意健診などの受診率の向上
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 任意健診・検診の受診率向上のための施策について、「費用補助」が最も多く 85.5％であっ

た。（図表 3-19） 

 受診だけではなく、健診・検診等の結果、何らかの健康リスクがあることがわかった者が医療

機関を受診することが重要であるが、「専門職からの個別の受診勧奨の実施」（77.1％）、「受診状

況の確認」（76.1％）といった、直接、従業員へ働きかける施策の実施率が高い。（図表 3-20） 

 

図表 3-19 任意健診・検診の受診率向上のための施策 

 

 

図表 3-20 定期健診・任意健診・検診等の結果による受診勧奨 

 

  

71.6%

83.2%

54.0%

50.2%

22.5%

39.7%

65.9%

85.5%

59.7%

28.3%

2.7%

啓発ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの配布やﾎﾟｽﾀｰなどの社内掲示

メール等による全員への受診勧奨

産業医や保健師等専門職が個別に受診推奨

専門職以外の一般社員が個別に受診推奨

受診勧奨を健診機関に委託

受診を義務付けている

定期健康診断項目への組み込み

費用補助

受診時の就業時間認定または特別休暇の付与

その他

特にない

75.6%

77.1%

70.3%

30.9%

61.0%

76.1%

22.8%

2.3%

受診後の医療機関受診の重要性を広く周知

産業医等専門職からの個別の受診勧奨の実施

人事・労務担当者等から個別の受診勧奨実施

通院・治療について就業時間認定等の付与

本人同意のもと時間の確保等の業務上の配慮

受診状況の確認

その他

特に行っていない
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（５）メンタルヘルス対策、職場復帰・就業と治療の両立支援 

メンタルヘルス対策の実施について聞いたところ、ハラスメント相談窓口（96.3%）、メン

タルヘルス相談窓口（92.4%）の設置が多かったが、具体的な改善活動については低い実施

率であった。 

また、メンタルヘルス不調やその他の私傷病に対する職場復帰、就業と治療の両立支援に

ついて聞いたところ、職場復帰では「復職後の面談・助言などのフォローアップ」（89.9％）、

両立支援では「本人状況を踏まえ働き方の策定」（88.6％）がそれぞれで最も多くなっており、

職場復帰・両立支援の施策が多くの企業で導入されていることが分かった。（図表 3-24） 

 

図表 3-23 メンタルヘルス対策 

 

 

図表 3-24 職場復帰・両立支援のための施策 

 

92.4%

96.3%

16.2%

14.9%

23.2%

30.2%

23.1%

1.2%

メンタルヘルスについての相談窓口の設置

ハラスメント相談窓口・内部通報窓口の設置

ｳｪｱﾗﾌﾞﾙﾃﾞﾊﾞｲｽによりｾﾙﾌﾁｪｯｸ等を支援

マインドフルネスなどの実践支援

組織における心理的安全性が高まる取り組み

ﾁｪｯｸ結果を踏まえ職場環境改善活動を実施

その他

特に行っていない

86.2%

83.6%

82.7%

44.2%

78.2%

76.8%

89.9%

23.6%

67.9%

88.6%

67.8%

24.4%

1.2%

産業医等の意見聴取等支援手続き･手順の設定

休業中の接触ﾀｲﾐﾝｸﾞ設定や相談窓口設置

復職後の支援体制設定や相談窓口設置

リワークプログラムの提供

短時間勤務等の勤務制度の整備

疾患の再発、問題の発生等本人の状況把握

復職後の面談・助言などフォローアップ

職場復帰／その他

両立支援の対応手順設定や相談窓口設置

本人の状況を踏まえた働き方の策定

治療に配慮した休暇制度、勤務制度の整備

両立支援／その他

いずれも特に行っていない
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（６）生活習慣改善施策 

 コミュニケーション促進に向けた組織としての具体的な取組について、最も重点的に取り

組まれているのは「社員旅行や運動会等のイベントの実施」（79.9％）であった。（図表 3-25） 

 食生活改善に向けた取組内容として、「管理栄養士等を配置、管理した食事の提供」を行って

いるのは 20.3%、「認証を受けた配慮した食事を提供する環境整備」は 23.8%だった。（図表 

3-26） 

 運動習慣の定着に向けた支援では、「職場外のスポーツクラブ等との提携利用補助」と「スポ

ーツイベントの開催・参加補助」が７割を超えた。（図表 3-27） 

 

図表 3-25 コミュニケーション促進に向けた取組内容 

 

 

図表 3-26 食生活改善に向けた取組内容 

 

 

図表 3-27 運動習慣の定着に向けた取組 

57.6%

79.9%

12.7%

49.7%

75.8%

78.9%

40.5%

3.4%

社内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ活性化のための職場環境整備

社員旅行や運動会等ｲﾍﾞﾝﾄの実施

心身の健康増進を目的とした旅行の実施

社内ﾌﾞﾛｸﾞやｱﾌﾟﾘ等ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ促進ﾂｰﾙの提供

同好会・ｻｰｸﾙ等への金銭支援や場所の提供

地域清掃等への参加や参加の働きかけ

その他

特に行っていない

20.3%

46.2%

40.3%

53.4%

38.8%

23.8%

32.1%

18.1%

管理栄養士等を配置、管理した食事の提供

栄養ﾊﾞﾗﾝｽ配慮の弁当･食事の提供環境整備

食生活改善アプリ提供等のサポートの実施

職場の売店等での熱量･主な栄養成分等の表示

外部事業者等の栄養指導・相談窓口の設置

認証受けた配慮した食事提供する環境整備

その他

行っていない
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 また、感染症対策の実施状況についても聞いたところ、「インフルエンザ等の予防接種の費用

補助」（83.0％）等の従業員の健康保持に対する施策が多く実施されているが、「感染拡大時の事

業継続計画の策定」（48.6％）も半数近くで実施されており、従業員の健康が損なわれることが

企業活動に大きな影響を与えることが認識されていることがうかがえる。（図表 3-28） 

 喫煙率低下対策の実施状況について聞いたところ、教育・研修が 57.7%と最も多く、保健

指導などの介入施策は 4割以下にとどまった。 

 

図表 3-28 感染症対策の実施内容 

 

 

図表 3-29 喫煙率低下対策の実施内容 

75.3%
28.7%

65.4%

75.6%

11.7%

65.6%

24.0%

6.7%

40.7%

23.8%

34.2%
5.7%

職場外のスポーツクラブ等との提携利用補助

職場内にジムや運動室などを設置

運動奨励活動の実施

スポーツイベントの開催・参加補助

健康増進を目的に旅行開催し習慣付けを指導

職場における体操の実施

官公庁・自治体等の健康増進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへ参加

ｽﾎﾟｰﾂ庁「ｽﾎﾟｰﾂｴｰﾙｶﾝﾊﾟﾆｰ」の認定取得

通常勤務で運動量が向上するｵﾌｨｽ設備の設置

徒歩や自転車通勤のための設備の導入・支援

その他

特に行っていない

68.7%

83.0%

54.0%

42.2%

21.6%

48.6%

55.5%

39.7%

38.2%

2.4%

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等の予防接種を社内実施

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等の予防接種の費用補助

予防接種を受けるための制度的配慮

感染症発症者への休暇制度で感染拡大予防

健康診断時の感染症抗体検査の実施

感染拡大時の事業継続計画の策定

海外渡航者への予防接種や予防内服等の準備

海外渡航者教育の実施や緊急搬送体制の整備

その他

特に行っていない
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57.7%

40.4%

34.9%

21.2%

25.0%

7.1%

28.3%

38.1%

17.1%

たばこの健康影響についての教育・研修

喫煙率低下が目的の継続的な保健指導の実施

禁煙外来治療費の補助

禁煙補助剤の無償支給や購入費支給

禁煙達成者に対する表彰やｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの付与

非喫煙者に対する継続的なｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞの付与

就業時間中禁煙の社内制度化

その他

特に実施していない
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（７）女性特有の健康課題への施策 

 「女性特有の健康関連課題」に関する知識を得るための取り組みとして、セミナー等での

教育をどのような従業員を対象に実施しているか聞いたところ、最も多かったのが女性限定

33.3%、次いで男女など限定しない実施で 30.7%であった。（図表 3-30） 

 また、「女性特有の健康課題」に関する行動を促すための取り組みについて、実施が最も多か

ったのは「婦人科健診・検診への金銭補助」で 79.8%が実施していた。（図表 3-31） 

 

図表 3-30 女性特有の健康関連課題に関する教育の実施状況 

 

 

図表 3-31 女性特有の健康課題に関する行動促進のための施策 

 

  

33.3%

11.6%

30.7%

43.5%

参加者を女性のみに限定して実施

管理職のみに限定、管理職向けの内容で実施

男女、管理職等対象を限定せず実施

特に実施していない

79.8%
53.0%

50.4%

45.5%

25.8%

47.3%

35.5%

55.5%

21.3%

25.4%

3.7%

25.7%
6.6%

婦人科健診・検診への金銭補助

婦人科健診･検診の受診に対する休暇等の設定

保健師等による女性健康専門の相談窓口設置

女性特有の健康課題に対応可能な体制構築

女性の健康作り推進部署やﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの設置

母性健康管理のためのサポートの周知徹底

不妊に対する支援（通院への休暇取得など）

生理休暇を取得しやすい環境の整備

更年期症状や更年期障害への支援

女性専用の休憩室の設置

月経随伴症状をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞするﾂｰﾙやｱﾌﾟﾘの提供

その他

特に実施していない
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 健康経営アワード２０２０の運営 

4.1 目的 

経済産業省では、健康経営に取り組む法人に対する各種顕彰制度として、平成 26 年度か

ら「健康経営銘柄」の選定を、平成 28 年度から「健康経営優良法人認定制度」を導入し、大

規模法人および中小規模法人における健康経営を推進してきた。 

 健康経営アワードは、健康経営に取り組む大規模法人および中小規模法人の顕彰および、

今後の健康経営の更なる普及・促進を図ることを目的としている。 

 

4.2 開催概要 

健康経営アワード 2020 の開催概要は下記の通りある。 

 

4.2.1 開催スケジュール 

 開催日時：2020 年 3月 2日 

 開催時間（3 部構成） 

➢ 第一部：11：00～12：30（受付開始 10：30）  

➢ 第二部：13：30～14：40（受付開始 13：00） 

➢ 第三部：15：30～17：05（受付開始 15：00） 

 会場：イイノホール 

 主催：経済産業省、東京証券取引所、日本健康会議 

 協力：厚生労働省 

 

4.2.2 開催プログラム 

開催プログラムは下記の通り 3 部構成とした。 
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図表 4-1 開催プログラム 

＜第一部＞11:00－12:30 ※昼食のご用意はありません。 

○主催者挨拶/来賓挨拶 

○プレゼンター挨拶 

○健康経営銘柄 2020 選定企業発表  

〇健康経営銘柄 2020 フォトセッション 

○ショートプレゼンテーション：「経営者が健康経営に取り組む意義」 

（スピーカー：東京理科大学 教授 ロバート・フェルドマン） 

＜第二部＞13:30-14:40 

○主催者挨拶/来賓挨拶 

○健康経営優良法人 2020(大規模法人部門)認定法人発表/代表法人への認定証授与 

〇パネルディスカッション：健康経営の今後の発展について  

＜第三部＞15:30-17:05 

○主催者挨拶/来賓挨拶 

○健康経営優良法人 2020(中小規模法人部門)認定法人発表/代表法人への認定証授与 

○代表法人による事例発表 

〇パネルディスカッション：健康経営の質の向上について  

○閉会挨拶 

 

 

4.2.3 参加者の募集 

株式会社日本総合研究所のホームページ内に「健康経営アワード 2020」の参加者募集サイト

を新設し、参加申込みの受付窓口及び参加申込み状況の管理を実施した。 
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図表  4-2 日本総研ホームページ内の参加申し込みサイトトップ画面（一部）

 

 

4.2.4 健康経営アワード 2020の中止 

中国武漢市より拡がった新型コロナウイルスの拡大に伴い、日本国内における感染拡大防

止の観点から、主催者である経済産業省の判断により健康経営アワード 2020 自体が中止と

なった。 

健康経営アワード 2020 は参加者募集開始から一週間足らずで 500 名規模の参加募集数に

達する等、国内における健康経営への関心の高さが伺える。 

健康経営アワード 2020 開催中止の代替案としって、プレゼンターおよび講演者の動画作

成を行い、また健康経営銘柄レポート冊子を刷りまして健康経営銘柄企業に送付する等の、

イベントに代わる健康経営普及・推進のための方策を実施した。
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 健康経営度調査事務局及び日本健康会議健康経営優良法人認定事務局の設置及

び運営 

5.1 健康経営度調査事務局および健康経営優良法人認定事務局（大規模法人部門）の

設置・運営 

 

5.1.1 健康経営度調査事務局の設置 

「健康経営度調査事務局」を設け、令和元年度健康経営度調査についての検討、実施を

行った。（図表 5-1 健康経営度調査事務局および 健康経営優良法人認定事務局（大規

模法人部門）運営 実施概要図表 5-1）健康経営度調査の実施については 3章に記載して

いる。 

 

 

5.1.2 健康経営優良法人認定事務局（大規模法人部門）の設置 

フィードバック送付後、引き続き、日本総合研究所からの再委託先である株式会社日経

リサーチ内に、「健康経営優良法人認定事務局（大規模法人部門）」を設置した。健康経営

優良法人（大規模法人部門）認定のための申請書提出に係る事項等の問い合わせについて

は、平日 10 時～18 時にて健康経営優良法人認定事務（電話・メール開示）での対応を行

った。 

なお、後述の健康経営優良法人（中小規模法人部門）と窓口は共通となっている。 

 

 

図表 5-1 健康経営度調査事務局および 健康経営優良法人認定事務局（大規模法人部門）

運営 実施概要 

 

  

実
施
項
目

実
施
概
要

(1)健康

経営度調

査事務局
の設置

(2)健康経

営度調査票

内容の見直
し

(3)健康経営

度調査回答

受付

(4)健康

経営度

調査回
答デー

タの分

析・採

点

(5)フィード

バックシー

ト送付

(6)認定

証・ロゴ

送付

✓「健康経

営度調査事

務局」を設

置する

✓健康経営度調査

票について内容の

見直しを行う

✓見直しにおいて

は、基準検討委員

会等の議論を踏ま

え実施する

✓健康経営度調査

票を経済産業省HP

にて公開し、申請

受付を行う

✓申請者からの問

合せ等に適宜対応

する

✓健康経営

度調査回答

データを分

析し結果を

偏差値化し

採点を行う

✓各個別企業に対し、

健康経営に関する

フィードバックシー

トを送付する

✓フィードバック

シート送付とあわせ、

健康経営優良法人認

定要件適合表を送付

する

✓健康経営優

良法人に認定

された企業に

認定証とロゴ

のデータを送

付
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5.1.3 大規模法人部門申請書の申請受付 

健康経営度調査の回答・評価結果を踏まえて、フィードバックシート送付に合わせて健康

経営優良法人認定要件適合表を送付し、さらに認定要件に適合している法人については申請

書を合わせて送付した。 

 

受け付けた申請書について、記載内容をデータ化し、審査用データとして経済産業省に提供

した。 

 

5.1.4 認定・不認定結果の通知と関連書類の送付 

 大規模法人部門申請法人に対して、認定委員会からの認定・不認定結果をメールにて申請

法人に通知。認定法人には、認定証とロゴのデータをメールにて送付した。 
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5.2 健康経営優良法人認定事務局（中小規模法人部門）の設置・運営 

再委託先である日経リサーチに「健康経営優良法人認定事務局（中小規模法人部門）」を設

け、健康経営優良法人認定 2020（中小規模法人部門）の申請書類の受付、認定委員会の判定

支援、認定・不認定結果の通知と関連書類の送付を行った。 

 

図表 5-2 健康経営優良法人 2020（中小規模法人部門）認定事務局運営 実施概要 

 

 

5.2.1 健康経営優良法人認定事務局（中小規模法人部門）の設置 

日本総合研究所からの再委託先である株式会社日経リサーチ内に、「健康経営優良法人

認定事務局（中小規模法人部門）」を設置した。健康経営優良法人（中小規模法人部門）認

定のための申請書提出に係る事項等の問い合わせについては、平日 10 時～18 時にて健康

経営優良法人認定事務（電話・メール開示）での対応を行った。 

 

5.2.2 健康経営優良法人中小規模法人部門の申請書の検討 

健康経営優良法人 2020 中小規模法人部門について、基準検討委員会で決定された認定要

件に基づき、申請書の改定及び認定スキーム等について検討・作成を行った。 

申請書について、今年度より申請書の電子化（Excel）を行うにあたり、回答者の利便性も

考慮して各認定要件の取り組み内容を選択肢化した。 

 

5.2.3 申請受付サイトの構築 

申請スキームについて、申請書の電子化（Excel）に伴い、申請用の ID 発行サイトおよび

申請書のダウンロードサイトを構築した。ID 発行サイトは、法人番号や企業名等の属性情報

を登録することで申請法人ごとの個別 ID を発行するもので、申請法人の管理・申請データ

整理に使用した。申請法人は経済産業省HPから ID 取得サイトにアクセスし、個別 ID を取

得したうえで Excel 申請書をダウンロード、Excel 申請書に申請内容を入力・保存の後、ア

ップロードする方法で申請を受け付けるフローに改めた。 

 

実
施
項
目

実
施
概
要

(1)健康

経営優良

法人認定
事務局の

設置

(2)健康経営

優良法人認

定の要件、
申請書、認

定スキーム

の検討

(3)申請書類

受付

(4)認定委員会

の判定支援

(5)認定・不認定

結果通知、関連

書類送付

✓「健康経営

優良法人認定

事務局」を設

置する

✓健康経営優良法人

2020の認定基準、申

請書、認定スキーム

について、基準検討

委員会の議論を踏ま

え見直しをする

✓「健康優良法人

申請書」を経済産

業省HPにて公開し、

申請受付を行う

✓申請者からの問

合せ等に適宜対応

する

✓健康経営優良法人申

請データから判定を支

援するフラグを作成す

る

✓「健康宣言」等を保

険者側から確認するた

めのデータ作成と取り

まとめ

✓健康経営優良法人申請

企業に認定結果の通知

✓認定された企業に認定

証とロゴのデータを送付

✓全申請企業にフィード

バックシートとよくある

間違い送付



38 

 

5.2.4 前回申請法人への案内状送付 

前回の中小規模法人部門申請法人 約 3000 社に申請フローが変わった旨の案内状を郵送

した。案内状には、申請スキームの変更について周知を行うと共に、Excel の申請書をダウ

ンロードするサイトの URL、ID、Pass などを記載し、ID の新規取得を省略できるように

し、今回の申請を促した。 

 

5.2.5 申請受付 

申請書については、前述のExcel 形式の申請書のアップロード提出だけでなく、申請の真

正性の担保の観点から、同時に「申請書兼誓約書」を紙印刷し、押印のうえ健康経営優良法

人認定事務局に郵送することとした。 

 

受け付けた申請書ファイルに記入された内容のローデータおよび、紙で受け付けた申請書

兼誓約書の記載内容をデータ化したものを、審査用データとして経済産業省に提供した。 

 

5.2.6 認定委員会の判定支援 

申請期間終了後、申請データから認定委員会の判定を支援するフラグを作成した。また、

申請書法人が申請書に記載したの一部を保険者側に確認した。 

 

5.2.7 認定・不認定結果の通知と関連書類の送付 

 中小規模法人部門申請法人に対して、認定委員会からの認定・不認定結果をメールにて申

請法人に通知。認定法人には、認定証とロゴのデータをメールにて送付した。 

 

5.2.8 認定基準適合状況表の送付 

認定・不認定結果の送付後、全申請法人に認定要件の各項目の要否について記載する申請

適合状況のフィードバックシートと申請時におけるよくある間違いをまとめた資料をメール

にて送付した。 

 

送付後、適合状況に対して異議がある法人について、異議の内容を受け付け、経済産業省と

連携して状況確認の上対応を行った。 



39 

 

 「健康経営」に取り組む企業の傾向調査及び健康経営優良法人の現地調査 

 

6.1 健康経営優良法人（中小規模法人）の傾向調査 

6.1.1 背景・目的 

健康経営優良の申請書の取り組みの選択肢化、申請書の電子化を行ったことにより、中小企業

の実態（傾向）についても、把握が可能となった。また今後の制度設計を行うにあたり申請内容

とは別にアンケートを実施している。申請書やアンケートの回答状況から、申請法人の実態を把

握することで、今後の制度設計に生かしていく。具体的には、課題に思われる点については健康

経営優良法人の認定基準解説書の改定を行ったり、事例集として優良な取り組みを取り上げ、広

く公開したり、あるいは、健康経営コンサルティングサービス事業者への情報提供を行うことに

よりサポート体制の強化等が考えられる。 

 

6.1.2 調査結果 

健康経営優良法人 2020（中小規模法人部門）の申請状況は下記の通りである。 

＜認定基準適合状況表＞ 

評価項目番号 1～項目番号 3-3-8 に関する自己評価は下記の通り。必須項目以外では、「定期健

康診断受診率（実質 100％）」、「受診勧奨の取り組み」、「従業員の感染症予防に向けた取り組み」

が 90％を超えており、取り組んでいる企業が多い。一方で、「50人未満の事業場におけるストレ

スチェックの実施」は 39.3％であり最も低い結果となった。 

 

図表 6-1 認定基準適合状況表（N=6,095） 

 

 

 

 

99.0%

99.0%

95.8%

95.1%

39.3%

61.8%

67.8%

83.2%

85.6%

61.5%

67.6%

60.5%

76.5%

64.0%

94.0%

63.6%

65.2%

98.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

健康宣言の社内外へ発信･経営者自身健診受診(必須）

健康づくり担当者の設置(必須）

定期健診受診率（実質100％）

受診勧奨の取り組み

50人未満の事業場におけるｽﾄﾚｽﾁｪｯｸの実施

健康増進・過重労働防止への具体的目標設定

管理職又は従業員に対する教育機会の設定

適切な働き方実現に向けた取り組み

コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

病気治療と仕事両立の促進に向けた取り組み

保健指導実施･保健指導実施機会提供への取組

食生活の改善に向けた取り組み

運動機会の増進に向けた取り組み

女性の健康保持・増進に向けた取り組み

従業員の感染症予防に向けた取り組み

長時間労働者への対応に関する取り組み

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ不調者への対応に関する取り組み

受動喫煙対策に関する取り組み(必須）
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Q2SQ1.（Q2で「はい」と回答した方）経営戦略に基づく方針として、健康経営をどのように位

置づけていますか。健康経営の実施によりどのような経営課題の解決を目的としているかお答え

ください。 

⚫ 経営課題として「人材の採用・定着」を挙げた人が 73.3％と最も多く、次いで「組織の活

性化」を挙げた人が 67.7％であった。 

 

図表 6-4 健康経営の位置づけ、解決しようとしている経営課題（n=3,354） 

 

 

Q2SQ2.（Q2で「はい」と回答した方）前SQ1 の目的を達成する上で解決・改善すべき自社の課

題は何ですか。 

⚫ 解決・改善すべき課題としては、「従業員の健康状態の改善」（67.2％）や「従業員の生活

習慣や健康へのﾘﾃﾗｼｰの改善･向上」（58.8％）が多かった。 

 

図表 6-5 解決・改善すべき自社の課題（n=3,354） 

 

 

73.3%

67.7%

61.1%

39.6%

38.1%

19.4%

1.6%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

人材の採用 定着

組織の活性化

企業ブランドイメージの向上

リスクマネジメント

企業業績の向上

顧客満足度の向上

その他

無回答

67.2%

58.8%

51.9%

45.4%

45.1%

44.2%

34 0%

33.2%

0.7%

1 3%

0 0% 10.0% 20 0% 30 0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

従業員の健康状態の改善

従業員の生活習慣や健康へのﾘﾃﾗｼｰの改善･向上

従業員のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ・ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄの向上

従業員間のコミュニケーションの改善・促進

過重労働の抑制・防止ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽの推進

従業員の生産性の向上

福利厚生の充実

健康を理由とした離職の防止

その他

無回答
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Q5.地域や他社への健康経営関連の情報発信の状況について教えてください。 

⚫ 「自社のＨＰやＳＮＳを通しての発信」が最も多く、35.6％であった。 

⚫ 特に情報発信を行っていない人も 1割程度いる。 

 

図表 6-10 健康経営関連の情報発信の状況（N=6,095） 

 

 

Q6.誰に対して情報発信を行っていますか。 

⚫ 情報発信先については、「顧客・取引先」が 38.1％と最も多く、次いで「入社希望者」

が 31％であった。 

図表 6-11 健康経営関連の情報発信先（N=6,095） 

 

 

 

35.6%

24 2%

17.4%

13.1%

9.6%

6 5%

5 5%

4.0%

4.0%

9.6%

36.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15 0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40 0%

自社のＨＰやＳＮＳを通しての発信

直接、口頭での発信

名刺に健康経営優良法人のロゴマークを記載

自社の説明会等での説明

パンフレット配付等を通して発信

新聞等のメディアによる取材･見学の受け入れ

健康や健康経営に関する講演会で登壇

他企業等による取材・見学の受け入れ

その他

特に健康経営に関する情報発信をしていない

無回答

38%

31%

17%

16%

11%

8%

3%

2%

5%

43%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

顧客・取引先

入社希望者

従業員の家族

他社（「１ 顧客・取引先」を除く）

グループ会社

地域住民

株主・投資家

その他

特に健康経営に関する情報発信をしていない

無回答
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Q9.健康経営を進めていく上で困っていることを教えてください。 

⚫ 「特に課題はない」と回答した人は 17.4%であった。 

⚫ 「健康経営を進めたいが従業員の意識が低い」が最も多く 17％であった。 

 

図表 6-12 健康経営を進める上で困っていること（N=6,095） 

 

 

Q10.健康経営を進める上で、どのようなサポートを受けていますか。 

⚫ 専門職の派遣や、事例紹介パンフレットの配布等でも、20％弱であり、全体的に健康経

営を進める上で、サポートを受けている企業は多くはない。 

 

図表 6-13 健康経営を進める上で受けているサポート（N=6,095） 

 

17.0%

16.1%

12.6%

8.8%

7 9%

3.6%

3.5%

17.4%

39 2%

0 0% 5.0% 10.0% 15.0% 20 0% 25.0% 30 0% 35.0% 40.0% 45.0%

健康経営を進めたいが従業員の意識が低い

健康経営に取り組むための人手が足りない

健康経営に取り組むための予算が足りない

誰に相談したらよいかが分からない

具体的に何をしたら良いかが分からない

経営に対する効果やメリットが分からない

その他

特に課題はない

無回答

18.4%

18.1%

11.9%

9.8%

7.2%

5.1%

5.2%

9 3%

41.1%

0.0% 5 0% 10 0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35 0% 40.0% 45.0%

産業医や保健師、社労士等の専門職の派遣

健康経営の取り組み事例の紹介ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配布

健康経営を実践してる企業への表彰･認定制度

健康経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる企業診断とｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

健康経営についての社長向け研修会

健康経営を実践してる企業に対する優遇措置

その他

特にサポートは必要ない

無回答
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6.2 健康経営優良法人（中小規模法人）における現地調査 

6.2.1 背景・目的 

健康経営優良法人数は毎年急速に増えており、昨年度は中小規模法人では 2,501 法人が認定さ

れた。今後、更に健康経営に取り組む企業を増やすとともに、より良い取り組みを実践いただく

ため、参考になる取り組みを実践している企業に訪問し、具体的な取組内容等を把握するととも

に、事例集の形でまとめ、広く公開することを目的としている。 

 

6.2.2 実施事項 

（１）健康経営優良法人 2019 現地調査 

調査の効率性の観点から、説明会実施地域を中心に地域を選定。健康経営優良法人（中小規模

法人部門）2019の認定企業を対象に、連続認定されていて、かつ適合項目数の多い法人を中心に

調査対象企業を選定した。現地調査を実施し、特徴的な取り組み内容や工夫等を聴取した。対象

企業及び選定理由は下記の通り。 

図表 6-14 調査対象企業一覧 ※五十音順 

企業名 選定理由 

社会福祉法人大洲育

成園 

⚫ 社会福祉法人の事例はこれまで少なかったため。 

⚫ 利用者と合同での運動など、健康経営の取り組みを参

考にしたいため。 

株式会社ガイヤエク

スプレス 

⚫ 業務上、健康経営の実施が求められるも対応が難しい

と想定される運輸業（長距離ドライバー）において、

好成績を収めている企業であり、運輸業における取組

の難しさや工夫について参考にしたいため。 

株式会社笠間製本印

刷 

⚫ 3 年連続認定を取得し、かつ全ての要件を満たしてい

る製造業者であるため。 

⚫ 優良事例として取組の経緯や内容、地域での普及活動

について参考にしたいため。 

崎永海運株式会社 ⚫ 海運業での取り組みや、子会社製造業の少人数ならで

はの取り組みを聞くため。 

株式会社トータル ⚫ 社内で健康チャレンジキャンペーンなど行っており、

独自の工夫が見られる点を参考にしたいため。 

ナガオ株式会社 ⚫ 3 年連続認定を取得し、かつ全ての要件を満たしてい

る製造業者であるため。 

⚫ 優良事例として取組の経緯や内容について参考にし

たいため。 

ネッツトヨタ山陽株

式会社 

⚫ 従業員への活動量計の配布や、社食設置時の健康食提

供など積極的な取り組みを開始したきっかけ等を知
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りたいため。 

株式会社弘 ⚫ 中小規模部門で数少ない飲食業者の中でも優秀な企

業であるため。 

⚫ 必須となる受動喫煙対策の難易度が高く、健康経営が

普及しづらい業種における優良事例として参考にし

たいため。 

株式会社プラザ企画 ⚫ 中小規模部門で数少ない宿泊業者の中でも優秀な企

業であるため。 

⚫ 必須となる受動喫煙対策の難易度が高く、健康経営が

普及しづらい業種における優良事例として参考にし

たいため。 

丸善土木 ⚫ 全国土木建築国民健康保険組合（以下、土健保）から

の推薦。 

 

（２）健康経営優良法人事例集作成 

現地調査にて聴取した内容を基に、昨年度同様事例集を作成した。対象企業がどの様な点

にこだわり取り組みを推進しているのか、実感している効果などを整理することで、自社の

健康経営推進に悩む担当者の一助となるような構成を目指した。なお、昨年度の事例集では

「健康経営アワード 2019」に関するコンテンツを作成したが、「健康経営アワード 2020」は

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から開催を中止したため、本年度の事例集では言及

していない。 

作成した事例集は経済産業省のホームページで公開することで、広く情報を届けられるよ

うに工夫した。 

 

6.2.3 調査結果 

現地調査で得られた内容は下記の通り。 

 図表 6-15 社会福祉法人大洲育成園 

調査日時 2019 年 10月 8 日 

会社

概要 

企業名 社会福祉法人大洲育成園 

所在地 愛媛県大洲市 

従業員数 56 名 

事業内容 医療・福祉 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ 平成 29年 4月に健康宣言を実施し、うちでもできそうだ、やっ

てみよう、と話になったのがきっかけ。従業員は法人にとって

宝だと思っている。従業員が 50 人を超えたこともあり、健康経

営の活動を地域にも発信していこう、これも地域貢献のひとつ

だ、ということで始めた。 
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⚫ 協会けんぽの方にこの取組は該当するのか、といったことを相

談した。 

健康経営推進体制 ⚫ 総務係長が第二種衛生の資格をとったこともあり、前任の施設

長から任命された。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ 地域に発信していきたいという思いと、人材確保に向けても良

いきっかけとなればという思いが動機である。 

⚫ 認定を受けて、施設の入り口や施設内に看板やペナントを掲げ

ている。 

特徴的な取り組み 【⑪運動機会の増進に向けた取り組み】 

⚫ 平日は食後、13時 15 分から利用者と共に 20分間の歩行運動を

行っている。天気のいい日はグラウンドで歩行運動を行い、天

気の悪い時は施設内(1 周約 50m)を歩行している。入居者の年

齢とともに時間が短くなっているが 20 年以上前から継続実施。 

⚫ 現場では体操もするし、口腔内の体操もしている。 

⚫ 施設であれば歩行に取り組んでいる所も多いし、機能訓練とし

て、あるいは作業の準備体操として行っていたりもする。 

⚫ 職員は基本的に階段を使って登り降りをしている。 

【⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み】 

⚫ 社会福祉法人が非営利法人として、地域住民からの信頼や協力

を得るために、“見える化"にとどまらない“見せる化"を推進し、

社会貢献事業など積極的な情報発信に取り組んでいる。地域交

流行事を通じて、施設を開放し利用者はもちろん、地域の方、家

族、職員間の交流を深めることを目的として交流行事を開催し

ている。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ 求人が増えたというところまでは行っていないが、有給を取り

やすくしたおかげか、今年度は育休産休が 4 人にまで増えた。

有給消化率もかつて 30 数％だったものが 50%にまで増えてい

る。ワークライフバランスが取れるようになってきているので

は、という実感がある。 

⚫ 人材確保の面で数値的なインパクトはまだないが、働き方改革

の取り組みを続けることで将来的に効果が出てくるかもしれな

いと期待をしている。採用においては、学生とのディスカッシ

ョンの話題として健康経営が挙がることはある。 

  

図表 6-16 株式会社ガイヤエクスプレス 

調査日時 2019 年 10月 8 日 

会社 企業名 株式会社ガイヤエクスプレス 
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概要 所在地 愛知県宇和島市 

従業員数 51 名 

事業内容 運輸業 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ 業界として、人材確保が厳しく、募集してもなかなか応募者が

いないのが実情。そのため、今いる従業員に元気になってもら

って長く働いて欲しいという思いから健康経営をスローガンと

して掲げた。私自身 5 年前に大病をして健康のありがたさを感

じていて、それを従業員に伝えたいという思いもあった。取り

組み始めて足掛け二年で優良法人の認定を受けた。健康宣言を

したのは 3年ほど前である。 

健康経営推進体制 ⚫ 拠点は本社のみで、取締役専務が担当者として全面的に担って

いる。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ もともと知ったきっかけは、協会けんぽのリーフフレットを見

たことである。ただ、協会けんぽに申請にあたって相談をした

ということはない。 

特徴的な取り組み 【⑧病気の治療と仕事の両立支援に向けた取り組み】 

⚫ 糖尿病やB 型肝炎等長期的な治療が必要とされている社員につ

いては入院期間を含め医者との面談には相談窓口である専務が

同行している。健康診断の結果返却時に相談窓日の専務が結果

表にコメントするので周知徹底している。 

⚫ 糖尿病の場合は、数値が安定するまでは運転手ではなく作業員

として体調をみながら勤務するよう指導している。 

⚫ B 型肝炎患者については 2ヶ月に 1 回 1万円ほど医療費が係る

のだが、これを会社で負担している。従業員には、そんなサポー

トは前の会社ではなかった、と驚かれる。特に就業規則には記

載していないが、手厚く対応している。 

【コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み】 

⚫ 当社は、新たに社員募集をかけなくても、既存の従業員が新た

な従業員を連れて来てくれている。特に募集はしていない。 

⚫ 本人だけでなく、家族を巻き込む・家族に伝えることが大事だ

と考えている。社内イベントには家族もタダで招待する。先日

はバーベキューをした。もちろん代行代も出す。他社には「そん

な会社聞いたことがない」と驚かれるが、飲酒運転でもされた

ら、ということを考えると安いものだと思っている。 

⚫ 今年はじめて社員旅行を開催したが、これはさすがに従業員に

限って招待した。半分くらいの 25人ほどが参加した。仕事柄普

段従業員間のコミュニケーションがないので、旅行で初めてコ
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ミュニケーションがとれて皆さん満足していた。 

⚫ 社内報でその時のトピックを情報発信している。給料明細に入

れることで、皆さんに見てもらっている。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ 保険会社からの評価がよく、割引をしてもらえた。 

⚫ 全日本トラック協会より、当社の健康経営の取組みに関する

取材を受けた。運輸業界でも健康経営が浸透していくことを

期待している。 

⚫ 食品関係の方からは「運輸業でよくとれたね、すごいね」と言わ

れることはある。 

 

図表 6-17 株式会社笠間製本印刷 

調査日時 2019 年 9月 4日 

会社

概要 

企業名 株式会社笠間製本印刷 

所在地 石川県白山市 

従業員数 81 名 

事業内容 製造業 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ 基本的には健康経営優良法人に申請をする前から従業員の健康

増進に関する取り組みは行っていた。 

⚫ 全国の印刷組合が環境保全などのCSR 活動に力を入れており、

当社も印刷産業環境優良工場表彰で経済産業大臣賞を獲得して

いる。 

⚫ 発注先が CSR 等に力を入れているかどうかを気にされる金融

機関のお客様が多く、健康経営もCSR 活動の一環として取り組

んでいる。 

健康経営推進体制 ⚫ 労務管理は基本的に総務が担当しているが、健康経営の担当に

ついては執行役員が担っている。健康経営に関する取り組みは

社長がトップダウンで提案することも多く、会社として従業員

の健康への投資に力を入れている。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ 何事も先駆けてアクションを起こすことを好む会社の社長から

健康経営のホワイト 500 を取得したいと持ち掛けられ、健康経

営優良法人（中小規模法人）に申請を行った。 

特徴的な取り組み 【適切な働き方実現に向けた取り組み】 

⚫ 年始に残業時間を含めて部署の業績目標を設定しており、その

目標と実際の結果を照らし合わせて、部署の管理者の賞与に反

映させている。 

⚫ また、定刻になると管理職のパソコンを強制的にシャットダウ

ンするシステムも本格導入した。管理職が早く帰宅をすること
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で部下の社員の残業も少なくなった。 

⚫ ルーチンワークの RPA 化や、従業員の多能工化につながる教

育を推進することで、シフトが柔軟になり、残業の削減に結び

ついたと感じる。 

【③50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施】 

⚫ 大阪・東京の営業所の従業員も含めた全社員が忘年会で年に一

回石川県に集合する。その際に、ストレスチェックを実施する。

ストレスチェックは基本的に機微な情報を扱うため、総務の労

力も考慮すると、全社員が一堂に会するときに実施するのが良

いと考えている。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ 健康経営優良法人の認定の影響かどうかは不明であるが、採用

の面接の際に、面接を受けに来た人から福利厚生がしっかりし

ている企業と言われたことがある。 

⚫ 残業時間削減に関して高い目標を掲げ、積極的に取り組んだ結果、

残業時間の大幅な削減に成功した。今年度はさらに高い目標にチ

ャレンジしようと考えている。 

 

図表 6-18 崎永海運株式会社 

調査日時 2019 年 9月 18日 

会社

概要 

企業名 崎永海運株式会社 

所在地 長崎県長崎市 

従業員数 94 名 

事業内容 運輸業 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ 以前から当たり前に取り組んでいることが多く、保険会社から

案内があった際に該当項目が多かったため、申請した。 

健康経営推進体制 ⚫ 常務取締役一人で推進されている。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ 保険会社の代理店をしていることもあり、保険会社本体からご

案内いただいたのがきっかけである。アドバイスもしてくださ

るとのことで、検討を始めた。 

⚫ 独自のチェックシートがあり、一度チェックをしたところ該当

項目が多かったため、申請をした。会社にとって良いことであ

ったため、社長もすぐに了承してくださった。 

特徴的な取り組み 【⑩食生活の改善に向けた取り組み】 

⚫ 大きな船であれば調理師が同乗するが、そこまでの人数を乗せ

る船はないため、食料費を渡して船員たちに自分で作って食べ

てもらっているが、食生活が偏ってしまいがちである。船員は、

自分の健康に関する意識が低い人が多い。 
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⚫ そういった問題意識があったため、内航船員向けの食事指導を

行った。 

⚫ 数値的な効果は分からないが、「最近ちゃんと食べてるか」など

個別に声かけしているので、船員たちも少しは意識してくれる

ようになった様子であった。 

⚫ 今後は改善が見えたら、他の内勤の従業員や他事業部の従業員

などにも対象を広げていくことも検討中である。 

【⑪運動機会の増進に向けた取り組み】 

⚫ 昔からの習慣で、始業時には必ずラジオ体操を実施している。 

⚫ 他社企画の企業対抗運動会のイベントが始まった 3 年前から声

かけをいただき参加をしている。主催は TV 局で、もともとト

マト関連でつながりがあったためお声かけいただいた。企業対

抗運動会に参加したことで、「運動っていいね」という感覚が生

まれ、その後も別の会社が主催した駅伝大会やフットサルなど

にも参加するようになった。駅伝は走る人はもちろん、応援を

しに行く人もいる。運動機会の提供と同時に、良いコミュニケ

ーションにもなっている。 

⚫ 船員も、タイミングを合わせて可能な人には参加してもらって

いる。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ 同業他社からどうやって申請したらよいのか、という相談が来

たことがあった。 

⚫ また社内に対しても申請をきっかけに声かけの機会が増えて、

従業員の意識が多少は向上しているのではないかと思う。 

⚫ どの程度改善したのか、数値を見ないとわからない。喫煙率な

どをエクセルで入力して推移を確認している。 

 

図表 6-19 株式会社トータル 

調査日時 2019 年 9月 18日 

会社

概要 

企業名 株式会社トータル 

所在地 長崎県諫早市 

従業員数 24 名 

事業内容 保険代理業 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ 保険代理店として保険商品を扱っている。 

⚫ 当社は 1990年に事業開始、2002年に法人化している。2008年

あたりから、元々個人で事業をされていたような人たちの中で、

理念に共感する人たちを集めて組織化を進めてきた。 

⚫ お客様に喜んでいただくことを理念としていたが、そのために
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もまずは従業員満足度を上げる必要があると考え始めた。それ

が 2012 年、2013 年頃である。2014 年を ES（Employee 

satisfaction）元年とした。女性の採用が業界内でまだ行われて

いなかったが、今後、営業だけでなく、女性がオフィス環境を整

えていくことで、営業の方の生産性も上がるのではないかと考

え、雇用を積極的に行った。「ながさき女性活躍推進会議」にも

声を上げて、会員になっている。 

健康経営推進体制 ⚫ 部門とは別に委員会を設けて業務とは無関係に会社をよくする

ための小グループ活動を行っている。2012年頃から取組は始め

ていたが実際は 2016 年、2017 年頃から本格始動。例えば、朝

礼委員、清掃委員などがあり、その中に、健康増進委員会という

ものも位置づけられている。 

⚫ 各委員会は 2、3名であり、健康増進委員会も 2 名の女性で構成

されている。従業員が健康で働くためにできることを考え、実

践している。ぶら下がりマシンや、ウォーキングマシンの設置

の他、ラジオ体操や、壁面による見える化（後述）を行った。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ 保険会社のセミナーに参加したことをきっかけに、申請を勧め

られて、申請を行った。 

⚫ 社長による理念共有が行き届いた会社であり、まずは一緒に働

く仲間がお客さまである、という考えの下、社員を大事にして

いる。社員が働きたい年まで働ける環境づくりをしている。永

続的に働くためには「健康」が重要である、という認識が元々あ

った。 

特徴的な取り組み 【⑪運動機会の増進に向けた取り組み】 

⚫ もともと壁面を使った見える化を行っており、以前は営業のモ

チベーションを上げるために営業成績を貼り出していた。せっ

かくだから、健康経営でも何か壁面を使って見える化しよう、

と思ったのがきっかけである。今は、壁に山の絵をかいて、個々

人が運動しただけシールを貼っていくようにしている（自宅で

15 分ストレッチなどを実施したら 1枚、など）。その前は、女

性のみで、お昼に非常階段を 5 往復しようという目標を立てて、

競っていた。そこから、会社全体への取組に広がった。 

⚫ 若い人のアイデアや、高齢者の従業員のお子様の意見などを取

り入れて進めている。 

【⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み】 

⚫ おもてなしデーを実践している。交流は健康経営に取り組む以

前から活発であった。皆で季節ごとに食材を持ち寄って、会社
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のキッチンで作って食べている。冬はおしるこ、夏はそうめん

や、カレーを食べた。1、2、3 月は毎年色々とイベントに合わせ

て実施し、その後少し期間があいて、夏頃にまた再開した。 

⚫ お昼にみんなでわいわいと作って食べることは、良いコミュニ

ケーション促進につながっていると感じる。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ 様々な取組や、それに合わせた就業規則への反映を行っている

が、それにより社員自身も、会社に大事にしてもらえていると

いう気持ちを持つことができている。 

⚫ 保険代理店としては、健康経営の重要性を一社でも広めていき、

地域活性化の一助になるべきではないかと思っている。その意

味でも先行して優良法人認定を取得し、営業を通して、他の会

社にもお伝えすることが重要と考えている。昨年は 4 社にお声

掛けして、そのうち 3 社は認定をもらった。採用にとても役立

ったという声も聞かれた。 

 

図表 6-20 ナガオ株式会社 

調査日時 2019 年 9月 30日 

会社

概要 

企業名 ナガオ株式会社 

所在地 岡山県岡山市 

従業員数 61 名 

事業内容 化学工業薬品製造販売 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ ワークライフバランスは、長年の社風として定着。従業員と家

族の心身の健康と、豊かで幸せな活を支援し、やりがいのある

職場と自己成長の場を協創して、社員と会社の持続的な相互成

長を目指している。 

⚫ 健康経営の取組みや考え方を更に員へ理解・浸透させたいと考

え、健康経営優良法人への申請を行った。 

⚫ 2016 年 2月、現社長に代わってからからは、より一層、ワーク

ライフバランスを重視するようになった。 

健康経営推進体制 ⚫ 社長および健康づくり担当者 7 名が中心となって推進してお

り、各拠点に推進者を設置して進めている。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ 健康経営優良法人については協会けんぽ経由で知った。当社の

健康経営の取組みや考え方を更に社員へ理解・浸透させたいと

考え、申請を進めることにした。 

特徴的な取り組み 【⑪運動機会の増進に向けた取り組み】 

⚫ 朝礼時はラジオ体操を行い、昼食休憩時間は散歩やスポーツな

どで体を動かす取組みを進めている。 
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⚫ また、ソフトボールやマラソンの同好会を設け、社員の運動機

会の増進を進めている。マラソンはもともと多くの社員が実施

していたことから 2005 年からナガオランナーズとして組織化

し取り組むことで、部署を超えたコミュニケーションを促進し

ている。大会参加費の全額負担や、ユニフォーム作成費の負担

を実施しており、参加人数は 26 人にのぼる。ソフトボール活動

では、地域の大会に出場している。2 年に 1 回は家族ソフトボ

ール大会も実施しており、その際には子どもと一緒に参加でき

るイベント等を企画開催している。 

⚫ 全国健康保険協会岡山支部が提供している「健活企業（経営者

が従業員の健康づくり活動を行う企業）」参加企業のアンケー

ト結果では、「汗をかく運動を週 2 日以上実施」していると回

答した率が他社平均(19%)より大幅に高く、過去 3 年で 42%→

49%→57%と年々増加傾向にある。 

【⑪食生活の改善に向けた取り組み】※その他複数項目にまたがる

健康全般に関する取り組み 

⚫ システム上での問診や測定データ（血圧・体重等）を基に 10分

程度で分析される結果と個別アドバイスにより、将来の健康状

態の予想が自動出力されるセルフチェックシステムを導入して

いる。例えば肥満傾向の人には食生活のアドバイス等が出され、

生活習慣病予防への意識が変わってきた。 

⚫ 社員の健康年齢寿命を更に高めたいという社長の思いで、2018

年から導入。当初は希望制で始めたが、社内への口コミで広が

り、現在 9割以上の方が 2ヶ月に 1度活用をしている。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ 事例紹介等で取り上げられることが増えた。 

⚫ 一人ひとりに合わせた働き方を検討していることもあり、離職

率は 10 年間で 0.5%（寿退社、介護の都合等）と低い水準で推

移している。 

⚫ 採用志望として、ワークライフバランスを挙げる方も多く、当

社の理念・働き方に関する姿勢に合致して応募してくれている

のを感じます。従業員も増え、企業として成長できているのは、

健康経営のおかげだと感じている。 

⚫ 日々の業務の中での部下への声かけ、社長や工場長による年 2

回の社員面談を通して、社内への健康経営の考え方を浸透させ

るとともに、社員の心身における悩みや改善提案などを踏まえ

て、よりよい会社になるよう取り組んでいる。 
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図表 6-21 ネッツトヨタ山陽株式会社 

調査日時 2019 年 10月 1日 

会社

概要 

企業名 ネッツトヨタ山陽株式会社 

所在地 岡山県岡山市 

従業員数 220 名 

事業内容 小売業（新車・各種中古車販売、中古車の買取り、自動車の車検及び

点検整備、板金 等） 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ 風通しのよい「働きやすい職場づくり」・自ら成長できる「人財

づくり」に取り組む中で、従業員満足度を高めるために、トップ 

主導で何をすべきか常に検討してきた。 

⚫ 給料が良い・休みがとりやすいことも重要であるが、それ以前

に従業員の健康こそが重要だと考え、健康経営に取り組み始め、

社内でも強く発信している。 

健康経営推進体制 ⚫ 店舗のマネジメントは店長が実施している。 

⚫ 本部からも情報提供を積極的に行っている。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ 経済産業省のホームページを見て制度があることを知った。保

険会社からの積極的な情報提供や、説明会への参加など情報を

収集してきた。 

特徴的な取り組み 【⑩食生活の改善に向けた取り組み】 

⚫ 本社の敷地内にある社員食堂をみんなが笑顔でゆっくり食事で

きるようにリニューアルを行った。カロリー別のおかずをチョ

イスできるヘルシー仕出し弁当を提供したりもしている。 

社食のスペースでは、血圧測定ができるようになっていたりす

るなど健康を意識しやすいスペースづくりを心掛けている。 

【⑪運動機会の増進に向けた取り組み】 

⚫ 社員に電子万歩計を携行してもらい、歩いた歩数を集計し、個

人別・部署別実績を毎月、ニュース形式で公表している。時々、

ウォーキングコンテストも実施し、楽しみながら継続して運動

する環境づくりに取り組んでいる。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ 岡山市「桃太郎のまち健康推進応援団」への登録や岡山県「おか

やま健康づくりアワード」での入賞の他に、取組みを地元新聞

で取り上げてもらったり、ディーラー業界誌に掲載される等、

社外へアピールする機会を多くいただいている。 

⚫ 県内企業や他ディーラーから「どんなことやっているの？」と

問い合わせを受けることもある。 

⚫ 直接的な効果としては、採用面で良い影響があったと感じる。

働きやすい環境づくり・健康づくりについて、面接時に話に挙
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がることも多い。 

⚫ 従業員の健康づくりのために導入した高性能な体組成計を、お

客様も使っていただけるように店舗内に「健康コーナー」 を

作り、マッサージ機も併せて設置しています。お客様からは大

変好評で、来店される度に測定される方もいらっしゃる。店舗

スタッフは、健康をテーマにお客様といいコミュニケーション

が取れている。 

 

図表 6-22 株式会社弘 

調査日時 2019 年 9月 30 日 

会社

概要 

企業名 株式会社弘 

所在地 京都府京都市 

従業員数 60 名 

事業内容 飲食サービス業 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ 飲食業という業態上、深夜帯の勤務は避けられず、また、生活リ

ズムがが崩れやすいことだけでなく、誘惑も多い環境で社員が

不健康になりやすいこと課題として感じていた。 

⚫ 社員一人ひとりがしっかりと自覚をもって公私ともに計画的な

賢い生き方を選択してほしいと考え、その根底として健康につ

いても教育が必要と思い取り組みを進めた。 

健康経営推進体制 ⚫ 社長を中心に店舗ごとの担当者が情報共有・意識浸透を手掛け

ている。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ 知人と話をした際に、健康経営という概念を教えてもらった。

当社の理念でもある「社員の生活の価値を向上したい」という

点にもマッチしており、飲食店での認定数が少ないと聞き、申

請してみようと思い挑戦した。 

特徴的な取り組み 【⑪運動機会の増進に向けた取り組み】 

⚫ 創業から 10 年目の節目に、記念事業を何かやろうと考え始め、

運動会を実施。年に 1度、過去 12回「弘リンピック」実施して

いる。アルバイトも含めて社員全員で楽しむことを目的に実施

している。全社員が集まる機会は少ないためコミュニケーショ

ンの促進にもつながっていると感じる。 

【②受診勧奨の取り組み】 

⚫ 歯科検診の費用補助やがん早期発見セミナーを実施している。

歯が痛くても「ついつい」歯医者に行きそびれている社員が多

いという話があり、歯科検診オプションの費用補助を始めた。 

⚫ 気にはなっていたけれど歯医者に行っていなかった社員から
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は、好評を得ている。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ 禁煙や健康について口うるさく言い始めた当初は、社員から「じ

ゃまくさい」という反応がほとんどだったが、最近は自分のた

めに必要なのだなという受け止め方をする社員も増えてきたよ

うに感じる。 

⚫ また、出社時に自分の今日の状態を確認するためのスマートパ

ルスでのチェックを導入している。何かを診断しているわけで

はなく、「今日の自分の調子」を把握することで、自分なりに自

分の調子に向き合い、対処することの意識付けに役立っている

と感じている。具体的にはアプリと連動した計測デバイスを各

店舗・工場・本部に置き、出社すると計測するというルールで運

用している。 

 

図表 6-23 株式会社プラザ企画 

調査日時 2019 年 9月 12日 

会社

概要 

企業名 株式会社プラザ企画 

所在地 岩手県奥州市 

従業員数 172 名 

事業内容 宿泊業 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ 人口減少の中、労働力を確保するためには女性とシニアの活用

が必須であると感じている。以前から「寿退社ゼロ」や「シニア

の登用」等の取り組みを進めてきた。その一環として健康経営

にも取り組んでいる。くるみん、えるぼしを取得したことが、働

き方改革や健康経営を実践するにあたって良い足がかりになっ

た。 

⚫ 企業としての社会参画活動として、男女共同参画や子育て・介

護支援、地産地消なども推進している。 

⚫ コミュニティホテルとして成長する一方で、同時に結婚披露宴

等の依頼が殺到し、過重労働の問題が起きた。その結果として、

地域でも労働時間の長いホテルとして認識されるようになって

しまっていたため、この状況を打破する必要があった。 

健康経営推進体制 ⚫ 担当者がライフワーク同然で、CSR や健康経営に関して積極的

に推進できている。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ 2017 年にくるみんの認定を取得したことをきっかけに、出来る

だけ多くの認定を取得しようとしている。その流れのひとつと

して、健康経営優良法人認定へ申請を行った。 

⚫ 健康経営の認定を得ることにより、従業員の意識付けができる
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と考えた。また、社内で予算を取りやすくなるのではと考えた。 

特徴的な取り組み 【④健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設定】 

⚫ 担当者が自らエクセルシートで平成 10 年からこれまでの健康

診断実績をヒストリーでまとめている。同時に取組内容も記載

し、どの取り組みを実施した結果、有所見率等がどの程度変化

したかを把握している。有所見率や喫煙率だけではなく、健康

診断にかかった費用なども把握できるようになっている。 

【⑫女性の健康保持・増進に向けた取り組み】 

⚫ 日本全体として人口が減少し、働き手が不足していく中で、女

性が積極的に活躍できるような環境を整えることは重要である

と考えている。 

⚫ 各チームのリーダーに対し、「従業員の産休・育休取得・職場復

帰について」と題した資料を作成し配布し、妊娠前や休業中、復

職後などの各フェーズにおいて、リーダーが取るべき行動が明

記されているほか、妊娠した本人とも面談を行いサポートする

社風、規定を設けている。 

⚫ また、女性だけではなく男性の育児計画書も作成している。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ まだ効果ははっきり見えてきていないが、今後、さらに従業員

の意識付けができると良いと考えている。 

 

図表 6-24 丸善土木株式会社 

調査日時 2019 年 12月 6日 

会社

概要 

企業名 丸善土木株式会社 

所在地 長野県松本市 

従業員数 19 名 

事業内容 建設業 

健康経営に取り組

むきっかけ 

⚫ 毎年、保険者である土健保の担当者の方と、どのように健康診

断をグレードアップさせるか、人間ドッグの費用負担をどの程

度するかなど議論を重ねてきていた。その中で健康経営につい

ても情報提供があり、すでに取り組んでいる項目も多かったこ

とから、今の取り組みを基に、取り組みを拡大していけば申請

できそうだと考え、取り組むことにした。 

健康経営推進体制 ⚫ 新年度に年度の方針説明を実施している。その中で、経営計画

の一つとして健康経営に取り組むことを社長から発表し、健康

宣言を周知した。 

⚫ 土健保の健康支援室から自社の健診結果などの分析結果を提供

いただいたり、進め方や参考になる事例などを教えてもらいな
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がら進めている。 

健康経営優良法人

への申請動機 

⚫ 土健保からの情報提供に加え、社長自身も、2017 年に健康経営

優良法人認定の取得が、松本市の公共調達の加点対象になるこ

とを聞き、関心を持っていたことが申請への直接的な動機であ

る。さらに、市内の事業者で認定を取得しているところがない

と聞き、ますますやる気になり、2018 年に申請に向けてキック

オフしたという経緯。 

特徴的な取り組み 【⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み】 

⚫ 土健保の健康イベント「みんなで歩活（スマホアプリの歩数ラ

ンキングをグループごとに競うイベント）」に会社として参加

している。「今日は全然歩いてない！」「結構歩いた」など感想

を言い合いながら、楽しく参加した。若い子は若い子同士でグ

ループを作り参加していた。 

⚫ 何年か中断していた社員旅行を復活させた。従業員の70％くら

いが参加している。昨年は、南三陸の震災遺産を見に行き、今年

は京都方面に行った。 

【⑪運動機会の増進に向けた取り組み】 

⚫ 土健保の健康活動助成金で、運動不足解消のためにバランスボ

ールを購入し、社員全員に配布した。家に持ち帰れば家族全員

でも使えるため、職場だけでなく家族の健康にもつながるので

はないかと感じ、バランスボールの購入を行った。 

健康経営に取り組

む効果・メリット 

⚫ 松本市のホームページに健康経営優良法人認定取得企業として

掲載されており、企業のPR にもつながったと感じる。 

⚫ 社員同士の会話で、健康講話の話や、特定保健指導を受けた・受

けていないなどの話で盛り上がることが増えた。効果が出るの

はまだ先かなと感じているが、会社として健康経営に取り組ん

でいることをアピールすることで、健康が身近な話題となって

きていると感じる。 

 

 

6.2.4 まとめ 

今年度は全 10 法人についてヒアリングを実施した。法人によって取り組み経緯や課題、

現在注力していることは様々であり、個別ヒアリングにより、取り組みの工夫や思いの詳細

を生の声として収集することができた。自治体の取り組みをうまく活用した事例等もあり、

地域で実施した普及広報のための健康経営優良法人 2020 説明会と合わせて個別企業訪問で

きたことで、より深く取り組み内容や実態を把握できた。また、地域によっては、複数企業

で情報交換を行いながら健康経営を推進しているところも見られた。今後は、法人への個別
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ヒアリングだけでなく、自治体へのヒアリングや、複数企業でのグループヒアリング等も検

討していきたい。 

また収集した事例の一部については下記のような事例集にまとめ、少しでも多くの企業の

参考にしていただけるようにした。 

図表 6-25 事例集 
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6.3 健康経営を総合的にマネジメントする企業 

6.3.1 背景・目的 

健康経営の普及が急速に進んでおり、中小規模法人では、健康経営優良法人の申請数が 2019

認定時に 2,899であったところ、今年度の 2020認定では 6,095に、大規模法人部門では健康経営

度調査の回答数が 2019認定時に 1,800であったところ、2020認定では 2,328に増えている。そ

のような中で、健康経営に取り組むにあたって進め方が分からない、またすでに取り組んでいる

ものの、手当たり次第に取り組みを行ってしまっており、今後どのような方針で進めていけばよ

いか分からないといった法人も多く出てきている。 

今後、健康経営のさらなる普及や、上記のような悩める法人の健康経営の質向上を支援する

ため、健康経営サービス事業者の役割も重要となると考えられる。一方ｓで、健康経営サービス

事業者の支援の質が必ずしも高くないのが実情である。 

今年度は健康経営を総合的にマネジメントする企業（健康経営コンサルティングサービス事

業者）の質向上を目指すべきではないかという仮説のもの、そういった企業の実態を把握すると

ともに、質向上に向けた取り組みの方向性について、検討することとした。 

 

6.3.2 実施概要 

今年度は健康経営を総合的にマネジメントする事業者（健康経営コンサルティングサービス

事業者）について整理および、あるべき姿の検討と、実態に即した検討を行うためのヒアリング

および意見交換を実施した。具体的な取り組み概要は下記（１）～（４）の通りである。 

 

（１）健康経営をマネジメントする事業者の整理 

健康経営を総合的にマネジメントする企業（健康経営コンサルティングサービス事業者）に

ついてどのような事業者が存在するのかデスク調査を行い、整理を行った。 

 

（２）健康経営をマネジメントする事業者のあるべき姿の検討 

（１）での事業者の整理を基に、経済産業省との協議を踏まえ、健康経営をマネジメントす

る事業者におけるあるべき姿の仮説を作成し、品質基準の案の作成を行った。 

 

（３）ヒアリングの実施 

ヒアリングの実施概要は下記の通りである。 

期間：2019年 11月～2020年 2月 

対象企業：健康経営をマネジメントする事業者９社 

ヒアリング内容：健康経営に関する自社のサービス概要、健康経営をマネジメントする主体の

質向上に関するご意見（弊社作成の品質基準案に対する意見等） 

 

 

（４）意見交換会の実施 



63 

 

開催日時：2020年 2月 26日 10:00-12:00 

対象企業：ヒアリング実施企業を中心に 12社 

ヒアリング内容：経産省説明、ヒアリング結果の報告、意見交換（健康経営をマネジメントす

る事業者のサービスの品質向上を目指すという方向性に対する意見、今後の取り組みの方向性

に対する意見等） 

 

6.3.3 実施結果 

（１）健康経営をマネジメントする事業者の定義とあるべき姿の案について 

健康経営実践企業へのサービスを展開している事業者は、下記のように類型化される。各社

は自社の本業を生かしながら健康経営サービスを実施している。 

 

図表 6-26 健康経営実践企業へのサービス展開事業者類型 

 
出所：日本総研作成 

 

健康経営をマネジメントする事業者の業務については、健康経営を実践する企業の実施フロ

ーに沿って下記の通り分類される。 

 健康経営における課題把握 

 健康経営の施策検討 

 健康経営の実行支援 

 健康経営施策の効果分析・評価 

 健康経営優良法人認定等の申請支援（申請書の作成支援） 
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（２）あるべき姿の検討 

健康経営をマネジメントする事業者のバックグランドは前述の通り様々であるものの、健康

経営に取り組む法人の本質的な健康経営支援を行うにあたり、求めたいことを下記の通り整理し

た。 

図表 6-28 健康経営をマネジメントする事業者に求める要素（案） 

 

 

出所：日本総研作成 

 

上記に基づき、質の高い健康経営コンサルティングの提供を図るための標準的なプロセスを

定義し、そこで求められる要求事項等について文書化することで、より具体的な「健康経営支援

コンサルティング提供に対する基準規格（案）」を作成した。目次は下記の通りである。 

理念

必要な
知識・
スキル

• 企業・社長の想いに真摯に寄り添い、その想いを実現を最大限にサポートしようとする姿勢

• 健康経営を通して従業員自身が健康に生き生き働くことができる環境づくりを行い、従業員を
最大限に生かして、企業の課題を解決し、中長期的に成長できる企業を、共に目指す姿勢

〔コンサルティングの知識・スキル〕

• 企業の状況・抱える課題を客観的に正しく
判断できること

• 企業の目指すべき姿に向けた課題を整理で
きること

• 具体的に何をすべきか、取組内容を提案で
きること

• 具体的な計画作成ができること
• 継続的な取組を視野に入れて、社内調整・
体制づくりを実践できること

〔健康・経営に関する知識・
スキル〕

• 健康経営の理念・概念の理解（基本概
念・社会的背景・実施メリット）

• 企業経営、関連法規制、保健事業に関す
る知識

• 健康経営に関する実践例の知識

対象企業が、
• 企業の（健康経営におけ
る）課題を客観的に把握し、

• 中長期的な成長をめざし、
• 健康経営に取り組む前向きな
姿勢をもって、

• 社内体制を整備し、
• 従業員を巻き込みながら
• 効果的な健康経営を継続的
に実践できること

をサポートする。
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図表 6-29 健康経営支援コンサルティング提供に対する標準規格（案）の目次構成 

 

 

また、合わせて、健康経営をマネジメントする事業者として重要なポイントを８か条に整理

して示した。 

図表 6-30 健康経営をマネジメントする主体のあるべき姿（案）  

 
※健康経営において、企業・団体等が健康経営を実践するうえで、健康経営に対する知識、実践ノウハ

ウ等を有し、企業・団体等の健康経営実践に向けた課題等を把握した上で、健康経営施策の企画・立案

から、体制整備、施策実施、評価・改善の各プロセスにおいて、適切な支援を実施する事業者。 

出所：第 22回健康投資 WG事務局説明資料③より 

１．序文
1.1 適用範囲
1.2 本標準規格の目的
２．標準規格の概要及び用語の定義
2.1 健康経営
2.2 健康経営コンサルティング
2.3 健康経営コンサルティング事業者
2.4 健康経営実践企業等
３．健康経営コンサルティングプロセス
3.1 健康経営理念の策定支援
3.2 課題の把握
3.2.1 健康関連情報の集約
3.2.2 健康関連情報の分析による課題の把握
3.2.3 分析結果及び課題に関する情報提供
3.3 施策の企画・立案
3.3.1 全体方針の策定支援
3.3.2 施策推進のための体制整備
3.3.3 個別施策の検討
3.3.4 個別施策別のKPIの設定
3.4 施策実行支援
3.4.1 進捗把握・管理
3.4.2 施策の効果的な推進のための支援
3.4.3 結果のとりまとめ・共有
3.5 評価・改善
3.5.1 個別施策の評価・改善手法の検討
3.5.2 全体方針に基づいた評価・改善手法の検討
４．健康経営コンサルティングプロセス宣言

Appendix A. 健康経営コンサルティング提供における要求事項
A.1 適用範囲
A.2 基本原則
図表A.1 利用者・コンサルティング内容に応じた区分
A.3 健康経営コンサルティング事業者要件
図表A.2 健康経営コンサルティング事業者要件
A.4 人的要件
図表2 健康経営コンサルティング提供の人的要件
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（２）ヒアリングや意見交換会での意見 

 １）ヒアリングおよび意見交換会の対象企業 

実際に健康経営をマネジメントする事業者へのヒアリングや意見交換会を通して、品質にお

ける課題の共有や今後の方向性に関する検討を行った。 

ヒアリング対象先としては、（１）で整理した事業者類型や業務内容が分散するように抽出し

た。意見交換会ではヒアリンを行った企業を中心に関心の高い企業へ声をかけて実施した。 

 

 ２）ヒアリングおよび意見交換会での意見 

ヒアリングや意見交換会で出た意見は下記の通りである。 

＜健康経営における質について＞ 

• 健康経営実践企業においては、自社の経営課題を踏まえた上で、ゴールを設定し、継

続的に健康経営に取り組むことが望ましく、例えば、認定取得を最終ゴールとしたそ

の場限りの取り組みは望ましくない。 

• 一方で、認定取得を目的とすること自体が必ずしも良くないわけではない。

実際に、認定取得することで、採用活動でのインセンティブを取得したい、

従業員の意識醸成を促進させたいなどの理由があるケースもあり、そのよう

な使い方は企業の経営課題に直結するものであり、間違った方向と言えない。 

• また、健康経営に取り組もうとするものの、取り組み方が分からず、ただ、

たくさんお金をかければ良いという発想の担当者も中にはいる。企業の状況

等を踏まえ、適切な健康投資を行っていくことが望まれる。 

• 他方、健康経営をマネジメントする事業者についても、実践企業が継続的に取り組み

経営課題を解決できるようサポートを行うことが望ましく、例えば、認定取得のみを

目的としたその場限りのアドバイスや、申請書における虚偽申請を助長するような

ことは質が低いサービスである。 

• 一方で、認定取得を目指すことをきっかけにして、健康経営に取り組み、そ

の後、会社にあった方法で健康経営を実践できるように促すことも一つの方

法である。 

 

＜健康経営の普及や質向上を促進していくにあたっての課題＞ 

• 健康経営をサポートする側（健康経営をマネジメントする事業者）のサービスの質向

上は重要である。実際、認定を取りたいと考えている事業者のニーズに合わせて、認

定取得のみを目的としたその場限りのアドバイスや、申請書における虚偽申請を助

長するようなサポートを行っている事業者が存在する。規制産業ではないため、品質

の低いサービス提供事業者を排除することは難しいが、育成し、質を高めていくこと

はできるのではないか。 

• 一方で、健康経営をマネジメントする事業者は発注者のニーズに合わせてサービス

提供するため、健康経営を実践する側（経営者および担当者）のリテラシー向上も重

要である。健康経営を実践しようと思っていてもどのように取り組むべきか分から
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ず、「認定を取得したらよい」と誤ったゴール設定をしてしまう企業が多く存在。 

 

＜健康経営をマネジメントする事業者のサービスの品質向上に向けた今後の取組＞ 

• 健康経営度調査を用いて実践企業の意識向上を図ると良いのではないか。 

• 健康経営を実践する企業にとっては、健康経営度調査票がある種のガイドラ

インになっているため、発注する側（健康経営を推進する側）の意識を変え

るためには健康経営度調査を工夫すると良いのではないか。実際、2020 認定

で追加されたPDCA を問う設問によって、企業の意識が変わったという声も

あった。 

• 一方で、調査票が難しくなるほど、書き方指南を行う事業者も増えてしまう

のではないか。 

• また、中小企業向けにどのように対応すべきかは、検討が必要である。 

• 健康経営をマネジメントする事業者に対するガイドライン作成により、サービスの

品質向上を図ると良いのではないか。 

• 健康経営をマネジメントする事業者に対して、一定の質を求めるガイドライ

ンが必要ではないか。 

• ただ、まだ健康経営マネジメントの市場がそれほど大きいわけではないので

市場拡大を抑制しすぎないためにも、ガイドラインの内容は最低限にすべき

ではないだろうか。 

• 標準規格の作成については賛成であるが、有償・無償サービスではサービス

の位置づけが異なるため、求める基準を分けるべきではないか、人的要件を

定めるのは厳しいのではないか 

• 健康経営をマネジメントする事業者の業界団体立ち上げにより、サービスの品質向

上を図ると良いのではないか。 

• 業界団体の立ち上げについては、自社固有のノウハウをさらけ出すことに不

安を覚える事業者がいるのも事実であるが、最低限の「競争のルール」につ

いては議論しておくべきではないだろうか。 

• 健康経営をマネジメントする事業者同士の連携により、サービスの品質向上を図る

べきではないか。 

• 健康経営をマネジメントする事業者の中には様々なタイプがいる。健康経営

の取り組みは多岐にわたり、一社一社のニーズも多様であるため、その複雑

なニーズをつかみ、実現していくためには、複数事業者が連携していく必要

があるのではないだろうか。 

• 「健康」に知見が深い人もいれば、「経営」に知見が深い人もいる。（たとえ

ば、健康経営コンサルは経営的な視点でアドバイスができるが、施策や具体

的な運用を提案するのは得意ではない場合もある） 

• プロセスコンサルもいればコンテンツコンサルもいる。 

• エキスパートアドバイザーが、担当者に対して、複数事業者をフラットに比
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較し、推薦できると良いのかもしれない。 

• 健康経営をマネジメントする事業者のサービスの一覧化により、実践企業も選択し

やすくなり、またサービス事業者も連携がしやすくなるのではないか。 

• 健康経営サービスの市場マップがない・公開されていないことによって、実

践企業は何を選んでいいのか、どこにどのような事業者があって、どのよう

な効果があるのか、分からない状況になっている。それらを一覧化する必要

があるのではないか。 

• また、連携を図りたいサービス事業者にとってもサービス一覧は重要である。

個人でサービス提供を行っている事業者（たとえば中小企業診断士などを含

む）は、人材リソースとサービスメニューの拡充が課題になっている。他事

業者との連携を図るためにも、サービス事業者の一覧化があると良い。 

• 実践企業の課題と、サービス提供事業者が提供できる効果を明確することが重要で

はないか。 

• 実践企業側の課題と、解決できる課題を明確化できるとマッチングの確度が

上がる。実践企業側の課題を可視化するソリューションを拡充させるととも

に、サービス提供側がなにを解決できるのかを明確にすることが必要である。

その上で、どの事業者に依頼したら、どの程度課題が解決されたかが分かる

よう、効果検証のインフラが整備されていくといいのではないか。 

• 実践企業側の課題を可視化するソリューションはまだ市場として成熟してい

ない。ストレスチェックのような 1 年に何回かしかないアンケートでは不十

分である。 

• また、効果については、経営にどの程度インパクトを与えたかを明確化する

ことが重要ではないか。 

• 今後、調査票の中でもどの事業者にいくら投資してどれくらい効果が出たの

かを分析することも必要ではないか。 

• 健康経営市場のマーケットサイズを知りたい 

• 健康経営の BtoB のマーケットがどれくらい増えているのかをまとめている

ところがない。どこにどの程度のニーズがあるのか把握する上でもまとめて

もらえるとありがたい。 

 

6.3.4 まとめ 

健康経営が普及する中、健康経営をマネジメントする商品・サービスのうち、近年健康

経営をマネジメントする主体の参入企業が拡大している。そのような中で有象無象のサービ

スが出てきており、企業の本質的な支援が出来ていないケースが懸念された。実際、ヒアリ

ングや意見交換を通し、事実、健康経営の実践企業における認定取得へのニーズに応え、認

定取得を最終目的としたその場限りのアドバイスを実施しているケースもあることが分かっ

た。今後適切な競争環境を作った上で市場拡大していくためにも、健康経営をマネジメント

する事業者の品質を一定程度担保できるような仕組みを検討すべきであるという方向性につ
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いては、意見が一致した。 

特に、健康経営をマネジメントする事業者のあるべき姿を記載したガイドラインの作成

や、事業者が相互にサービスの質を高め合ったり、連携を促進させるような業界団体の立ち

上げの動きに向けた検討が期待される。一方で、コンサルティングサービスといっても、有

償のもの、無償もので、求める質のレベルは異なるのではないか、実際に標準規格に沿って

いることを証明するエビデンスの提出を求めるといった運用が行われる場合はハードルが高

く、逆にサービスの拡大を抑制してしまうのではないか、といった懸念点が上げられており、

品質向上は、現場の声も聞きながら進めていくべきと考える。 

また、同時に、健康経営の実践事業者の経営者や担当者の意識の引き上げを行うことも

重要であるとの示唆を得た。 

今後は健康経営をマネジメントする事業者の質向上に加え、サービスの見える化、質の

見える化、および健康経営を実践する側の課題の見える化を行うことで、サービス事業者間

の連携や健康経営の実践企業との適切なマッチングの促進に加え、健康経営の実践企業が自

ら適切なサービスを選択できる環境を築くことが望ましいのではないか。 
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 健康経営が資本市場で評価される仕組みについての調査 

7.1 機関投資家の投資判断における健康経営の考え方調査 

7.1.1  実施の背景・目的 

健康経営に取り組む企業数が年々増加しているのに対し、資本市場における健康経営の着目度

は高いとは言い難い。近年、資本市場においては企業の持続的な成長を評価する傾向が強まって

おり、それに伴って SDGs や ESG に関する取組みといった非財務情報を重視する投資が拡大して

きている。このような状況から健康経営を企業の持続的な成長に資する取組みとして位置付け、

適切な情報開示を行う事によって、非財務情報の一つとして健康経営が資本市場で評価される可

能性は十分にあると考えられる。 

しかし、昨年度調査の結果によると健康経営に先進的に取り組んでいる企業であっても健康経

営に関する情報について、投資家が満足するような開示を行なえている企業は少なく、当該企業

の健康経営担当者/IR 担当者からも具体的にどういった情報を投資家が求めているのかを知りた

いという声が多数上がっていた。 

 

図 7-1 企業の健康経営に関する情報開示内容及び開示媒体の現状 

 

引用：経済産業省「平成 30年度健康寿命延伸産業創出推進事業」成果報告書 

 

そこで本調査では具体的にどういった情報をどういった形で開示をすることによって健康経営

が資本市場で評価されることになるのかについて、機関投資家に対しヒアリングを実施し、調査

を行った。 

 

7.1.2  実施事項 

投資家が企業に対して求めている情報を把握すべく、複数名の機関投資家に対してヒアリング

を実施した。また、ヒアリングにあたっては投資家が求めている情報に加え、今後、資本市場に

おいて健康経営が評価されるために必要となる環境整備の在り方についても伺った。 
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図 7-3 機関投資家が活用出来る健康経営関連データの整備の必要性と今後 

 

 

② GPIFによる健康経営実施企業への投資を促す 

健康経営を行っている企業に対する機関投資家からの投資を増やすためには、健康経営に関連

する指数を GPIF に採用させることが効果的とされる。その理由としては以下の 2 点が挙げられ

る。 

・ GPIFの運用資産額の大きさ 

各金融機関が運用している投資信託では 10 億円から 20 億円ほどしか資金は集まらない。そ

のため、健康経営に関連するような投資信託を各金融機関に作成させたところでそこまで大

きな効果はない。しかし、FTSE Blossom Japan Indexの運用資産額は 6,428億円、MSCI ESG

セレクト・リーダーズ指数の運用資産額は 8,043億円、というように GPIFの ESG投資額はか

なり大きく、他の機関投資家の投資行動にも大きな影響を与える。 

・ 海外の機関投資家への影響力 

GPIFは海外の年金基金ともミーティングを行っており、GPIFが健康経営に関する投資を始め

れば、海外への普及にも好影響があると期待できる。 
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図 7-4  GPIFによる ESG投資の運用資産額 

 

 

引用：GPIF  ESG活動報告 2018 

 

GPIF による健康経営に関連する投資を促すためには、GPIF に働きかけ、GPIF から格付け機関

に対して健康経営関連の指数を作成させることが必要である。 

GPIF が健康経営指数を採用することによって、「健康経営には関連するデータがあり、それを

基にした指数も存在する」（つまり投資対象になる）という、他の投資家へのメッセージになると

考えられる。また、投資家が分析できるデータを揃え、かつ健康経営関連の指数が出来ることに

より、投資家と企業とのエンゲージメントにも利用可能になる。 

以前は、健康経営に関連するデータが蓄積されておらず、指数の作成を行うことは不可能であ

ったが、健康経営銘柄の選定・健康経営優良法人認定制度が継続的に行われていることにより、

企業の健康経営に関連するデータは蓄積されてきており、指数の作成も可能になってきている。 

また、健康経営に関連する指数に投資を行うことは GPIF にとっても意義のあるものであると

考えられる。その理由としては以下の 2点が挙げられる。 

・ 健康経営への投資は GPIF の ESG 投資の S の部分をさらに充実させるものであると考えられ

る。 

・ これまで GPIFは海外で作成された ESG基準を採用してきた。しかし、健康経営は世界に先駆

けて日本で普及している取り組みであり、健康経営に関する指数を作成することは海外に先

行した指数を作成することになり、GPIFにとっても意義があるものではないかと考えられる。 

 

③ 健康経営実施企業の格付けを行う組織を設立する 

ESG に関連する指数においては、指数に組み込む構成銘柄を選定する際に、各種機関が出して
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いる企業の ESG格付けが選定基準として用いられることがある。そのため、健康経営を海外の機

関投資家へ普及させる際には、健康経営に関連する企業の取組みに対して格付けを行うような組

織が必要である。しかし、日本には格付けを行うような団体が存在していないため、海外の組織

に依頼するか、新しく組織を設立する必要がある。 

 健康経営の企業格付けのために、組織を設立するのはかなり骨の折れる施策である。しかし、

本格的に海外の機関投資家への普及を目指すのであれば、格付けを行う組織の設立も必要である

と考えられる。 

 

④ 投資家の健康経営に関するリテラシーを高める 

健康経営の取組みを評価し、それを基に投資を行う投資家の多くはエンゲージメントを積極的

に求めるアクティブな投資家であると想定されるが、いくら企業が健康経営に関する情報の開示

を行ったとしても投資家側に健康経営に関するリテラシーが無ければエンゲージメントは行われ

ない。 

そのため、アクティブ投資家から健康経営が評価されるためには、投資家を対象とした健康経

営に関する説明会を開いたり、投資家向けの情報媒体を活用して健康経営を説明したりといった

取組みが必要であると考えられる。健康経営が株価に織り込まれている時代が来ようとしている、

健康経営に関する情報が重要な投資の判断材料になってきているということを投資家に理解して

もらう必要がある。 

 

（２）機関投資家の求める企業からの情報開示について 

ESG 投資全体においても、企業の格付けを行う際などには、企業からの開示情報が主として活

用されており、健康経営を機関投資家の投資判断に組み込ませるためには、企業による健康経営

に関連する適切な情報開示が不可欠である。企業からの適切な情報開示の要件として、開示すべ

き内容、開示すべき媒体についてそれぞれ以下のように整理される。 

① 開示すべき内容 

 開示内容として、まず定性的に健康経営に全社で戦略的に取り組んでいることが明確に分かる

ように開示することが重要である。具体的には、「健康と安全に関する理念・方針」、「健康経営実

施の目的」、「具体的な健康経営戦略と重視している項目」、「継続的な改善へのコミットメント」、

「取締役会による監視ならびに健康・安全委員会の設置」などについて開示するべきである。海

外の機関投資家も含め、投資家は特に経営層、取締役会によるコミットメントを重要視する傾向

にある。 

 一方で、「健康経営によって売上が上がった」など健康経営の取組みと財務情報との関係性まで

の開示は各企業に必ずしも求めているわけではない。財務情報に限らず、今の時点で投資家が健

康経営に関して具体的に開示して欲しい数値があるわけではないので、企業は自社の健康経営の

取組みにおいて重要と考える指標を自ら設定し、開示を行うことによって投資家と議論をしつつ、

開示すべき情報について確からしいものを選んでいくしかないと思われる。 
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② 開示すべき媒体 

 健康経営に関連する情報を開示する場所としては、健康経営以外の ESGに関する取り組みなど

も記載しているアニュアルレポートや統合報告書が良いと考えられる。 

最終目標としては投資家が重要視している有価証券報告書などへの記載を目指せれば良いが、

そのためには監査法人との連携や企業間での項目の摺合せなどが必要になり、かなり企業にとっ

て負担が大きいものとなる。そのため、最初は企業 HP、アニュアルレポート、統合報告書や投資

家向け説明資料など企業の自由度が認められている媒体で開示していくことを目標にすべきであ

る。 

 

上記のように、健康経営に関する企業からの情報開示においては投資家としても着目すべき項

目が十分に定まっていないため、企業としては投資家がよく見る媒体に各企業が重要と考える事

項について記載をし、投資家との会話の中で開示すべき情報を擦り合わせていくことが望ましい。 

 

7.2 資本市場における健康経営普及策の検討及び健康投資の見える化の検討 

7.2.1  実施の背景・目的 

投資家ヒアリングの結果、健康経営の取組みが資本市場で評価をされるためには企業が健康経

営に関する情報を開示し、投資家と対話をしていくことがポイントの一つとされた。また、具体

的な開示内容については企業が健康経営をどのような考えで行っているのか、何を重要視してい

るのか、どうやって進めているのか、といった理念や体制に関する情報の開示が求められている

一方、細かな指標等については企業の自主性に任せ、投資家と擦り合わせていくのが良いとされ

た。 

しかし、情報開示を企業の自主性に任せると、結局何を開示して良いか分からずに何も開示し

ない、そのため投資家との会話も生まれない、といったこれまでと変わりのない悪循環が十分に

想定される。そのため、例えば“こういった整理の仕方で、こういった情報を開示すると良いの

ではないか”といった開示方法に関するガイドラインを国として企業に対して示すことは非常に

意味のある取組みであると考えられる。 

一方で企業側の現状を見ると、投資家が健康経営に関して最も関心を示すであろうと考えられ

る、健康経営実施による生産性の向上や従業員のエンゲージメントの向上といった企業の経営状

態の改善や成長に関する指標について開示を行なえている企業は銘柄企業であっても僅かであり、

多くの企業はそういった数値の把握すら出来ていない状況であると推測される。 

このような状況において、具体的な指標をもって企業に対して情報開示を求めることは時期尚

早であると判断される。ただし、企業として上記指標を把握することは健康経営をより効率的・

効果的に行うためにも必要であると考えられることから、本事業においては、そもそも企業が健

康経営の PDCAを回し、投資対効果を評価・分析するために必要となる情報の見える化についての

ガイドライン策定を行うこととし、企業が情報開示を行うにあたっての土台作りを行うこととし

た。 
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図 7-5 企業の健康経営実施の実績に関する情報開示の現状 

引用：経済産業省「平成 30年度健康寿命延伸産業創出推進事業」成果報告書 

 

7.2.2  実施事項  

（１）企業の健康投資状況の把握 

 現状、健康経営を実施している企業がどの程度の健康投資を行っているか、どのくらいの企業

が自社の健康投資状況について把握をしているかについて確認をすべく、健康経営度調査の中で

アンケートを実施した。 
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図 7-6 健康投資に関するアンケート項目 

 

Q62.健康経営の各取り組みについて、以下をお答えください。
◆現在経済産業省では、企業の「健康投資の見える化の浸透」を目的として、健康投資管理会計のガイドライン策定を

検討しています。健康投資を「時間投資（人件費など）」「空間投資（設備投資など）」「外注（外注費や経費など）」の

3区分に分けて健康投資の状況を把握し、効果検証を行うことを想定しています。

(a)健康経営の各取り組みについて、実施の有無および仕方をご回答ください。
各取り組みについて、「2.企業より外部委託事業者を活用」と回答した場合は、
2018年度の外注費・経費額（設備投資・人件費を除く）と外部委託事業者名を記載ください。
◆詳細な内訳の金額が不明の場合は小計のみのご回答でも構いません。

1.企業内にて実施
1.取り組んでいる 2.企業より外部委託事業者を活用
2.取り組んでいないが、今後取り組みたい 3.保険者にて実施
3.現時点で導入予定はない 4.保険者より外部委託事業者を活用

1の
場合

2の
場合

⇒ 1 2 3 4 ⇒
１．健康経営の体制整備や制度整備

⇒ ⇒
⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

１．健康経営の体制整備や制度整備に係る投資額合計
２．健康リテラシーの向上に係る取り組み

⇒ ⇒
⇒ ⇒
⇒ ⇒

⇒ ⇒

２．健康リテラシーの向上に係る取り組みに係る投資額合計
３．心身の健康のための取り組み
＜ポピュレーションアプローチ＞

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

＜ハイリスクアプローチ＞
⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

⇒ ⇒

３．心身の健康のための取り組みに係る投資額合計

総合計金額 円

従業員一人当たり（計算値）

d.法定健診以外の各種検診または人間ドッ
ク実施委託
e.ストレスチェック実施に係る経費
f.健康経営戦略や計画立案のための外部コ
ンサルタントによる支援に係る経費
g.産業医への委託費

（※社内雇用している場合は社内人件費

j.社内セミナー・研修に係る経費

l.健康情報の発信等にかかる経費

n.運動習慣定着に関する施策の運営経費
（社内ジム等の運営経費など）

実施
有無

選択肢

a.健康管理システム等の導入・刷新
b.健康相談窓口の設置
c.法定の定期検診実施・支援（健診手配ま
たは精算事務代行など）

実施
有無

実施の仕方
（いくつで

実施
方法

選択肢

外注・
経費額
(千円)

外部委託事業者名

k.社外セミナー・研修に係る経費

h.健康経営課題の把握のための調査・分析
に係る経費

i.その他

w.その他

s.その他

v.復職プログラム導入・運営等に係る経費

t.保健指導の実施に係る経費
u.ストレスチェック以外のメンタルヘルス
不調者への対応にかかる経費

q.健康イベント等に係る経費
（社内実施や社外参加など）

m.その他

r.従業員本人に対する補助
（スポーツクラブへの補助など）

o.食生活改善に関する施策の運営経費
（社員食堂等の運営経費など）

p.その他の施策の運営経費
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7.2.3  実施成果 

（１）企業の健康投資状況の把握 

 7.2.2（１）にて記載したアンケート項目の回答結果を基に、企業における健康投資状況及び見

える化の状況の実態把握を行った。 

図 7-11 アンケートを基に集計を行った施策 

 

※  アンケート項目のうち、項目 i、項目 m、項目 s、項目 wはそれぞれ「健康経営の体制整

備や制度整備」「健康リテラシーの向上に係る取り組み」「ポピュレーションアプローチ」

「ハイリスクアプローチ」の施策について、上記の項目に当てはまらない施策を自由に記

述していただく項目になっているためここでは除外している。 

引用：健康経営銘柄 2020 選定企業紹介レポート 

 

アンケート項目になっている健康経営の施策の中では、「2. 健康リテラシーに係る取り組み」

の社内セミナーや社内報、「3. 心身の健康のための取り組み」の「健康イベントの開催」や「復

職プログラムの導入」など、まずは社内で出来る取り組みから行っている企業が多い。一方で 「1. 

健康経営の体制整備や制度整備に係る投資」では、 「健康管理システム等の導入・刷新」や「外

部コンサルタントによる支援」など外部を活用した施策の取り組み割合は低いものの、今後取り

組みたい施策として挙げている企業の割合は高い。 

 

  

１．健康経営の体制整備や制度整備
a.健康管理システム等の導入・刷新
b.健康相談窓口の設置
c.法定の定期検診実施・支援
（健診手配または精算事務代行など）

d.法定健診以外の各種検診または人間ドック実施委託

e.ストレスチェック実施に係る経費
f.健康経営戦略や計画立案のための外部コンサルタントによ
る支援に係る経費

g.産業医への委託費
（※社内雇用している場合は社内人件費へ）

h.健康経営課題の把握のための調査・分析に係る経費

３．心身の健康のための取り組み
＜ポピュレーションアプローチ＞

n.運動習慣定着に関する施策の運営経費
（社内ジム等の運営経費など）

o.食生活改善に関する施策の運営経費
（社員食堂等の運営経費など）

p.その他の施策の運営経費
q.健康イベント等に係る経費
（社内実施や社外参加など）

r.従業員本人に対する補助
（スポーツクラブへの補助など）

＜ハイリスクアプローチ ＞

t.保健指導の実施に係る経費

u.ストレスチェック以外のメンタルヘルス不調者への対応にかか
る経費

v.復職プログラム導入・運営等に係る経費

２．健康リテラシーの向上に係る取り組み
j.社内セミナー・研修に係る経費
k.社外セミナー・研修に係る経費
l.社内報・啓発チラシ等の作成経費
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 以上より、健康経営度調査回答企業においても空間投資や時間投資を集計し、社内で見える化

している企業の割合は 6割程度であることが分かった。これにより、空間投資・時間投資を含め

た健康投資を効果と紐付け、健康経営の PDCA を回している企業に関しては更に少ないことが想

定される。 

 

（２）健康投資管理会計ガイドラインの作成 

「健康投資の見える化」検討委員会における議論を取りまとめ、成果として健康投資管理会計

ガイドラインを作成した。 

図 7-18 健康投資管理会計ガイドライン 目次構成 

はじめに 

１. 健康投資管理会計とは 

２．健康投資管理会計の基本事項 

３．健康経営戦略について 

４．健康投資の考え方 

５．健康投資効果の考え方 

６．健康資源の考え方 

７．企業価値の考え方 

８．社会的価値の考え方 

９．健康投資管理会計の作成と活用 

１０．健康投資管理会計に関する情報の開示 

おわりに 

 

なお、本年度の検討においては第１章から第８章まで、企業が自社の健康経営の取組みを把握

し PDCAサイクルを回す機能（内部機能）としての健康投資管理会計の役割を踏まえた見える化に

関する検討、ガイドライン作成を行い、情報の外部へ開示する機能（外部機能）としての役割に

ついては、次年度の検討事項として持ち越しとなっている。 

 

 以下、第 8章までのガイドラインの内容について概要を記載する。 

１）健康投資管理会計ガイドラインの目的・必要性 

 健康投資は、各企業等が自主性、積極性および柔軟性を持って行うことが基本である。他方、

国が定める健康経営度調査の項目はあくまで標準的なものにすぎず、取組についても目的や効果

に沿った分析を行う手段が少ない等、取組の意志決定や評価へ活用する際には、一定のハードル

が存在する。 

このため、本ガイドラインはこれまでの取組を踏襲しつつ、企業等が従業員のために創意工夫

し、健康経営をより継続的かつ効率的・効果的に実施するために必要な内部管理手法を示すとと

もに、取組状況について企業等が外部と対話する際の共通の考え方フォーマットを提示するもの

である。 
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本ガイドラインで示す考え方はあくまで一定の枠組みであり、各企業等がその意義を理解した

上で、企業等の会計処理方法や健康経営手法等を踏まえて、柔軟に活用することができる。具体

的に示している取組等はあくまで例示であり、各社に応じた取組をサポートするために活用する

べきである。そのため、本ガイドラインを活用して企業等の経営者や人事・財務担当にとって適

切な健康経営の実施に貢献していくとともに、その取組状況をしっかりと外部へ説明に活用可能

とすることが重要である。 

 

２）健康投資管理会計の定義 

企業等が持続可能な発展を目指し、従業員の健康の保持・増進へ投資する活動を効率的かつ効

果的に推進していくことを目的に、活動を行う費用とその活動によって得られる効果を認識し、

可能な限り客観的に測定、伝達する仕組みを健康投資管理会計とする。 

健康投資は原則として、従業員に向けて健康の保持・増進に資する取組であり、かつ企業等の

持続的な成長基盤の構築に係る企業戦略に資する取組を指すものである。 

 

３）健康投資管理会計において基本となる重要事項 

健康投資管理会計を作成する企業等においては、対象となる会計処理の期間、集計範囲、算定

基準・内容を明確にし、継続的に比較可能な形で作成することが重要であるため、原則として毎

年度大幅に変更してはならない。 

ただし、効果指標の大幅な入れ替え等、健康投資管理会計に関する重大な変更の必要性が生じ

た場合、その変更に関する根拠と対応方針を明確にして説明することが必要である。また、必要

に応じて変更した手法に基づいて過去年の健康投資管理会計も算出しなおすことが求められる。 

 

４）健康投資管理会計の構成要素 

健康投資管理会計は、「健康投資」、「健康投資効果」、「健康資源」、「企業価値」、「社会的価値」

の５つの構成要素によって形成される。これらの要素は企業等の経営課題・目指すべき姿との結

びつきを示す「健康経営戦略」によって一元的に管理される。 

健康投資および健康投資効果は、単位期間あたりの取組の管理に活用される一方で、健康資源

や企業価値、社会的価値は中長期的な取組として管理される。 

これらの要素については、以下に図示される関係で表すことができる。 
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図 7-19  PDCAサイクルによる健康経営の取組を健康投資管理会計を用いて表した概念図 
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５）「健康経営戦略」について 

健康経営を実施するにあたり、経営課題や従業員の健康課題から健康の保持・増進に関する取

組へ落とし込み、課題から取組までの結びつきの意識を持ってストーリーとして経営者や従業員、

外部のステークホルダーに対して語れるようにし、かつ実際に理解してもらうことが非常に重要

である。健康投資管理会計を活用する上で、健康経営によって解決したい経営課題と健康課題、

それを実現するための健康投資、健康投資効果、健康資源の因果関係を整理することで、企業等

の内部での PDCAサイクルの管理や外部への情報開示を体系的に行うために策定する。 

健康経営戦略を作成するにあたっては、経営者の理解の下で企業等の経営上及び健康上の課題

を整理することが第一段階になる。特に経営上の課題においては、課題の中で健康経営によって

解決したい課題が何であるかをしっかりと整理する必要がある。こうした課題を十分に整理が終

了した後、健康投資を徐々に把握し、さらに健康投資効果や健康資源の整理を順に行っていくこ

とが望ましい。このように、戦略を作成する体制が十分に整っていない企業等の場合には、性急

に本ガイドラインに沿って一気に整理を進めるのではなく、把握・測定が容易な項目から着手し、

健康経営の取組自体や健康投資管理会計の進展や習熟に合わせて範囲を拡大してくことが望まし

い。 

 なお、企業価値や社会的価値については、健康経営を持続的に実施することで徐々に発現す

る波及効果と考えられることから、会計の実施段階から測定するのではなく十分に健康投資、健

康投資効果、健康資源の PDCAサイクルを回してから測定していくべきである。 

 

６）「健康投資」について 

 従業員の健康の保持・増進を目的として投下された取組によって生じる費用を健康投資として

計上する。なお、費用には、単に外部へ支出する費用だけでなく、働く環境や健康意識の向上に

向けた企業等の内部における様々な取組を含む。 

また、企業等の経営課題につながる健康上の課題を認識し、その課題の解決のために自主的、

積極的に取り組んでいる投資であれば、健康投資の範囲に含めてよい。このとき、健康課題の解

決だけを目的としない、複数の課題解決につながる施策が含まれる場合があるが、合理的な按分

を行う等、前掲の目的適合性や信頼性、明瞭性等を重視し、企業等が説明責任を果たせる形で分

類することが必要である。 

なお、企業等の健康投資の状況については、金額の多寡で判断すべきものではなく、コストの

性格、その企業等の業種・業態、過去の取組状況等を踏まえて判断することが重要である。健康

投資額の把握は内部管理を主な目的としたものであり、例えば社内で取組を行うことにより発生

する人件費とその取組を外部に注文した際の外注費を比較し、その取組を内製するのか外注する

のかを決定する際などに有効である。一方で、健康投資額を外部に開示する際には金額の多寡が

重視されないよう注意が必要であり、ROIと合わせて開示する等の工夫が必要である。 

以下に健康投資の例をいくつかお示しする。 

（ア）健康投資実施体制費 

 健康管理システムの導入 

 業務改善システムの導入 
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 産業医等の専門人材の設置費用 

 （専業産業医の設置費用、非常勤産業医の設置費用等） 

 健康管理室等の運用費用 

 法定定期健康診断実施費用 

 法定外の各種健診・検診（いわゆる人間ドック等）実施費用 

 インフルエンザ等の各種予防接種の費用補助 

 ストレスチェック実施費用 

 ストレスチェックシステムの導入 

 労働安全衛生法に基づくその他の管理等の費用 

 健康経営の取組に関する調査・分析費用 

 健康施策等の企画、実行支援に関する費用 

 健康施策等への参加を促進する取組・制度（個人の参加を促すインセンティブ制度、部

下の健康管理を求める管理職評価制度等）の設計、周知に係る費用 

 健康の保持・増進に役立つ制度（復職支援制度、治療と仕事の両立支援制度等）の設計、

周知に係る費用 

 社内システム等の情報発信環境整備費用 

（イ） 健康教育費 

 研修費（生活習慣に関するセミナー・プログラム、ラインケア教育、女性の健康に関す

る研修に関する費用 等） 

 社内外への健康情報の発信等に係る費用 

 健康に関する知識や技能を問う検定の受検補助 等 

（ウ）健康の保持・増進のためのポピュレーションアプローチ費 

 運動習慣改善の施設（社内ジム 等）の運営に係る費用 

 食生活改善の施設（食堂 等）の運営に係る費用 

 口腔環境改善に係る費用 

 社内コミュニケーション促進のための施設の運営に係る費用 

 イベント費用 

 その他運動・食事・睡眠等への改善アプローチ費用  

（エ）疾病予防におけるハイリスクアプローチ費 

 保健指導費用 

 メンタルチェック費用（ストレスチェック以外） 

 高ストレス者への特別面談に係る費用 

 その他疾病予防費用 

 復職支援に係る費用 

 主治医、産業医との連携のための費用 

 復職者受入れのための環境整備等の費用 

（オ）健康に影響を与える仕事の条件・環境に関する投資 

 危険有害な仕事の条件・環境の改善に係る費用（作業環境測定やストレスチェックの結
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果に基づくもの） 

 長時間労働抑制施策に係る費用 

 有給休暇取得奨励施策に係る費用 

 女性や高齢者、有傷病者、障碍者など多様な背景を持つ従業員が安全・健康に働く た

めの仕事の条件・環境の改善に係る費用（職場のバリアフリー 等） 

 

７）「健康投資効果」について 

 健康投資を行った結果としてもたらされる従業員の取組状況、生活習慣、健康状態や組織の活

力等の保持・増進を健康投資効果とする。ここで言う保持とは、本来あるべき状態に対する損失

を防止・回避・抑制・回復することを指す。また、ここで言う増進とは、健康や活力等の状態を

伸展拡大することを指す。一般的に効果と言うと増進を指すと思われやすいが、健康については

加齢とともに自然と損なわれる側面もあるため、保持も効果として重要であることに留意すべき

である。 

健康投資効果は、策定した健康経営戦略を踏まえ、健康投資とのつながりを整理して効果を測

定・把握する。その際、健康投資のポピュレーションアプローチ、ハイリスクアプローチの分類

に対応した効果が分類することに留意する。 

健康投資効果の指標は、定性的に表現されるものも含むが、定量的な測定が可能な指標をでき

るだけ設定することが望ましい。なお、経営課題との結びつきを意識した投資を行って効果分析

ができていれば、必ずしも本ガイドラインで提示する分類で把握する必要はないが、外部からの

評価も見据え、共通の考え方の例として枠組み・指標の例を示す。 

（ア）健康投資施策の取組状況に関する指標 

健康投資施策の取組状況を量的・質的に評価するための指標であり、健康関連の最終的な目標

指標と比較して早期から測定・評価が可能なものを指す。個々の健康投資施策と一対一の紐づけ

が容易なものが望ましい。 

例：健康教育への参加者数、イベントに対する満足度 等 

 

（イ）従業員の意識変容・行動変容に関する指標 

健康投資によって生じる健康関連の最終的な目標指標の前に比較的早期から出現する効果であ

り、年一回以上、定量的に測定・評価が可能なものを指す。複数の健康投資施策から発現する場

合がある。 

例：健康教育という投資施策について、参加者個人や組織全体の理解度、あるいは教育内容の

実践・行動変容の状況 等 

 

（ウ）健康関連の最終的な目標指標 

経営課題の解決を目的として設定された健康投資で得られる健康関連効果の最終的な目標指標

であり、定量的に測定・評価できることが望ましい。定量的な測定・評価が難しい場合には、企

業等の戦略に基づいているという目的適合性やステークホルダーにとっての重要性に合致してい

るといった定性的な評価を行うべきものである。 
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例：従業員の健康状態（血圧、血糖値、ストレス反応など）、アブセンティーイズム/プレゼン

ティーイズム、ワーク・エンゲイジメント 等 

 

８）「健康資源」について 

 健康投資及び健康投資効果によって形成される、（ア）従業員を取り巻く有形・無形の企業等の

内部の環境や（イ）従業員の健康状態やヘルスリテラシー等を健康資源とし、（ア）を環境健康資

源、（イ）を人的健康資源と分類する。 

毎年の健康投資によって環境健康資源が蓄積・向上することで、より効率的に健康投資効果を

出せるようになることが期待される。健康投資効果のストックである人的健康資源についても、

投資対効果や中長期的な企業価値や社会的価値の向上等に資すると考えられる。 

環境健康資源において、財務会計上の資産として認識されて減価償却の対象となる資源につい

ては、貨幣単位で表現する。ただし、減価償却を終えた後も健康資源として捉え得ることに留意

する必要がある。具体的には、減価償却期間を終えても利用され続ける有形の資源については、

健康に資する資源があるという状態そのものが価値を持つという観点から、減価償却後であるこ

とを付記して有形資源として計上することが適当である。また、定性的に表現されるものも含む

が、定量的な指標をできる限り活用することが重要である。環境健康資源は企業等の規模によっ

て大きく異なるため、他の企業等と比較を行う際には注意が必要である。 

 

（ア）環境健康資源の指標 

環境健康資源は主に健康投資の蓄積として現れる。特に有形資源は財務諸表上も資産として

算出することが可能である。 

■有形資源：減価償却で認識されうるもの 

 設備、建物等（取得原価/減価償却処理） 

 社内ツール（取得原価/減価償却処理） 

 

■無形資源：減価償却で認識されにくいもの 

 明確化された理念・方針、コミットメント 

（例）健康経営に関する理念の明確化の有無やその浸透度、コミットメントの有無 

 理念を実現するための具体的な制度・体制 

（例）理念を実現するための体制、ガバナンス（統治プロセス）、関与する社内人材の数、 

役職、能力/資格、内部監査・外部監査の有無 

（例）健康経営の理念や目標に合致した制度の数 

（例）それら制度の認知率、利用率 

（例）代替となる外部評価（ISO45000シリーズの認証、くるみん認証等） 

 理念や制度により培われてきた風土 

（例）心理学等で開発され普及している各種風土測定尺度 

 （組織風土尺度/組織公正性尺度/新職業性簡易ストレス尺度の一部/経営層との信頼関係/ 

承認・称賛の風土/失敗許容挽回の風土等） 
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（例）各社独自に開発・実施している風土調査 

（例）がん等の疾患や各種障害を持つ者の復職率や雇用率 

 

（イ）人的健康資源 

人的健康資源は主に、健康投資効果に応じて蓄積するストックであり、以下のような指標及

び算出方法があると考えられる。 

 

■健康状態 

 従業員の健康状態 

（例）身体的指標（職域健診の各検査の有所見率等） 

（例）心理的指標（イライラ、不安、抑うつ等） 

 従業員の健康状態による労働生産性等への影響 

（例）就業関係指標（活力度、職務/生活満足度、幸福度等） 

（例）アブセンティーズム（傷病欠勤日数）・在職中死亡 

（例）プレゼンティーズム（HPQや WLQ等の評価尺度） 

（例）労災発生率 

（例）ユトレヒト・ワーク・エンゲージメント尺度、各社独自のエンゲージメント調査 

 従業員の意識変容・行動変容 

（例）健診等の問診情報（喫煙/食事/運動/睡眠等） 

（例）休息習慣（休日・時間外労働時間・休暇取得率等） 

（例）その他、各社独自の生活習慣調査 

 

■ヘルスリテラシー/総合的自己健康管理能力 

（例）日本人労働者向け CCHL等のヘルスリテラシー尺度 

（例）健康投資施策・環境健康資源の利用・参加率/理解度/習慣化率 

 

９）「企業価値」について 

 健康投資効果や健康資源の形成・蓄積が要因の一部となって表れる各種の財務指標・経営指標

のほか、情報開示や対話によって各市場から受ける評価を企業価値とする。 

健康経営によって経営課題や健康課題が解決されたことによる波及効果として企業価値が向上

することが期待されるが、健康経営以外の要因が大きく影響すること、また健康投資が与える影

響が明確に検証できない場合がある。そのため、健康経営において企業価値の向上を意識する際

には、健康経営戦略の波及効果としてストーリーのつながりを意識すると分かりやすく示しやす

い。つながりを示すにあたり、数値で表せる場合は数値で表し、数値で表せない場合は定性的に

表すようにする。こうしたストーリーとしてのつながり等の非財務情報が企業価値に与える影響

については、SDGsの盛り上がりとともに、国内外で様々な研究や議論が行われている。このため、

本ガイドラインでは、健康経営優良法人認定制度のアンケート調査の分析結果等を活用して、指

標例を提示したい。 
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（ア）企業の稼ぐ力（財務上の業績） 

貨幣的価値に換算可能な、企業等の利益の改善・向上を把握するもの。 

■財務指標・経営指標 

 売上高 

 利益率 

 ROA（総資本利益率） 

 ROE（自己資本利益率） 等 

■労働生産性に関連する指標 

 労働生産性損失コスト  

 労働時間 1時間あたりの生産性 

 パフォーマンスの低下による損失コスト 等 

 

（イ）様々な市場からの評価 

以下のような各市場からの評価を企業価値として捉えることとする。各市場からの評価につ

いては、数値的に示すだけではなく、健康経営戦略からの影響をストーリーとして示す事も出

来る。 

 資本市場からの評価（株価、M&A時の企業価値算定等投資家や金融機関からの評価） 

 労働市場からの評価（求職倍率、就職ランキング等求職者からの評価） 

 財・サービス市場からの評価（メディア露出度、ブランド価値等メディアや消費者か

らの評価） 

 定量化されていない各市場からの「評判」 

 

１０）「社会的価値」について 

 健康経営を行う企業等が、地域や社会全体に肯定的な影響を与えることで、社会における様々

な課題の解決（地域や日本全体の健康寿命の延伸、社会保障費の適正化等）につながっているこ

とを示すものを社会的価値とする。また、近年は ESGの重要性が叫ばれており、社会への貢献が

企業価値の向上にもつながり、相互に影響を及ぼしあうと考えられる。このことから企業価値と

同様、健康経営の実施による波及効果として位置付けることが出来る。 

健康経営を行う企業等が社会的価値に影響を与える手法について、企業等の健康投資の一環と

して影響を与えるものと、企業等が健康経営によって蓄積した健康資源を活用することによって

影響を与えるものがあると考えられる。 

なお、企業等がそれぞれの健康経営の取り組み内において認識できる社会的価値であれば、必

ずしも本ガイドラインに従って波及効果に分類する必要はなく、各企業等において健康経営の成

果として把握することが望ましい。 

（ア）企業等の健康投資の一環として影響を与えるもの 

・ 企業等従業員の運動不足解消やコミュニケーション不足解消を目的に地域の清掃活動に参

加することによる住民の QOL向上 

・ 企業等従業員の健康維持・増進を目的として地域住民も参加可能な健康イベントを開催す
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ることによる住民の QOL向上 

・ 企業等従業員の就業環境の改善を目的に取引先に健康経営を推奨することによる企業等以

外の従業員の健康増進 

（イ）健康資源の活用によって影響を与えるもの 

・ 企業等の運動施設を地域住民に開放することのよる地域の健康寿命延伸 

・ 企業等で培った理念や風土のサプライチェーン上の企業等への波及 

・ 保有するヘルスリテラシーを活用した外部セミナーの開催 

・ 企業等を退職した従業員や家族が地域で高い QOL を維持した状態で生活を継続することに

よる社会保障費の適正化 

 

（３）健康投資管理会計作成準備作業用フォーマットの作成 

 「健康投資の見える化」検討委員会での議論及び実証企業からのフィードバックを参考に、健

康投資管理会計作成準備作業用フォーマットの作成を行った。健康投資管理会計作成準備作業用

フォーマットは基本的に企業等が社内で自らの健康経営の取組を管理する際に用いるものであ

り、このフォーマットをそのまま外部へ開示することは現時点では想定していない。 

 健康投資管理会計作成準備用フォーマットは以下の 5つのシートから構成されている。 

１）戦略マップシート 

 戦略マップシートでは、健康投資とそれにより発現が期待される効果が「健康経営によって解

決したい経営課題」の解消にどのような流れでつながっているのか、そのストーリーを確認する

ためのシートである。 

 戦略マップは、健康経営戦略を経営層や従業員、担当者の間で共有するために重要であるが、

企業がどのような戦略で、どのような KPIを重要な項目として設定して健康経営に取り組んでい

るかが記載されていることが出来ることから、外部開示の観点でも非常に重要である。 
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図 7-20 健康投資管理会計ガイドラインに掲載予定の簡易版戦略マップ 

 

 

２）健康投資作業用シート 

 本シートでは、企業等が実際に行った個別の健康投資施策を洗い出し、それぞれの施策に対し

てかけた健康投資額（外注費、減価償却費、人件費、その他諸費）を記入する。その上でそれぞ

れの投資は、投資によって見込まれる効果と必ず結びついている必要があるため、それぞれの健

康投資施策について、効果が見込まれると思われる「健康関連の最終的な目標指標」ごとに健康

投資額の按分を行う。 

なお、按分にあたり複数の健康関連の最終的な目標指標と結びつく投資は合理的に按分し計上

するか、按分は行わずに特定の最も影響を与えると思われる健康関連の最終的な目標指標にすべ

て計上するかの対応を行う必要がある。なお、按分を行う際にはどのような方法で按分したのか

を明確にする。 

（例）「採用した健康関連の最終的な目標指標全てに影響を及ぼす健康投資は均等に按分す

る」「特に影響を与えると考えられる健康関連の最終的な目標指標をいくつか特定し、それらに

のみ均等に按分する」等 

３）健康投資シート 

 健康投資作業用シートを作成することにより、自動で作成されるシートである。健康投資作業

用シートで記載されている按分率を基に、「健康関連の最終的な目標指標」ごとに健康投資額が

整理される。 

４）健康投資効果シート 

 健康投資によって発現する健康投資効果を見える化するためのシート。「健康投資施策の取組

状況に関する指標」「従業員の意識変容・行動変容に関する指標」「健康関連の最終的な目標指
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標」に分け、それぞれの指標について 3か年分の数値について記載を行う。 

５）健康資源シート 

 健康投資や健康投資効果によって企業等に蓄積されている健康資源を見える化するためのシー

ト。なお人的健康資源に関しては、健康投資効果と同じ指標で示される（健康投資効果は指標の

変化量で示され、健康資源はその時点での絶対値で示される）ため、健康投資効果シートに記載

した「健康関連の最終的な目標指標」の数値が自動で反映される。 

 

7.3 今後の検討事項 

健康経営が資本市場で評価される仕組みを構築するにあたっての今後の検討事項として、以下

の 3 点が想定される。 

（１）企業等の情報開示に関する検討 

 本年度はそもそも企業等が自身の健康経営に関する見える化が十分に出来ていないという状況

から内部機能の役割を中心に議論を行ったが、今後は内部機能を目的に見える化した情報のうち、

何を外部に対して開示していくべきなのか、開示にあたって留意すべき事項はどういったものが

あるか、それら留意事項にどう対応するのかについての検討を行っていく必要がある。 

 なお現時点においては、健康投資の範囲や用いる指標などを企業等の自由度に任せている中で

どこまで国が開示内容を管理すべきなのか、開示情報の信頼性を担保するためにはどういった体

制で開示を行うことが望ましいのか、特に健康投資効果においては求められている情報に関する

共通の尺度が無い中でどのように統一基準を設定すべきなのか、企業等が積極的に開示を行うよ

うにするためにはインセンティブ等どういった仕組みが必要になるのか、等が検討事項として想

定される。 

（２）健康投資管理会計ガイドラインの普及に関する検討 

 情報開示の前提である健康経営の見える化について、企業規模の大小に係らず、より多くの企

業等が本ガイドラインを参照し、実践するようガイドライン普及策について検討を行う必要があ

る。そのためにもまずは本ガイドラインと既存の「企業の「健康経営」ガイドブック」（平成 28年

4月改訂第 1版 経済産業省策定）との関係性を明確にし、場合によっては両者を統合することも

検討すべきである。 

（３）機関投資家の求める環境整備に関する検討 

 7.1.3 で示した通り、資本市場において健康経営が評価されるための環境整備として、投資家

が健康経営に関する分析を行えるようにデータを整備し、将来的には健康経営に関連する指数が

作成されるような状況に持っていく必要がある。そのためにも、先述した通り企業等に対して積

極的な情報開示を求めていく必要があるが、合わせて健康経営度調査で取得したデータの活用な

ど、国が保有するデータを含めた世の中にある健康経営に関連するデータの活用方針に関しても

検討を進めていく必要がある。 
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 健康経営顕彰制度の自走化に向けた調査 

8.1 事業の背景・目的 

平成 25 年度より昨年度まで過去 6 年間実施してきた健康経営度調査への回答企業数は初回で

ある平成 25年度が 493件であったのに対し、今年度は 2,328件に達し、初回より約 4.7倍、前年

度比＋528 社の回答増となっており、健康経営及び健康経営度調査自体の認知度が大企業中心に

年々拡大しつつある。 

 

図表 8-1健康経営度調査回答数の推移 

 

出所：過年度健康経営度調査回答数をもとに日本総研作成 
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プロセスを含むもの 8件、書面審査のみが 2件であった。 

 

（３）認定区分について 

10件の民間認定制度の認定区分については、企業の従業員数等で区分しているもの、一般

と認定団体の会員で区分しているものが特徴的である。 

 

（４）認定期間について 

認定期間については、1年、2年、3年とばらつきがあったが、2年、3年であってもサーベ

イランス調査を 2 年目、3 年目で実施している制度が多く、実質的には現行の健康経営優

良法人認定制度と同様の 1年とみなせるものが多い。 

 

（５）認定料について 

認定料については、認定区分に応じた料金設定をとるものが多く見られた。従業員数が多

い企業から多く徴収する等である。また、認定期間が 1年以上の認定制度については、2年

目、3年目でサーベイランス調査料を徴収する等、実質は毎年なんらかの名目で料金を徴収

するケースがほとんどであった。 

また特徴的な認定料としては、ホワイト企業認定は審査・認定には料金が不要であるが、

更新時審査費用を徴収している。企業価値認定では、申請、審査、認定は無料であるが、任

意の認定マーク使用料金を会員区分ごとに徴収している。未来創造企業認定では、認定団

体への入会が必須となっており、ここで入会金・年会費を徴収している。認定の申請料は

不要であり、研修込みの認定費用、認定ロゴ使用料、更新料を徴収している。 

 

ホワイト企業認定、企業価値認定、未来創造企業認定は、今回調査対象となった他の認定制度と

は異なり、申請法人の成長力や企業価値等に着目した認定になっており、健康経営優良法人認定

との親和性が高いと考えられる。未来創造企業認定以外は認定プロセスに訪問審査を含まず、認

定期間も企業価値認定を除いて 1年であり、また申請料が不要（最終的な料金徴収は会費や更新

料で受領）など、健康経営優良法人認定制度の自走化に向けて参考になるケースと考えられる。 

 

8.2.2 民間移管のための調査 

（１）移管先に実装すべき内容の整理 

現行の健康経営度調査、健康経営銘柄選定、健康経営優良法人認定等の実施内容を把握し、

移管先（または新規設立組織）にて実装すべき内容を整理した。 

以下、現状の健康経営顕彰制度を前提とした移管先が実装すべき内容は以下のとおりであ

る。 
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いった利害関係のない第三者からなる委員会を設ける等、予め運用ルールを民間団体以外

の国主導で決定することが必要となる。 

 

（２）運営方法・内部体制等 

運営方法については、現行の内容とほぼ変更なく移管する。健康経営優良法人認定委員会

は認定審査の決定を行う第三者委員会としての役割を持つ。 

公平性・透明性の確保のため、理事会／取締役会といった運営を決定する機関と、その業

務執行を監査する監査役会／評議会によってガバナンスを確保する必要がある。 

また、認定においては多くの個人情報を取扱うことから、個人情報保護法に基づいたセキ

ュリティ・安全面の体制の構築、情報の運用が必要である。 

 

（３）認定プロセス 

移管初年度は混乱を避けるためにも認定プロセスは現行どおりが望ましいと考えられる。

ただし、認定料を徴収することとなった場合には、申請・認定等どの段階で料金を徴収す

るのかにより、例えば健康経営優良法人（中小規模法人部門）を申請だけの形式ではなく、

調査回答からフィードバックを行い、その後認定基準に達した法人は認定料とあわせて認

定申請する等プロセス変更することも考えられる。 

また、実際に健康経営を行っていない企業が虚偽申請し、それが明るみに出た場合、認定

料金を徴収していることもマイナスに作用し、認定制度自体の信頼性が揺らぐ可能性もあ

る。調査票の設計や申請書の記載内容・方法の工夫や、追加で求めるべき証憑類について

も検討し、例えば認定委員会委員等の第三者と組成したチームによる実地調査を年間一定

程度行う等のプロセス変更も検討する余地がある。 

 

（４）認定費用 

2021年度より自走化を実施した場合の認定法人と認定料収入（案）を示す。 

前提条件は以下のとおり。 

【認定料】大規模法人部門：3万円、中小規模法人部門：5千円 

【認定件数】 

 大規模法人部門：2020年度は前年並みの認定数 1500件として、民間移管後の 2021

年度も前年度と同数で推移、以降前年比 1割増と仮定 

 中小規模法人部門：2020年度は 2018年度～2019年度増加率から算出。民間移管後

の 2021年度は前年同数、以降前年比 1割増と仮定 

 

  





117 

 

 中小企業向け「健康経営」の普及 

9.1 背景・目的 

「健康経営優良法人認定制度」は地域の健康課題に即した取組や日本健康会議が進める健康増

進の取組のもとに、特に優良な健康経営を実践している大企業や中小企業等の法人を顕彰する制

度として平成 28年に創設され、今回で 4回目の顕彰となる。 

本認定制度では、主として大規模の企業や医療法人等を対象とした「大規模法人部門」と、主

として中小規模の企業や医療法人等を対象とした「中小規模法人部門」に分かれている。大規模

法人部門、中小規模法人部門ともに年々増加してきているが、特に中小規模法人部門では、397法

人（2017 認定）、816 法人（2018認定）、2,899 法人（2019認定）と急激に増えている。関心が

高まる一方で、健康経営をどう始めたらよいか、分からないといった法人や、優良法人として求

められている基準が分からないといった法人も多い。 

そこで、今後の更なる拡大と、健康経営の質向上を目的とし、中小規模法人を対象とした健康

経営優良法人説明会を経済産業省および経済産業局主催で、全国にて実施することとした。本説

明会では主に「中小規模法人部門」に該当する企業や医療法人等を対象に、「健康経営優良法人認

定制度」の概要説明や、「健康経営優良法人 2020」の認定基準等書および申請書の記入の際のポ

イントを解説すると共に、全国健康保険協会（協会けんぽ）による健康宣言事業等の紹介や 2019

認定法人取得企業による取組事例の紹介発表、健康経営アドバイザー制度の紹介を実施した。 

 

9.2 説明会の開催概要 

全国で健康経営を普及させていくにあたり、健康経営優良法人の申請開始（2019年8月31日）

直後より、全国 8 ヶ所（東京、石川、宮城、長崎、新潟、岡山、京都、愛媛）にて説明会を実施

した。なお、開催地域については、健康経営の宣言事業数、過年度の認定率の伸び等を参考に、

経済産業省地方局と要相談の上、決定した。各地域での開催日時、開催場所は下記の通りである。 
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また、開催地域ごとに説明会の開催概要チラシを作成し、開催地区の経済産業局および協会け

んぽ支部等の協力のもと、被加入企業や関連企業に対して、積極的に郵送またはメールマガジン

等を通して配信・周知した。 

 

図表 9-3 開催概要チラシ（各地域同様に作成） 

 

 

9.3 説明会の開催 

開催プログラムとしては、下記講演プログラム案（図表 9-4）を基本とし、各地域の要望に

合わせアレンジを行った。 

昨年度、経済産業省による認定制度の説明および質疑応答の時間を十分に取るようなプログ

ラム構成にしたところ、会場によって多少差はあったものの積極的な質疑が多く有益だったた

め、今年度も同様に認定制度の説明に重きを置いた説明会とした。特に今年度は、申請書の選

択肢化、電子化へと大幅に切り替えたため、認定基準の説明に加え、申請方法についても丁寧

な説明を実施した。プログラム後半では開催地域の協会けんぽ支部による健康宣言事業の説明

や、昨年度の健康経営優良法人認定を取得した開催地域企業による事例紹介を行った。加えて、

今年度は、中小企業の健康経営の質向上を支援する東京商工会議所による健康経営アドバイザ

ー制度の説明も組み入れた。なお、登壇企業の決定については、開催地域の協会けんぽ支部や

経済産業局にもご協力いただいた。 
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図表 9-4 講演プログラム案（基本形） 

 

 

 各地域におけるプログラムは下記の通りである。 

図表 9-5 開催概要 

■東京会場 １回目 

13:30 開会 

13:35 健康経営優良法人 2020 について（中小規模法人部門について） 

      経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課  

14:20 質疑応答 

14:45 健康経営優良法人 2019 認定法人 事例紹介 

      株式会社光陽社 

15:05 健康経営アドバイザーに関するご紹介 

      東京商工会議所 サービス・交流部 会員交流センター 

15:20 質疑応答 

15:30 閉会 

■東京会場 2回目 

16:30 開会 

16:35 健康経営優良法人 2020 について（中小規模法人部門について） 

      経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課 

17:20 質疑応答 

17:45 健康経営優良法人 2019 認定法人 事例紹介 

      株式会社光陽社 

18:05 健康経営アドバイザーに関するご紹介 

      東京商工会議所 サービス・交流部会員交流センター 

18:20 質疑応答 

18:30 閉会 

  

14:00 開会 5分

14:05 経済産業省による健康経営優良法人2020のご説明 45分

14:50 質疑応答 25分

15:15 （休憩） 10分

15:25 全国健康保険協会による健康宣言事業のご説明 20分

15:45 優良法人様による事例紹介 20分

16:05 東京商工会議所による健康経営アドバイザーに関するご紹介 15分

16:20 質疑応答 10分

16:30 閉会 １分
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■石川 

14:00 開会の挨拶 

      中部経済産業局 地域経済部次世代産業課 ヘルスケア産業室 

14:05 健康経営優良法人 2020 について（中小規模法人部門について） 

      経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課 

14:50 質疑応答 

15:15 （休憩） 

15:25 健康宣言事業について 

      全国健康保険協会 石川支部 

15:45 健康経営認定法人 2019 認定法人 事例紹介 

      サンコー企画株式会社 

16:05 健康経営アドバイザー制度について 

      東京商工会議所 サービス・交流部 会員交流センター 

16:20 質疑応答 

16:30 閉会 

■宮城 

14:00 開会の挨拶 

      東北経済産業局 産業部 商業・流通サービス産業課 

14:05 健康経営優良法人 2020 について（中小規模法人部門について） 

      経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課  

14:50 質疑応答 

15:15 （休憩） 

15:25 健康宣言事業について 

      全国健康保険協会 宮城支部 

15:45  健康経営認定法人 2019 認定法人 事例紹介 

      ハリウコミュニケーションズ株式会社 

16:05 健康経営アドバイザー制度について 

      東京商工会議所 サービス・交流部 会員交流センター 

16:20 質疑応答 

16:30 閉会 
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■長崎 

13:30 開会のご挨拶  

      九州経済産業局地域経済部 新産業戦略課長 

13:35 健康経営優良法人 2020 について（中小規模法人部門について） 

      経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課  

14:20 質疑応答 

14:45 （休憩） 

14:55 長崎県による取組について 「健康長寿日本一の長崎県づくりに向けて」 

            長崎県庁 福祉保健部 国保・健康増進課 

15:10 健康宣言事業について 

      全国健康保険協会 長崎支部 

15:25 健康経営認定法人 2019 認定法人 事例紹介 

      大新技研株式会社  

15:45 健康経営アドバイザー制度について 

      東京商工会議所 サービス・交流部 会員交流センター 

16:00 質疑応答 

16:05 閉会 

■新潟 

14:00 開会 

14:05 健康経営優良法人 2020 について（中小規模法人部門について） 

      経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課  

14:50 質疑応答 

15:15 （休憩） 

15:25 健康宣言事業について 

      全国健康保険協会 新潟支部 

15:40 新潟県での取組について 

      新潟県 福祉保健部 健康対策 

15:50 新潟市での取組について 

      新潟市 保健衛生部 保健衛生総務課 

16:00 健康経営認定法人 2019 認定法人 事例紹介 

      株式会社高舘組 

16:15 健康経営アドバイザー制度について 

      東京商工会議所 サービス・交流部 会員交流センター 

16:30 質疑応答 

16:40 閉会 
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■岡山 

14:00 開会の挨拶 

      中国経済産業局 地域経済部  

14:05 健康経営優良法人 2020 について（中小規模法人部門について） 

      経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課  

14:50 質疑応答 

15:15 （休憩） 

15:25 健康宣言事業について 

      全国健康保険協会 岡山支部 

15:40 岡山市での取組について 

      岡山市 産業観光局 商工観光部産業政策課 

      岡山市 保健福祉局 保健福祉部保健管理課 健康寿命延伸室 

15:50 健康経営認定法人 2019 認定法人 事例紹介 

      株式会社両備システムソリューションズ 

16:10 健康経営アドバイザーに関するご紹介 

      東京商工会議所 サービス・交流部会員交流センター 

16:25 質疑応答 

16:35 閉会  

■京都 

14:00 開会の挨拶  

      近畿経済産業局 地域経済部 バイオ・医療機器技術振興課 

14:05 健康経営優良法人 2020 について（中小規模法人部門について） 

      経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課  

14:50 質疑応答 

15:15 （休憩） 

15:25 健康宣言事業について 

       全国健康保険協会 京都支部 

15:45 健康経営認定法人 2019 認定法人 事例紹介 

      株式会社京応 

16:05 健康経営アドバイザーに関するご紹介 

      東京商工会議所 サービス・交流部会員交流センター  

16:20 質疑応答 

16:30 閉会 
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■愛媛 

14:00 開会の挨拶 

      四国経済産業局 ヘルスケア産業室  

14:05 健康経営優良法人 2020 について（中小規模法人部門について） 

      経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課 

14:50 質疑応答 

15:15 （休憩） 

15:25 健康宣言事業について 

      全国健康保険協会 愛媛支部  

15:45  健康経営認定法人 2019 認定法人 事例紹介 

      株式会社ヒカリ 

16:05 健康経営アドバイザー制度について 

      東京商工会議所 サービス・交流部 会員交流センター 

16:20 質疑応答 

16:30 閉会 

 

 また、各会場における会場の様子は会場の様子は下記の通りである。 

 

図表 9-6 各地域での説明会の様子 

（東京会場）              （石川会場） 

  

    

（宮城会場）              （長崎会場） 
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（新潟会場）              （岡山会場） 

  

（京都会場）              （愛媛会場） 

  

 

9.4 説明会のアンケートの実施 

昨年度に引き続き、「健康経営優良法人 2020（中小規模法人部門）説明会」の来場者に向

けてアンケートを配布・実施し、説明会終了時に回収をした。今年度は、健康経営優良法人

認定の下記評価項目について課題に感じている項目以外に注力している項目も把握できるよう

な設計に変更した。また、申請の電子化については申請者の負担軽減が期待できる一方で、PC

操作に慣れていない中小企業にとっては戸惑いが大きいのではと懸念の声があったため、こ

の機会を活用し、その反響を把握できるよう、設問に組み入れた。 

図表 9-7 アンケート 
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 全会場の参加者（アンケート回収を行った者のみ、以降略）のうち「2017 年度の認定取

得率」は 7％、「2018 年度の認定取得率」は 14％、「2019 年度の認定取得率」は 33％であ

り、残り 66％はこれまでに認定を取得していない。 

 

図表 9-10 健康経営優良法人認定取得状況 （n=777） 

 

 

① 説明会を知った経緯 

 説明会を知った経緯としては「経済産業省のホームページ」が最も多く全体の 53％、次

いで「加入保険からの紹介」が 21％であった。 

 

図表 9-11 説明会を知った経緯 （n=777） 
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⑥ 注力して取り組んでいる項目及び課題に感じている項目 

 注力している項目としては、「①定期健診受診率（実質 100%）」が最も多く、次いで「⑦

コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み」「⑪運動機会の増進に向けた取り組み」が多

く挙げられた。一方で、課題に感じている項目としては「⑭長時間労働者への対応に関す

る取り組み」や「⑩食生活の改善に向けた取り組み」を挙げる人が多かった。 

具体的には、長時間労働者への対応については「人手不足で求人募集するが、中々入社ま

で至らない」、食生活の改善に向けた取り組みについては「個人の食生活にまでは踏み込み

にくい」「社食がないため、研修だけで実践的なことができない」といった課題が実態とし

て挙げられた。 

 

図表 9-19 ⑥ 注力して取り組んでいる項目及び課題に感じている項目 

 

 

注力している
課題に感じて

いる

1 健康宣言の社内外への発信・経営者自身の健診受診 20 6

2 健康づくり担当者の設置 7 6

3-1-1 ①定期健診受診率（実質100%） 176 5

3-1-2 ②受診勧奨の取り組み 93 14

3-1-3 ③50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施 41 38

対策の検討 3-1-4 ④健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設定 32 35

ヘルスリテラシーの向上 3-2-1 ⑤管理職又は従業員に対する教育機会の設定 57 38
ワークライフバランスの
推進

3-2-2 ⑥適切な働き方実現に向けた取り組み 80 47

職場の活性化 3-2-3 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み 139 43
病気の治療と仕事の両
立支援

3-2-4 ⑧病気の治療と仕事の両立の促進に向けた取り組み（⑮以外） 22 45

保健指導 3-3-1 ⑨保健指導の実施又は特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み 44 31

3-3-2 ⑩食生活の改善に向けた取り組み 45 76

3-3-3 ⑪運動機会の増進に向けた取り組み 138 65

3-3-4 ⑫女性の健康保持・増進に向けた取り組み 46 41

感染症予防対策 3-3-5 ⑬従業員の感染症予防に向けた取り組み 59 9

過重労働対策 3-3-6 ⑭長時間労働者への対応に関する取り組み 57 84

メンタルヘルス対策 3-3-7 ⑮メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み 45 72

受動喫煙対策 3-3-8 受動喫煙対策に関する取り組み 47 57
保険者へのデータ提供
（保険者との連携）

4 (求めに応じて)40歳以上の従業員の健康診断のデータの提供 4 4

5-1 定期健診を実施していること 4 0

5-2 保険者による特定健康診査・特定保健指導の実施 11 12

5-3 50人以上の事業場におけるストレスチェックを実施していること 9 8

5-4 従業員の健康管理に関連する法令について重大な違反をしていないこと 1 0

大項目 中項目 小項目 番号 評価項目

４ 評価・改善

５ 法令遵守・リスクマネジメント

１ 経営理念・方針(経営者の自覚)

２ 組織体制

３

制
度
・
施
策
実
行

(1)従業員の健康
課題の把握と必
要な対策の検討

健康課題の把握

(2)健康経営の実
践に向けた基礎
的な土台づくりと
ワークエンゲイジ
メント

(3)従業員の心と
身体の健康づくり
に向けた具体的
対策

健康増進・生活習慣病
予防対策

人数



132 

 

9.5.3 まとめ 

健康経営優良法人認定制度は今年で 4 回目を迎え、中小規模法人部門における認定企

業数は 4,723 法人となり、昨年度の 2,501 法人をさらに大きく上回る認定数となった。 

今年度は 8 地域にて説明会を開催したが、どの会場においても来場者数や会場の雰囲

気、アンケート結果を通して健康経営に対する関心の高まりを感じることができた。すで

に取り組んでいるところも多く、認定基準に関する具体的な質問や昨年度までとの違いに

関する質問も多く見られた。個別具体の質問も増えてきていることから、来年度は事前に

質問を受け付ける、説明会の前後で一定時間をとって個別質問受け付けのブースを作るな

どの対応を検討しても良いのではないか。いずれにしても、引き続き申請書記載方法およ

び必要要件に関する丁寧な説明が求められる。 

加えて、地域での取り組みや、中小規模法人における好事例の発信も注力していくこと

が重要である。今年度も一部の地域では、自治体の方にもご登壇いただいたが、認定要件

の説明のとどまらない、更なる質の良い健康経営の実践に向けた発信が重要と考える。 

また、東京会場においては昨年度の傾向も踏まえ、2 回開催としたが、その他の地域に

おいてもキャンセル待ちが多く発生し、特に京都会場については複数回実施の要望が多く

発生した。応募開始直後に定員に達した会場もあり、今後は、説明会会場規模の拡大も検

討する必要があると思われる。一方で、拡大したとしても参加希望者全員に来ていただく

ことは難しいため、HP での説明をより強化したり、質問対応についても分かりやすく発

信するなどして、説明会参加者以外の申請希望者に対する対応方針も検討していく必要が

あるだろう。 
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 ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB）の導入に向けた環境整備 

10.1 本調査の経緯と目的 

平成 28 年度健康寿命延伸産業創出推進事業における成果連動型民間委託契約方式（Pay 

For Success（以下「PFS」という。）（Social Impact Bond（以下「SIB」という。）含む。））

の導入に向けた環境整備では、神戸市及び八王子市に対して SIB を活用した事業の検討を

行った。続く平成 29 年度健康寿命延伸産業創出推進事業では、平成 28 年度に行った神戸

市、八王子市に対する事業検討の中で事業規模の拡大が課題となったことを踏まえ、複数の

地方公共団体が連携して行う SIB 事業を組成するために、広島県及び県下６市が連携して

行うSIB事業化の支援を行った。さらに、平成 30 年度健康寿命延伸産業創出推進事業では、

平成 29年度まで事業化支援を行ったSIB 事業分野が医療・健康であることから、介護予防

分野における SIB 事業の実施を目指して、美馬市、大牟田市に対して SIB を活用した介護

予防分野の事業の検討を行った。 

また、平成 29 年度より前述の地方公共団体に対するSIB 事業の個別支援と並行して、全

国の地方公共団体に対して PFS/SIB を普及するために、神戸市、八王子市子及び広島県に

おけるSIB 事業検討で蓄積したノウハウを活用してノウハウ集を作成した。 

令和元年 6月 21 日に閣議決定された「成長戦略フォローアップ」では、「行政の財政コス

トを抑えながら、民間のノウハウ等を活用し、社会的課題の解決や行政の効率化等を実現す

る仕組みである成果連動型民間委託契約方式について、その活用と普及を促進する。」こと

が盛り込まれ、今後、既存のPFS/SIB 事業の横展開及びPFS/SIB 方式の新規分野への導入

が期待されている。 

本調査では、個別支援を行った既存の SIB 事業の横展開及び新規分野への PFS/SIB 方式

の導入を目指し、地方公共団体やサービス提供を行う民間事業者（以下「サービス提供者」

という。）に対して支援を行った。また、引き続き地方公共団体のPFS/SIB 導入を推進する

ために普及啓発活動を実施した。 

具体的な実施内容は以下のとおりである。 

①  ヘルスケアサービス分野における社会的インパクト評価に活用可能なロジックモデ

ルの構築及び各地域への展開に向けた企画・実行 

②  個別地方公共団体のPFS/SIB 組成支援 

③ 行政におけるヘルスケア分野での成果連動型支払の導入に係る課題の調査とその解決

に向けた施策の検討 

④ 各地域等への展開に向けた企画・実行（普及・啓発） 

⑤ 成果の取りまとめ 
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10.2 ヘルスケアサービス分野における社会的インパクト評価に活用可能なロジックモデル

の構築及び各地域への展開に向けた企画・実行 

10.2.1 PFS/SIB活用可能なヘルスケア分野の抽出 

地方公共団体及びサービス提供者の視点から、ヘルスケア分野のうち PFS/SIB 活用可能

な分野を抽出した。 

なお、地方公共団体及びサービス提供者の視点に基づく本抽出は、複数の地方公共団体等

の現況を参考にして実施したが、今後、より多くの地方公共団体やサービス提供者の状況を

踏まえた検討を行う必要がある。また、抽出結果は社会動向や経済動向等によって変化する

ことから、継続的に見直しを行う必要がある。 

 

（１） 地方公共団体におけるPFS/SIB 活用可能なヘルスケア分野 

ヘルスケア分野のうち、地方公共団体が PFS/SIB を活用する可能性のある分野を抽出す

るために、地方公共団体が所掌するヘルスケア関連事業を「行政課題の切迫度・緊急度」及

び「PFS/SIB 事業化の容易性」の視点から整理した。 

「行政課題の切迫度・緊急度」とは、地方公共団体として対応しなければならない喫緊の

課題であるかどうかを示す。複数の地方公共団体へのヒアリング、ヘルスケア関連計画書、

予算書等からその程度を判断した。なお、地方公共団体における当該課題は、現状、地方公

共団体の所掌となっている業務範囲内のものであり、また、特定の地方公共団体固有の状況

等も反映されていることから、必ずしも社会的に対応しなければならない課題及びその重要

度・緊急度を示すものではないことに留意が必要である。 

「PFS/SIB 事業化の容易性」は、成果指標や支払条件等の設定の容易さ、評価の容易さ（評

価に使用するデータの収集・分析が容易等）の程度を示す。複数の地方公共団体に対するヒ

アリング、既存のPFS/SIB 事業等から判断した。 

整理した結果は以下のとおりである。 
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図表 10-1 ヘルスケア分野における地方公共団体視点のマッピング 

 

 

「課題の切迫度・緊急度が高く」、かつ「PFS/SIB 事業化が容易」な分野は、医療・健康

分野では、「検診受診率向上」、「がん対策」、「生活習慣病の予防」である。また、介護予防分

野では、「介護人材確保」、「介護予防」である。これらの分野は、対象者数が多く、また、増

加傾向であること、予算規模が大きいこと、医療費・介護費が増大し地方財政を圧迫してい

ること等の理由からこのような結果となった。 

「課題の切迫度・緊急度が高い」ものの、「PFS/SIB 事業化が難しい」分野は、医療・健

康分野では、「救急医療利用適正化」、「心疾患予防」、「脳卒中予防」、「妊娠期から産後までの

支援」、「医療体制構築」、「難病対策」、「高齢者医療」、「新生児医療」である。また、介護予

防分野では「認知症予防」である。これらの分野は、喫緊の行政課題ではあるものの、事業

の成果を定めるのに合意形成が必要であること、介入と成果の因果関係が不明確であること、

例えば対象者が限定的である等により客観的な評価を行うことが難しいこと、サービス提供

者となりえる業種が限定的であり、かつサービス提供者にて対応できる領域も限られている

こと等から、PFS/SIB 事業化が難しいという面がある。 

「課題の切迫度・緊急度が低く」、「PFS/SIB 事業化が容易」な分野は、医療・健康分野で

は「禁煙」、「予防接種率向上」、「骨髄ドナー登録」、「社会参加の推進」がある。これらの分

野は介入と成果の因果関係が明確であり、成果指標を設定しやすいという点から PFS/SIB

の導入が比較的容易である。例えば禁煙は近年の社会的動向から地方公共団体に対しても積

極的な対応が求められる傾向にある。 

「課題の切迫度・緊急度が低く」、かつ「PFS/SIB 事業化が難しい」分野は、医療・健康

分野では「心の健康」、「健康スタイルの促進」である。これらの分野は介入と成果の因果関

係が不明確であること、それにより成果指標の設定が難しいこと等から、PFS/SIB 事業化が
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難しいという面がある。また、重要な課題であるものの、地方公共団体が主導する余地が限

定的であるため、現状の予算規模も小さい。 

 

（２） サービス提供者におけるPFS/SIB 活用可能なヘルスケア分野 

ヘルスケア分野のうち、サービス提供者が PFS/SIB を活用する可能性のある分野を抽出

するために、地方公共団体が所掌するヘルスケア関連事業を、サービス提供者の視点として

“市場性”、つまり「単価が高い/低い」及び「対象者数が多い/少ない」から整理した。 

「単価が高い/低い」は、サービス提供者が対価として得る収入合計「単価×対象者数」の

うち、単価の大きさを示す。現状の医療費や介護給付費等から判断した。 

「対象者数が多い/少ない」は、サービス提供者が対価として得る収入合計「単価×対象者

数」のうち、対象者数の大きさを示す。統計データ等を踏まえて判断した。 

整理した結果は以下のとおりである。 
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図表 10-2 ヘルスケア分野におけるサービス提供者視点のマッピング 

 

 

「単価が高く」、かつ「対象者数が多い」分野は、医療・健康分野では、「救急医療適正化」、

「生活習慣病の予防」、「がん対策」、「禁煙」、「予防接種率向上」である。また、介護予防分

野では、「認知症予防」、「介護予防」、「介護人材確保」である。 

「単価が高く」、「対象者数が少ない」分野は、医療・健康分野では、「妊娠期から産後まで

の支援」、「医療体制構築」、「難病対策」、「高齢者医療」、「新生児医療」、「心疾患予防」、「脳

卒中予防」、「骨髄ドナー登録」、「心の健康」である。 

「単価が低く」、「対象者数が多い」分野は、医療・健康分野では「検診受診率向上」、「健

康スタイルの促進」、「社会参加の推進」である。 

 

（３） PFS/SIB 活用可能なヘルスケア分野 

以上より、地方公共団体、サービス提供者それぞれの視点から PFS/SIB 活用可能なヘル

スケア分野を抽出した。次に、両者の視点から抽出した分野を統合し、PFS/SIB 活用可能な

ヘルスケア分野として整理した。結果は以下のとおりである。 
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図表 10-3 ヘルスケア分野のマッピング 

 

 

「課題の切迫度・緊急度が高く」、「事業化が容易」な分野のうち、「市場規模が大きい（単

価が高く、かつ対象者数が多い）」分野は、医療・健康分野では「がん対策」、「生活習慣病の

予防」である。また、介護予防分野では「介護人材確保」、「介護予防」である。一方、「市場

規模が小さい（単価が低く、対象者数が多い）」分野は、医療・健康分野では「検診受診率の

向上」である。 

「課題の切迫度・緊急度が高く」、「事業化が難しい」分野のうち、「市場規模が大きい（単

価が高く、かつ対象者数が多い）」分野は、医療・健康分野では「救急医療利用適正化」であ

る。また、介護予防分野では「認知症予防」である。一方、「市場規模が小さい（単価が高く、

対象者数が少ない）」分野は、医療・健康分野では「心疾患予防」、「脳卒中予防」、「妊娠期か

ら産後までの支援」、「医療体制構築」、「難病対策」、「高齢者医療」、「新生児医療」である。 

「課題の切迫度・緊急度が低く」、「事業化が容易」な分野のうち、「市場規模が大きい（単

価が高く、かつ対象者数が多い）」分野は、医療・健康分野では「禁煙」、「予防接種率向上」

である。一方で、「市場規模が小さい」分野は「骨髄ドナー登録」（単価が高く、対象者数が

少ない）、「社会参加の推進」（単価が低く、対象者数が多い）である。 

「課題の切迫度・緊急度が低く」、「事業化が難しい」分野のうち、「市場規模が小さい」分野は、

医療・健康分野では「心の健康」（単価が高く、対象者数が少ない）、「健康スタイルの促進」（単

価が低く、対象者数が多い）である。 
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出所：厚生労働省「第7期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数（都道府県別）」を基に作成 

 

これらの介護人材需給ギャップは、単純な新規流入者数のみならず、介護職の負担の増加

や介護職の処遇といった介護職の流出に関わる要因、また需要増加の要因としての要介護者

数の増加など、様々な因子が絡みあうことで進行し、それらに対して現時点においても国費

や公費を用いた施策が行われている。（図表 10-6） 

 

図表 10-6 介護人材需給ギャップにかかる因子と施策  

 

 

上記因子間を結節している矢印は因子間の因果関係を示しており、各因子内の上下矢印は

各因子の増減を示している。 

また、それら因子に対する施策は主に厚生労働省管轄において行われているが、「介護需要

の減少」「介護供給の増加」の予算は年度ごとに増加している。 
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図表 10-7 介護人材需給に掛かる厚生労働省予算推移  

 

※補正予算および地域医療構想関連、施設整備費などを除く。 

出所：厚生労働省平成 28年度～平成 31年度予算要求を基に日本総研作成 

 

 

２） 都道府県における介護人材関連施策の整理 

「マクロ視点での課題整理」と合わせて、都道府県における介護供給の増加に対する施策

の整理を行った。 

現時点で介護職の有効求人倍率の高い東京都、愛知県またその傘下の地方公共団体の介護

人材確保のための施策を下記図表 10-8のとおりマッピングした。 

 

図表 10-8 都道府県での介護人材確保施策の整理  
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出所：東京都・愛知県・及び傘下市区町村における事業説明資料を基に作成 

 

各地方公共団体の施策として、研修事業やリクルーティングイベントの出展支援など、単

発での施策が中心になっている。また、リクルーティングイベントや介護事業者と就職希望

者とのマッチングイベントなどは「興味のある人が自主的に参加をする」スタンスである一

方、個別事情に即した啓発・イベントへの流入の仕掛けがない。さらに、中高齢者や一人親

世帯など、個別具体的なセグメント固有の支援策に乏しいと考えられる。 

以上より、介護就職への啓発から介護事業者とのマッチング、就労に際しての支援や定着

対策までのプロセス横断的に、各人材の属性に応じた個別具体的な支援が必要であるという

示唆が得られた。 

 

（３） 事業モデルイメージの作成 

前項で得られた示唆を元に、事業モデルイメージを策定した。（図表 10-9） 

サービス提供者としては介護人材系事業者を想定しており、、中高齢者・外国人・U/I ターン

人材・子育て中の世帯・介護離職後の世帯等、各人材の属性に応じた各地域内の支援事業団

体と連携をすることで介護人材確保のための事業を実施することを想定している。 

主体となるサービス提供者は支援事業団体それぞれに対し、介護事業における啓発・リク

ルーティングについてのノウハウを提供する。また、必要に応じた個別説明などの対応によ

って、個々の事情・背景に即した支援を行うことで、各地方公共団体が支援策として実施し

ている就労イベント・マッチングイベントへの参加や介護事業者との面談を促す。また、未

経験者向け研修や金銭的補助などの就労時支援については既存の地方公共団体の施策を活

用するが、必要に応じて各支援母体からの支援策の紹介を促す。 

就労後のキャリアアップや離職対策としても、先述の地域の支援団体との連携により個別

具体的なフォローアップを実施する。また、必要に応じて介護事業者へのアプローチを行い、

雇用環境の改善策などのアドバイスを行うことで、人材の流入数の増加と離脱数の減少に向

けて取り組む形の事業となる。 
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図表 10-9 介護人材確保SIB の事業イメージ  

 

また、前述の事業内容を踏まえて以下のとおりロジックモデルを構築した。 

 

図表 10-10 介護人材確保SIB におけるロジックモデル案 
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図表 10-12 閉じこもりの要因 

 

（出所）厚生労働省介護予防マニュアル改訂版 

 

一方で、地方公共団体は財政がひっ迫し、また、高齢者の増加を背景として福祉業務の過

多が発生していることを踏まえると、効率的かつ効果的に閉じこもりを防止することが重要

である。 

そこで、高齢者がいつまでも地域でいきいきと暮らし続けるまちを実現するために、サー

ビス提供者のノウハウを活用し、かつ限られた財源を有効に活用可能なスキームである

PFS/SIB を活用して閉じこもり防止の事業を行う。 

 

図表 10-13 本事業の目的と要素 

 

 

なお、サービスの要素は、既存研究やくまもと健康支援研究所をはじめとした専門知見を

有する民間事業者と意見交換を行い、「介入すべき高齢者の効率的な抽出」「身体・認知機能

の維持・向上」「環境整備」の 3点を想定している。 

「介入すべき高齢者の効率的な抽出」については、現状では疾患等が顕在化していないも

ののリスクの高い高齢者を把握することが困難であることを踏まえて、例えば運転免許更新

時に行う認知機能検査を活用した効率的な把握スキームの構築を想定している。 

また、「身体・認知機能の維持・向上」については、認知機能維持向上プログラム、身体機

能維持・向上プログラムを高齢者に提供することを想定している。加えて、当該プログラム

の実施状況を踏まえて場合によっては免許返納も促す。 

「環境整備」については、通いの場や移動手段の提供を行うことを想定している。移動手

段の具体的な方策については次年度に検討する。 
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考えられる。以上を踏まえて、来年度は市町村連携型を前提として、サービス内容の詳細の

検討、それを踏まえたロジックモデルの構築、成果指標の設定、支払条件の設定を行い、令

和 3 年度事業実施を目指すこととなった。 

 

（２） 0 次予防（運動習慣の定着、生活習慣の改善）事業における支援の詳細 

経済産業省が平成 30 年度健康寿命延伸産業創出推進事業にて支援を行い、令和元年度か

ら事業を開始している美馬市版 SIB ヴォルティスコンディショニングプログラムは、疾患

等が生じる前の状態の人を対象に健康増進を目的とした介入を行った。今年度も、健康な人

に対する健康維持に資する取組へのPFS/SIB の活用可能性について複数の相談を受けた。 

これまで、PFS/SIB は介入と成果の因果関係が比較的明確なテーマに対して導入されるこ

とが多い。これに対して、健康な人の健康維持に資する取組、いわゆる 0次予防は、介入と

成果の因果関係を示すことが難しい場合があることから、PFS/SIB の活用が限定的であっ

た。しかしながら、地方公共団体における 0 次予防の必要性が高いことや PFS/SIB 活用の

ニーズの高まりを受けて、本事業において 0 次予防におけるロジックモデル構築を試みた。 

構築に当たっては、DeSC ヘルスケア株式会社より協力を得て「歩く」に焦点を当てたサ

ービス内容（以下「健康増進サービス」という。）を想定した上でロジックモデルを構築した。 

 

図表 10-15 ロジックモデル構築に当たり想定する健康増進サービス内容 

 歩く 

 歩くことによるポイント取得（インセンティブ） 

 歩数管理 

 健康管理 

 自身の健康リスクの把握 

 健康関連情報の取得 

 健康関連の普及啓発 

 

健康増進サービスを含む０次予防は、サービスを受ける住民に加えて、サービスを提供す

る地方公共団体にも成果を創出することから、以下では住民と地方公共団体それぞれのロジ

ックモデルを構築した。 

 

●住民におけるロジックモデル 

既存研究等から、健康増進サービスは、健康リスクの低下、医療費及び介護費の自己負担

の節約、逸失所得の減少の成果（アウトカム）を住民に創出する。 
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図表 10-16 住民におけるロジックモデル 

 

 

●地方公共団体が得る成果を踏まえたロジックモデル 

既存研究や地方公共団体が従来行っている事業内容等を踏まえると、健康増進サービスは、

地方公共団体に対して、歳出適正化・歳入増加、健康増進無関心層から関心層への転換、既

存の公共サービスの質の向上、地方公共団体のPR 等様々な成果（アウトカム）を創出する。 

 

図表 10-17 地方公共団体におけるロジックモデル（歳出適正化・歳入増加） 
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図表 10-18 地方公共団体におけるロジックモデル（無関心層から関心層への転換） 

 

 

 

図表 10-19 地方公共団体におけるロジックモデル（公共サービスの効果的な提供） 
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図表 10-20 地方公共団体におけるロジックモデル（健康地方公共団体としてのPR） 

 

 

（３） 要支援・要介護度の改善事業における支援の詳細 

経済産業省が平成 30 年度健康寿命延伸産業創出推進事業にて支援を行い、令和元年度か

ら事業を開始している大牟田市要支援・要介護者自立支援・重度化防止事業では、介護事業

所利用者の要支援・要介護度の維持・進行抑制を目的として市内の通所介護・リハビリテー

ション事業所に対して介入を行うものである。今年度も、PFS/SIB を活用した要支援・要介

護者の自立支援・重度化防止に関する相談を複数受けたことから、株式会社ポラリスと連携

して、PFSを活用した要支援・要介護者の自立支援・重度化防止の事業スキームを検討した。 

事業スキームは、大牟田市要支援・要介護者自立支援・重度化防止事業を参考にして、①

事業として自立支援・重度化防止を行うケースと、品川区をはじめとして複数の市町村が導

入している②インセンティブ制度があることから、2種類について事業スキームを検討した。 

 

１） 事業として自立支援・重度化防止を行うスキーム 

はじめに地方公共団体と中間支援組織が契約を締結して、中間支援組織が導入可能性調査

等の案件形成支援を行い、成果指標の設定や支払条件の設定等を行う。 

次に、地方公共団体は、サービス提供者、第三者評価機関とそれぞれ契約を締結する。サ

ービス提供者は地方公共団体との契約締結を受けて資金提供者から資金を調達し、サービス

提供を行う。また、第三者評価機関は、サービス提供者がサービス提供を完了した後に評価

を行い、地方公共団体に報告する。 

地方公共団体は評価結果を受けて、あらかじめ定めた支払条件に則って成果に応じた対価

をサービス提供者に支払う。 

サービス提供者は地方公共団体から収受した対価を原資として、介護事業所に対して、利

用者の要支援・要介護度の維持の状況に応じてインセンティブを支払う。また、資金提供者

に償還等を行う。 
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図表 10-21 事業として自立支援・重度化防止を行うスキーム 

 

 

２） 自立支援・重度化防止インセンティブ制度 

前述の１）の事業スキームはサービス提供者が事業の中心主体となって要支援・要介護度

の維持・進行抑制に資する取組を行い、また、介護事業所にインセンティブも付与する。 

一方で、インセンティブ制度の中心主体は地方公共団体である。 

地方公共団体は、要支援・要介護度の維持・進行抑制を実現した介護事業所にインセンテ

ィブを付与する。 

サービス提供者は各介護事業所に対して要支援・要介護度の維持・進行抑制に資する介入

を行う。利用者の要支援・要介護度が維持・進行抑制された場合には、地方公共団体から介

護事業所に対してインセンティブが付与される。 
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図表 10-22 自立支援・重度化防止インセンティブ制度のスキーム 

 

 

 上記の１）及び２）のスキームのメリット及びデメリットは以下のとおりである。 

 １）事業として自立支援・重度化防止を行うスキームにおける地方公共団体のメリットは、

サービス提供者が一元的に介護事業所にサービス提供を行うことから、サービス内容に介護事

業所の参加勧奨を含め、サービス提供者に対して参加する介護事業所数に応じたインセンティ

ブを付与することにより、最大で全介護事業所に対してサービス提供を行うことができる可能

性がある点である。２）インセンティブ制度の場合は、サービス提供者にインセンティブの付

与はなく、参加勧奨は制度を所管する地方公共団体が行うことから、必ずしも参加勧奨の専門

的なノウハウを有しているとは限らず、よって、１）の場合よりも参加する介護事業所数が少

ない可能性がある。また、１）の場合は、地方公共団体が選定した成果の創出可能性の高いサ

ービス提供者がサービス提供を行うという点もある。２）インセンティブ制度の場合、どのサ

ービス提供者の介入を受けるのかについては介護事業所が決めることから、必ずしも地方公共

団体が選定したサービス提供者から支援を受けるとは限らない。 

 ２）インセンティブ制度における地方公共団体のメリットは、原則として事業とは異なり事業

期間等がないために、中長期的にインセンティブ付与の仕組みを維持できる。また、事業スキー

ムがシンプルで分かりやすい点もメリットである。 
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図表 10-27 参加者属性 

 

 

 

２） 本セミナーについて 

① 参加目的 

回答方法を自由記述式としたところ、以下のような回答を得た。PFS/SIB の理解、

今後の検討のためといった回答が多かった。 

 

図表 10-28 本セミナー参加目的 

 

 

② セミナーの参考度について 

第 1 部の各講演及び第 2部とも、非常に参考になったとの回答が最も多かった。  

PFS/SIBについての情報収集

PFS/SIBに関する情報を得るため

PFS/SIBに関心あり、道内初の組成に向けて検討中

PFS/SIBの概要、具体例を知りたかったため

PFS/SIBの手法や具体的な事例により情報収集をするため

PFS/SIBの理解のため

SIBについて知るため

SIBの理解のため

SIBは今後重要なスキームになると考えているため

ウエルネスをコンセプトに施策運営を実施していくにあたり参考にしたかった為

ヘルスケアに関する事業の参与

ヘルスケア分野に関する情報収集のため

ヘルスケア分野の知識の理解

健康経営、ヘルスケアにおける知識習得のため

今後当市でも活用できないか検討するため

市の施策の参考とするため

自社事業にPFS/SIB導入の可能性を考えたいと思ったので

情報収集

新たな取組へのヒント

当会事業のヒントを探すため
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図表 10-29 本セミナーの参考度 

●PFS/SIB の概要について   ●美馬市版 SIB ヴォルティスコンディショニングプログラム

におけるSIB 活用の意義 

                （花岡氏）       （谷氏） 

 

 

 

●個別相談会について 

 

 

３） PFS/SIB の関心について 

① セミナーを受けてPFS/SIB に興味・関心を持ったか 

約 6 割の参加者が「現時点で導入の検討は難しいが、興味・関心がある」と回答し

た。また、約 1 割の参加者は「すでにPFS/SIｂの事業化を検討中である」と回答が

あり、具体的には、ヘルスケア・スポーツ分野、特定保健指導分野での導入を検討し

ているとのことだった。 

 

図表 10-30 PFS/SIB の興味・関心度 

 

 

② PFS/SIB の導入が想定されている分野について 

回答方法を自由記述式としたところ、以下のような回答を得た。 

最も多かった分野はヘルスケア分野であった。健康関連以外の分野としては、中心

市街地再開発、企業支援、教育があった。 
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図表 10-31 PFS/SIB の導入が想定される分野一覧 

 

 

③ 地方公共団体/民間事業者が抱えるヘルスケア分野の課題について 

回答方法を自由記述式としたところ、以下のような回答を得た。 

ヘルスケア分野の課題として、特定検診受診率の向上、禁煙、健康習慣定着、就労

支援等があった。 

 

図表 10-32 ヘルスケア分野の課題について 

 

 

④ PFS/SIB の導入検討にあたり必要と思われる支援、仕組みについて 

回答方法を自由記述式としたところ、以下のような回答を得た。 

PFS/SIB の導入検討にあたり必要と思われる支援、仕組みとして、評価手法の研

究・確立、サービス提供者の確保、成果指標の設定、資金支援、事例、情報提供等で

あった。 

 

  

ヘルスケア 12

健康増進 2

SROI導入 1

苫小牧市など中心市街地再開発 1

健康づくり 1

スポーツビジネス 1

住人及び来館者に向けたウエルネス活動 1

ヘルスケアデータ分析（医療 介護レセプト含む） 1

予防健康 1

企業支援 1

教育 1

ブレスロー、健康習慣の実施率向上、喫煙率の低減

ヘルスケア、シニアの就労支援

ヘルスケアに係る事業の持続可能性、マネタイズ

健康増進、特定健診受診率の伸び悩み

行政が施策を受けるか否か

特定健診受診等の向上策やヘルスケアにに関する情報コンテンツ配信事業を検討

特定健診受診率の向上、シニアの健康

特定保健指導の実施率の向上
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図表 10-33 PFS/SIB の導入検討にあたり必要な支援、仕組み 

 

 

（２） PFS/SIB セミナー第 2回（帯広会場）アンケート結果2 

１） 参加者属性 

参加者のうち約 8割が地方公共団体の職員、約２割が民間事業者の職員であった。 

 

 

図表 10-34 参加者属性 

 

 

２） 本セミナーについて 

① 参加目的 

回答方法を自由記述式としたところ、以下のような回答を得た。PFS/SIB の理解・

関心を深めるためといった回答が多かった。 

 

  

 
2
 参加者 23人、回収数 13人、回収率 56.5％であった。 

アウトカム、効果をどのように評価するか、評価手法の研究・確立が必要

サービス提供者となる事業者の確保、KPIの設定

スタートアップの資金支援やマッチング（ｔo B）

資金、マーケティング、ICT

事例と情報

病院事業の効率化による医療抑制
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図表 10-35 本セミナー参加目的 

 

 

② セミナーの参考度について 

第 1 部の各講演及び第 2部とも、9割以上の参加者が非常に参考になったと回答し

た。 

 

図表 10-36 本セミナーの参考度 

●PFS/SIB の概要について   ●美馬市版 SIB ヴォルティスコンディショニングプログラム

におけるSIB 活用の意義 

                （花岡氏）       （谷氏） 

 

 

●個別相談会について 

 

 

３） PFS/SIB の関心について 

① セミナーを受けてPFS/SIB に興味・関心を持ったか 

約 8 割の参加者が「現時点で導入の検討は難しいが、興味・関心がある」と回答し

た。また、約 2 割の参加者は「すでにPFS/SIB の事業化を検討中である」と回答が

あり、具体的には、高齢者ヘルスケア及びコミュニティ事業での導入を検討している

とのことだった。 

PFS/SIBの事業者としての導入の検討

紹介を受けた

PFS/SIBの概要を知るため

事業について深めてみたかった

PFS/SIBとは

SIB活用可能性模索のため

SIBに関心があったため

PFI/SIBの理解、自治体の取組を知るため

SIBの中身が知りたかった

民間の力を自治体と合わせて活用していく方向を知りたかった
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図表 10-37 PFS/SIB の興味・関心度 

 

 

② PFS/SIB の導入が想定されている分野について 

回答方法を自由記述式としたところ、以下のような回答を得た。 

最も多かった分野はヘルスケア分野であった。次いで子供の体力づくり、スポーツ

のきっかけづくりであった。 

 

図表 10-38 PFS/SIB の導入が想定される分野一覧 

 

 

③ 地方公共団体/民間事業者が抱えるヘルスケア分野の課題について 

回答方法を自由記述式としたところ、以下のような回答を得た。 

ヘルスケア分野の課題として、運動習慣定着、特定検診受診率の向上等があった。 

  

ヘルスケア 4

子供体力向上 1

スポーツのきっかけ作り 1
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図表 10-39 ヘルスケア分野の課題について 

 

 

④ PFS/SIB の導入検討にあたり必要と思われる支援、仕組みについて 

回答方法を自由記述式としたところ、以下のような回答を得た。 

PFS/SIB の導入検討にあたり必要と思われる支援、仕組みとして、制度の利活用

方法、民間事業者と連携する際のネットワーク構築支援等が挙げられた。 

 

図表 10-40 PFS/SIB の導入検討にあたり必要な支援、仕組み 

 

 

10.5.2 ノウハウ集の改訂 

平成 30 年 3 月に公表した「地方公共団体向けヘルスケア領域におけるソーシャルイ

ンパクトボンド導入ノウハウ集」（第 3 版）に、昨今のPFS/SIB に関する政策動向、平

成 29 年度健康寿命延伸産業創出推進事業において事業化の支援を行った広島県及び県

下 6 市によるソーシャルインパクトボンド（SIB）の手法を用いた新たながん検診の個

別受診勧奨業務、平成 30 年度健康寿命延伸産業創出推進事業において事業化の支援を

行った美馬市による美馬市版 SIB ヴォルティスコンディショニングプログラム及び大

牟田市による要支援・要介護者自立支援・重度化防止業務の事業内容を反映し、「地方公

共団体向けヘルスケア領域における成果連動型民間委託契約方式（PFS/SIB）導入ノウ

ハウ集」として更新した。 

 

運動習慣をつけるためのきっかけ

特定検診受信者の向上、男性の健康作り介入方法

ヘルスケア

特定検診受療率の向上+がん検診受診率

制度の進め方

事業者と連携する際のネットワーク構築支援
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12

主に、以下に該当する場合は、PFS/SIB事業を行うことによって創出される将来の行政コスト削減額を算定する。
ただし、STEP１の時点では具体的な行政コスト削減額を算定する必要はない。

• PFS/SIB事業費を、将来の行政コスト削減額をベースにして設定する場合
• 将来の行政コスト削減がPFS/SIB事業実施の目的の一つである場合

行政コスト
削減

現状 PFS/SIB
導入

行政
コスト
100

行政
コスト
50

行政コスト
削減分
（ネット）

20

事業費
20

行政コスト削減分
（グロス）

50

資金提供者
リターン 10

STEP１ 対象テーマの設定 3/9

行政コストの削減額とは

※欧米のPFS/SIB事業では、当該PFS/SIB事業を行うことで創出される将来の行政コスト削減額をベースにしてPFS/SIB事業費を設
定する事業が多い。

【PFS/SIB事業による行政コスト削減イメージ】
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STEP１ 対象テーマの設定 4/9

出所：内閣府HP

【参考：先進PFS/SIB事業のテーマ 1/3】

No 分野 事業名 地方公共団体

１ 医療・健康 大腸がん検診・精密検査受診率向上事業 八王子市

２ 糖尿病性腎症等重症化予防事業 神戸市

３ 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 伊那市

４ 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 長野県下諏訪町

５ 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 南相馬市

６ 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 田村市

７ 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 福島県只見町

８ 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 北海道上ノ国町

９ 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 福井県南越前町

10 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 千葉県長柄町

11 健康寿命延伸のための成果報酬型健康増進プログラム 平塚市

12
ソーシャルインパクトボンド（SIB）の手法を用いた新たながん検診の個別受診勧奨業務 広島県、竹原市、尾道市、福山

市、府中市、三次市、庄原市

13
服薬指導 大分県、別府市、中津市、

豊後大野市

14 SIBを活用した健康ポイント事業（愛称：おかやまケンコー大作戦） 岡山市

15 多摩市国民健康保険糖尿病重症化予防事業【第1期】 多摩市

16 多摩市国民健康保険糖尿病重症化予防事業【第2期】 多摩市
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STEP１ 対象テーマの設定 5/9

出所：内閣府HP

【参考：先進PFS/SIB事業のテーマ 2/3】

No 分野 事業名 地方公共団体

17 医療・健康 飛び地自治体連携型大規模ヘルスケアプロジェクト【第1期】 川西市、見附市、白子町

18
飛び地自治体連携型大規模ヘルスケアプロジェクト【第2期】 宇部市、遠野市、八幡市、指宿

市、美里町

19 国民健康保険適正服薬推進事業 福岡市

20 大腸がん検診受診勧奨PFS事業 浦添市

21 がん検診成果連動型事業所インセンティブ事業 埼玉県

22 鎌倉市生活保護被保護者健康管理支援業務 鎌倉市

23 やまなしデータdeヘルス事業 山梨県

24 豊中市在住・在勤の喫煙者に対する禁煙支援事業 豊中市

25 介護 天理市高齢者の「活脳教室」による認知症予防対策 天理市

26 要支援認定者の生活自立支援 合志市

27 要介護（要支援）認定者の自立支援促進による地域づくり事業【第1期】 大牟田市

28 要介護（要支援）認定者の自立支援促進による地域づくり事業【第2期】 大牟田市

29 要支援・要介護者自立支援・重度化防止業務 大牟田市

30 介護予防「あ・し・た」プロジェクト 堺市

31 ショッピングリハビリによる介護予防事業 雲南市

32 大川市成果連動型認知症予防事業 大川市

33 遊休耕作地を活用した認知症高齢者等の社会参加と認知症予防プロジェクト 奈良市
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STEP１ 対象テーマの設定 6/9

出所：内閣府HP

【参考：先進PFS/SIB事業のテーマ 3/3】

No 分野 事業名 地方公共団体

34 介護 美馬市版SIBヴォルティスコンディショニングプログラム 美馬市

35 まちづくり 東近江市版SIB事業 【第1期】 東近江市

36 東近江市版SIB事業 【第2期】 東近江市

37 東近江市版SIB事業 【第3期】 東近江市

38 東近江市版SIB事業 【第4期】 東近江市

39 地域力強化のためのローカルログイン推進事業【第1期】 久留米市

40 地域力強化のためのローカルログイン推進事業【第2期】 久留米市

41 地域力強化のためのローカルログイン推進事業【第3期】 久留米市

42 西条市版SIB事業【第1期】 西条市

43 西条市版SIB事業【第2期】 西条市

44 児童養護 里親登録支援 大阪府

45 教育 フリースクール事業による不登校の子供への相談・通学指導を通じた自立支援【第1期】 池田市

46 フリースクール事業による不登校の子供への相談・通学指導を通じた自立支援【第2期】 池田市

47 就労支援 引きこもり等の社会的孤立者へのアウトリーチによる就労に向けたステップアップ支援【第1期】 佐倉市

48 引きこもり等の社会的孤立者へのアウトリーチによる就労に向けたステップアップ支援【第2期】 佐倉市

49 岡山市生涯活躍就労支援事業（岡山市生涯かつやく支援センター） 岡山市

50 その他 本庁舎の管理業務等に係るコスト削減支援業務 鎌倉市
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STEP１ 対象テーマの設定 7/9

事業名 対象テーマ設定に至る経緯 行政コスト削減額の考え方

神戸市糖尿病性
腎症等重症化予
防事業

• 腎症は第5期に至ると人工透析が必要となり、年間
500～600万円の医療費が発生。

• 神戸市における国保人工透析患者の年間医療費
は約40億円であり、当該患者の約4割（約350
人）が糖尿病性腎症。

• よって、糖尿病性腎症の重症化予防は神戸市に
とって重要な政策課題。従前より予防に取り組んで
おり、成果の向上を目指してSIB導入を検討。

• 腎症第5期の医療費が約500万円/人・年である
のに対して、第4期の医療費は約50万円/人・年
と言われる。

• 第5期への移行を抑制することによって、大幅な医
療費適正化（約450万円/人・年）が見込まれ
る。

八王子市大腸が
ん検診・精密検
査受診率向上
事業

• がん（悪性新生物）は、国内の死亡要因第一位
であり、年々増加傾向。医療費増大の大きな要因。

• 八王子市の国民健康保険が負担する大腸がん
（確定診断後）の年間医療費は約6.5億円。
（国民健康保険レセプトデータより。疑い例は除
く。）

• これに対し、八王子市はがん対策で全国的にも先
進的な取組（有効性の確立したがん検診による
早期発見）を実施しているものの、受診率の伸び
悩みが課題。

• 更なる成果の向上を目指してSIB導入を検討。

• 早期以外のがん患者の医療費が約252万円/
人・年であるのに対して、早期がん患者の医療費
は約65万円/人・年と言われる。

• 早期がんのステージ進行を抑制することによって、
大幅な医療費適正化（約187万円/人・年）
が見込まれる。

【先進PFS/SIB事業における対象テーマ設定の考え方 1/3】

先進PFS/SIB事業における対象テーマ設定に至る経緯、行政コスト削減額の考え方は以下のとおり。
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STEP１ 対象テーマの設定 8/9

事業名 対象テーマ設定に至る経緯 行政コスト削減額の考え方

広島県ソーシャル
インパクトボンド
（SIB）の手法
を用いた新たな
がん検診の個別
受診勧奨業務

• がん（悪性新生物）は、国内の死亡要因第一位
であり、年々増加傾向。医療費増大の大きな要因。

• 広島県では普及啓発キャンペーン等により、キャン
ペーンに対する県民認知度は約47％（2012年9
月）から約84％（2014年9月調査）に向上。

• 一方で、がん検診受診率は、全てのがん検診につ
いて約40％（2016年度）と厚生労働省が掲げ
る目標値50％に達しておらず、受診率向上が重
要な課題であり、受診率向上を目指してSIB導入
を検討。

• 大腸がんの早期発見により1人あたり約187万円
（八王子市事例参照）の医療費適正化が見込
まれる。

• これに医療費財源負担割合（国を除いた県及び
市町分）56.8％を乗じた1人あたり約106万円
を本事業の医療費適正化効果と設定。

• 医療費適正化効果額をもとに、広島県が医療費
適正化効果を享受できる範囲で成果に応じた支
払額を設定。

美馬市版SIB
ヴォルティスコン
ディショニングプ
ログラム

• 生活習慣病予防、スポーツ活動への参加の促進は
全国的な課題。

• 美馬市は、生活習慣病予防の推進、健康意識の向
上、スポーツ活動への参加の促進その他の健康増進
に係る取組みを官民連携で進める「健康増進に関す
る連携協定」を地元企業と締結。美馬市の進める
「美と健康」のまちづくりに貢献する事業を官民連携で
実施。

• この連携協定に基づき実施される一事業として、運
動習慣の定着等を目指した健康増進プログラムの
提供によるSIB事業を実施。

• 医療費適正化効果額約185万円（総参加者
1,800人のうち運動習慣のない人を720人と仮定
し、このうち６割に運動習慣が身に付き運動機能
が改善すると仮定して試算）が見込まれる。

• 介護費用適正化効果額約430万円（総参加者
1,800人のうち半数が高齢者であり、そのうち基本
チェックリストにおける運動機能の項目５問中３問
以上「問題がある」に該当する人（213人想定）
のうち７割が５問中２問以下に改善すると仮定し
て試算）が見込まれる。

• ただし上記適正化効果額は参考であり、事業費の
設定には用いていない。

【先進PFS/SIB事業における対象テーマ設定の考え方 2/3】
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STEP２ 可能性調査 2/12

• 対象事業・テーマ及び達成したい成果の明確化、事業者公募に当たっての事業者に求める事項の整理を目
的に、以下の項目を整理する。

【主な前提条件の整理項目等】

• テーマや事業分野を踏まえて、サービス提供者、資金提供者の候補事業者をリスト化。

➢ サービス提供者として想定される組織：NPO、株式会社等

➢ 資金提供者として想定される組織：機関投資家、都市銀行、地方銀行、証券会社、信託銀行、クラウドファンディング運
営事業者、助成団体、CSRを積極的に実施している企業等

• 主に以下の項目についてヒアリングを実施。

➢ 参画意向、想定される事業内容、想定される事業費、望ましい事業期間、対価と支払のタイミング、想定される事業ス
キーム、成果創出にあたってのポイント、成果創出に当たって発注者側が留意する点等

• 達成したい成果に対して具体的な成果達成の方策を提案・実施できる事業者がいるかどうか、資金提供の可
能性のある金融機関等がいるかどうか、参画に当たって発注側が留意すべき点（事業条件、支払条件、資格
要件等）を把握することを目的に、サービス提供者となりえる事業者にヒアリングを行う。

【ヒアリングの実施要領】

• テーマを設定した理由、背景
• 達成したい成果と指標の想定
• 現状発生している行政コストの規模

• テーマの達成と行政コストの因果関係
• 既存事業で活用できる補助金を適用できるか確認
• 事業実施に当たっての制約・要求事項

※民間資金の活用を想定しない場合は金融機関等へのヒアリングは必須ではない。

前提条件の整理

関係プレーヤーへのヒアリング
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STEP２ 可能性調査 3/12

【成果指標を設定する上での留意するポイント】

• 事業目的を反映し、かつ民間事業者の事業参画意欲を阻害しない成果指標を設定する（具体的には次頁
参照）。

達成したい成果との関係性が明確である

• 事業目的（達成したい成果＝長期アウトカム）と指標の因果関係が明確で、住民に対して説明できる指標である
こと。

客観的データを用いている

• 活用するデータ、収集する方法が、既に公に認められたもの、もしくは論理的に説明ができるものであること。

短・中期的に出現する指標である

• 事業実施後3～5年以内に発現する指標であることが望ましい。

ゆがんだインセンティブを生まない

• 例えば行政コスト削減のみを成果指標とした場合、質の低いサービスの提供で多額の成果連動支払額を得ると
いった恐れがある。そのため、設定した成果指標に対してどういったリスクがあるか検証した上で、それを回避するため
のスキーム（要求水準、モニタリング、他の成果指標も併せて設定する等）を検討しなければならない。

成果指標の設定
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行政コスト削減額算のステップ

• 前提条件で整理した上位計画等（上位計画等で定めた
目標値等）を踏まえて、達成したい成果の規模を決定。

• 成果の規模によって削減される行政コスト額を算定。（行政
コスト削減分（グロス））

• サービス提供者に対するヒアリングや、事業実施にかかる概算費
用を聞き取る等により、各事業者が想定する総事業費用（資
金提供者リターン、事業費を含む。）を把握。

②達成したい成果の規
模から行政コスト削減

額を算出

③総事業費用の把握

④行政コスト純削減額
を算出

• 前段で把握した行政コスト削減分（グロス）から総事業費用を差し引いて、行政コスト削減分（ネット）を
算出。

※総事業費用が行政コスト削減分（グロス）を上回る場合は、地方公共団体にて前提条件で定めた制約条件等を変更した上で、改めてサー
ビス提供者にヒアリングを実施して総事業費用の削減等を検討する。

• 前提条件で整理した行政コストの規模を参考に算出。

PFS/SIBによ
る行政コスト削
減

現状 PFS/SIB
導入

行政
コスト
100

行政
コスト
50

行政コスト
削減分
（ネット）

20

事業費
20

行政コスト削減分
（グロス）

50

資金提供者
リターン 10

STEP２ 可能性調査 12/12

行政コスト削減額算定の考え方

①現状発生している行
政コストの規模を算出
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STEP３ 予算化のポイント

予算設定の考え方

【既存事業費をベースとした考え方】

現状

既存

事業費

事業費

資金提供者

リターン

削減

効果

PFS/SIB導入

既存事業
費が削減
されること
を定量的
に示す

• PFS/SIB事業費の予算額設定の考え方は以下の３つある。

①費用の積み上げで設定する方法

②既存事業費をベースとして設定する方法

③行政コスト削減額をベースとして設定する方法
【行政コストをベースとした考え方】

現状

行政
コスト

行政
コスト

事業費

削減

効果

PFS/SIB導入

既存の行
政コストが
削減される
ことを定量
的に示す

資金提供者
リターン

【費用の積み上げて設定する考え方】

事業費

見積もりを
ベースとして
事業費を積
算する（従
来型委託事
業と同様）

※予算要求にあたっての留意点

• 成果の発現に伴う対価の支払いは将来発生するため、債務負担行為を取る。

• PFS/SIB総事業費は担当所管課の費用として予算要求する一方で、削減効果は担当所管課に直接創出されるとは限らない。全
庁的な視点で削減効果を評価することが重要である。

• 従来の予算確保の考え方とは異なることから、可能性調査の段階から財政・契約所管の担当者と連携して検討することが望ましい。
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STEP５ 事業者選定

公募資料公表

質疑応答

契約協議を経て契約締結

事業者選定

• 公募資料を地方公共団体のホームページ等に公表。

• 公表した募集要項等に対して応募を予定している事業者等から質問を受け
付け、回答。

• サービス内容、成果、資金調達計画、事業実施コストなどを総合的に評価。

• 必要に応じて第三者による評価や助言を受ける。

• 選定された事業者と地方公共団体の間で契約協議を経て契約を締結。

• 契約締結後事業開始。
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STEP６ 事業実施

• 評価体制は主に２通りある。

①地方公共団体が評価（成果指標の測定、測定結果の確認等）する。

➢ 事業者及び資金提供者が評価に関与できる体制は望ましくない。

➢ 国等に毎年度報告が義務付けられている等の客観的に評価されている指標がベスト。

②必要に応じて第三者評価機関と連携する。

➢ 必要に応じて、第三者評価機関に評価を依頼（委託）する。

➢ 委託費用はPFS/SIB事業費の予算要求と併せて確保する。

➢ 第三者評価機関を設ける場合は独立性があり、関係者と利害がないことが求められる。

• 地方公共団体は、評価とは別に、サービス提供者が募集要項等及び実施計画に基づいて事業を行っているかモニタリ
ングを実施する必要がある。

評価体制

モニタリング体制
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問合せ先

40

本資料について

株式会社日本総合研究所 リサーチ・コンサルティング部門 共創・創造都市グループ

Tel：03-6833-5331 Fax：03-6833-9480 E-mail：200010-sib@ml.jri.co.jp

担当者：大島裕司、黒澤仁子、江頭慎一郎

経済産業省 商務・サービスグループ ヘルスケア産業課

Tel：03-3501-1790 E-mail：healthcare-seido@meti.go.jp

平成28・29年度案件形成支援事業者

●神戸市糖尿病性腎症等重症化予防事業

一般財団法人社会的投資推進財団

Tel：03-6229-2622 E-mail：info@siif.or.jp 

●八王子市大腸がん検診・精密検査受診率向上事業／広島県ソーシャルインパクトボンド（SIB）の手法を用いた新たながん検診の個別受診勧奨業務

ケイスリー株式会社

E-mail：info@k-three.org

平成30年度案件形成支援事業者

●美馬市版SIBヴォルティスコンディショニングプログラム

●大牟田市要支援・要介護者自立支援・重度化防止業務

株式会社日本総合研究所（連絡先は同上）

関係省庁

厚生労働省 政策統括官付 社会保障担当参事官室

Tel：03-5253-1111 内線 7695

※平成29年度・平成30年度・令和元年度保健福祉分野における民間活力を活用した社会的事業の開発・普及のための環境整備事業を実施
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10.6 今後に向けて 

本事業では、PFS/SIB 活用可能なヘルスケア分野の探索、介護人材確保をテーマとした

PFS/SIB モデル事業の検討、個別支援において、他分野及び他主体（複数の地方公共団体、

サービス提供者）に対して次年度以降のPFS/SIB 事業実施に向けた検討を行った。 

次年度以降は、今年度の成果を踏まえて、平成 28 年度以降に健康寿命延伸産業創出推進

事業にて実施したSIB 事業の横展開及び新規分野におけるPFS/SIB 事業の実施を行ってい

く。 

令和元年度は、経済産業省をはじめとして内閣府、厚生労働省等による連携体制が構築さ

れ、国として PFS/SIB を推進していく体制が構築された。次年度以降はこの体制のもと、

ヘルスケア分野へのPFS/SIB をさらに導入していくことが求められる。  
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9 埼玉県健康関連サービス産業会議 〇 〇 

10 大田区ヘルスケア産業振興協議会 〇 〇 

11 未病産業研究会 〇 〇 

12 よこはまウェルネスパートナーズ 〇 〇 

13 川崎市ウェルフェア イノベーションフォーラム 〇 〇 

14 長野県次世代ヘルスケア産業協議会 〇 ― 

15 松本地域健康産業推進協議会 〇 〇 

16 静岡県ヘルスケア産業振興協議会 〇 ― 

17 中部地域 地域版協議会ネットワーク会議 〇 ― 

18 富山市環境未来都市推進協議会 〇 〇 

19 ウェルネスバレー推進協議会 〇 ― 

20 みえライフイノベーション 総合特区地域協議会 〇 〇 

21 福井しあわせ健康産業協議会 〇 ― 

22 大阪健康寿命延伸産業創出プラットフォーム 〇 ― 

23 堺市健康寿命延伸産業創出コンソーシアム 〇 ― 

24 高石市健幸のまちづくり協議会 〇 〇 

25 健康”生き活き”羅針盤リサーチコンプレックス協議会 〇 〇 

26 神戸おかげさま・お互いさまのまちづくり協議会 ― ― 

27 尼崎市未来いまカラダ協議会 〇 ― 

28 わかやまヘルスケア産業革新プラットフォーム 〇 〇 

29 島根県ヘルスケア産業推進協議会 〇 〇 

30 岡山ヘルスケア産業連携協議会 〇 ― 

31 広島ヘルスケア推進ネットワーク 〇 ― 

32 四国の医療介護周辺産業を考える会 〇 ― 

33 とくしま健康寿命延伸産業創出 〇 ― 

34 松山「健康で幸せ実感」ビジネス創出推進協議会 ― ― 

35 九州ヘルスケア産業推進協議会 〇 〇 

36 北九州市健康・生活産業振興協議会 〇 〇 

37 長崎県の介護周辺・健康サービスを考える会 〇 ― 

38 佐世保市健康寿命延伸推進協議会 〇 ― 

39 熊本県健康サービス産業協議会 

熊本県産業振興協議会 健康サービス産業部会 
〇 〇 

40 ウエルネスシティこうし 〇 ― 

41 鹿児島市新産業創出研究会健康部会ヘルスケア産業部会 〇 ― 

42 薩摩川内市地域 成長戦略ビジネス研究会 ― ― 

43 沖縄スポーツ・ヘルスケア産業クラスター推進協議会 ― 〇 
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であるとよいのではないか。医療・福祉と産業がどう連携できるか

というノウハウの共有がいいテーマではないかと思う。具体的にど

うしたらいいかを知りたいので個別の事例がいくつかあるとよいの

ではないか。 

 

11.2.2 地域版協議会アライアンス会合の企画・運営補助 

 

各地域版協議会から、アライアンス会合で得たいノウハウなどについてアンケートを行

い要望を把握した。アンケートより把握したニーズを元に第 2 回地域版協議会アライアン

ス会合を企画・運営し、主に、各省庁からの情報共有と協議会同士が意見交換を行えるグル

ープディスカッションを進めた。また、会合後にアンケートを実施し、今後に向けた課題を

整理した。 

 

（１）各協議会へのアンケート実施と会合企画立案 

 

 地域版協議会アライアンス会合の開催に先立ち、協議会間でのグループディスカッショ

ンの議題を設定する際の参考とするために、会合内での各協議会への出欠確認と合わせて「貴

協議会の活動を活性化させるうえで、他の協議会から得たいノウハウや聞きたい具体的な事

例」についてアンケートを実施した。（図表 11-3） 

 

図表 11-3 事前アンケート結果 

 

・地域住民のヘルスケア推進に向けた地方自治体からの情報収集の実施状況や手法、具体

的な事例について 

・異業種企業の参画促進に向けたノウハウについて 

・健康寿命延伸産業創出推進事業等に対する民間事業者の申請に関する掘り起こしについ

て（特に介護事業者など福祉関係に関して）他協議会にてどのように行っているのか伺い

たい。 

・市民の健康増進の施策について 

・ヘルスケア産業創出の実例について 

・企業のヘルスケア産業への参入事例 

・ヘルスケアサービスの開発にかかる補助金や企業支援施策等（都道府県レベル） 

・生活習慣病予防等に関する民間事業・施策の取組事例（都道府県レベル） 

・健康福祉部局等との連携体制・事例 

・サービス品質評価制度、認証等の創設事例 

・会員拡大方策 

・自走化に向けたノウハウ（会費等徴収事例） 
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・非アクティブ会員の拡大（ただ登録しているだけの会員が増加してきている） 

・活動活発化に資するイベント事例等 

協議会内の事業者の連携促進方法（特にコーディネート手法・人材）、ヘルスケア産業の

創出事例等について関心があります。 

異業種連携による新規事業の創出や事業化に係るニーズとシーズ（地域資源）とのマッチ

ング、実証フィールドとのマッチングの手法等 

・企業の取り扱っている製品や新商品情報の収集方法 

・企業がヘルスケア事業に参入するために必要な支援と実施方法 

・協議会や会員の取り組みを県民に広報する方法 

・企業に役に立つ情報は何か 

・活動指標・数値目標 

ヘルスケア産業の育成のためには、異業種間での連携による新規事業の創出の必要性を感

じており、その橋渡しを協議会が担うことが役割であると考えます。つきましては各協議

会における会員同士の連携の手法や事例をお伺いしたいと思います。また、協議会を自走

させる収益モデルなどについても参考となる事例があればあわせてお伺いしたいと思い

ます。 

各協議会の委員数や所属、委員の構成についてはどのような選定基準で選出したか、また、

協議会の議事内容など。 

会員企業の主体的な協議会運営に移行するためのノウハウ。 

・人的かつ資金的に負担の少ない事業としてまず取り掛かれるものとしてはどういったこ

とがあるか。 

・公的機関との連携を図りたいが、どのようにされているのか。（2～3 年で担当者が変わ

り、その都度関係性がリセットされる） 

・積極的に運営に関わってくれる人材はどのように得ているのか。 

SDGｓやESG 投資といった視点は、企業の注目度も高く、企業の賛同も得やすい。この

ような視点で取り組む地域の取組や企業との連携等について、参考事例があれば共有を図

っていただきたい。 

・産学官連携等によりﾍﾙｽｹｱに関するﾋﾞｼﾞﾈｽ創出のための取組みとして、効果的な事業を

実施されている場合はその概要及びﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟの方策を知りたい。（ﾆｰｽﾞ･ｼｰｽﾞﾏｯﾁﾝｸﾞ、事業

化支援補助等） 

・各協議会会員のﾋﾞｼﾞﾈｽの出口戦略にとって効果的な事業があればその具体策。（展示会

出展支援、試用調達、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ支援等） 

・ﾍﾙｽｹｱﾋﾞｼﾞﾈｽのﾀｰｹﾞｯﾄは主にB2B かB2C のどちらを捉えているか。 

・当方独自の会員商品等の認証ｼｽﾃﾑを作っているが、同様の認証制度がある場合、認証ｼｽ

ﾃﾑの認知度、利用促進を高める方策を実施されていればご教示いただきたい。 

・当方会員のﾋﾞｼﾞﾈｽは、ﾍﾙｽｹｱに関する健康食品等製造が多く、ｻｰﾋﾞｽ関係は少ない。新規

ｻｰﾋﾞｽの創出を図るための方策等があればご教示いただきたい。 
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・新規事業のビジネスモデル構築を支援する施策（補助事業を除く） 

・協議会加入企業同士の事業連携（経営資源の相互補完による事業創出）を促す施策と、

その事例 

・協議会加入企業のサービスと、自治体（保健・福祉部局）の生活習慣病予防サービスや

介護予防サービスのマッチングを促す施策と、その事例（自治体の予防サービスに、協議

会加入企業のサービスを活用した（あるいは活用を促した）事例） 

・協議会に加入している企業の属性（事業規模、業種など） 

・協議会に加入して欲しい企業像（事業規模、業種など） 

・組織の運営における事業費確保（ローカルイノベ支援事業以外の予算措置など） 

・事業継続の手法 

・会員企業等のネットワーク拡充方法について 

・異業種とヘルスケア企業とのマッチングした好事例（事例：観光×ヘルスケア、上手く

いった理由など） 

・会員企業からの協議会に対する要望等を収集方法 

・ビジネス創出を図るための具体的な取組（例えば、マッチング後の具体的なサポート内

容など） 

産業創出、企業誘致に向けた具体的な方策、取組について 

・恒常的なマッチング支援の体制や情報発信の方策が課題となっているため、他地域のコ

ンソーシアムの取組をご教示願いたい。 

協議会の活動をどう地域に浸透させているか、そのノウハウを知りたい。また、会員企業

にメリットのある協議会運営をどのように設計をしていくか、他協議会の実践例を参考に

していきたい。 

・セミナー開催事業や会員への情報提供事業以外の協議会としての独自事業の内容（実証

事業の実施や統一ブランド化など） 

・特に成功事例や成功のポイントについてお伺いできればと思います。 

・情報収集（セミナー等）に参加する企業が多いが、実際にヘルスケア産業へ進出してい

る（進出したい）企業が少ない現状がある。企業がヘルスケア産業へ進出したいと思うノ

ウハウや事業を知りたい。 

・企業が開発したヘルスケア関係製品の販路確保・拡大に関する事業を知りたい。（製品

を開発して終わりではなく、販路支援により企業の利益につながるような事業を実施して

いきたい） 

 

事前アンケートを整理・構造化（図表 11-4）し、特に「①企業・医療関係者・アカデミア

の巻き込み」「②企業・医療関係者・アカデミアとの事業創出」の両軸においてノウハウを知

りたいとの意見が多く見られたため、この 2 テーマを主題としてグループワークを設計し、

それぞれの協議会のアンケート回答を踏まえたグループ分けを行った。 
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図表 11-4 アンケート回答内容の構造化 

 

 

 

（２）第二回地域版次世代ヘルスケア産業協議会アライアンス会合の運営 

 

第二回地域版次世代ヘルスケア産業協議会アライアンス会合を令和元年10月28日に開

催し、26 協議会 38名が参加した。 

当日の議事次第は以下の通り。 

 

日時：令和元年 10月 28日(月) 13：30～16：00 

場所：経済産業省別館 3階 312 共用会議室 

 

＜第１部＞  

１．開会挨拶 

２．関係省庁等からの施策説明 

１）経済産業省商務・サービスグループヘルスケア産業課 

２）厚生労働省老健局振興課 

３）厚生労働省健康局健康課 

４）農林水産省食料産業局食文化・市場開拓課 

５）国土交通省都市局都市計画課 

６）国土交通省住宅局安心居住推進課 

７）国土交通省観光庁観光地域振興部観光資源課 

８）文部科学省スポーツ庁健康スポーツ課 

９）総務省情報流通行政局情報流通振興課 

１０）環境省自然環境局自然環境整備課温泉地保護利用推進室 
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３．アライアンス正副代表団体の選出 

 

＜第２部＞ 

４．事例紹介 

１）北海道ヘルスケア産業振興協議会 

２）熊本県産業振興協議会健康サービス産業部会 

 

５．地域版協議会の活性化に向けた意見交換等 

 ・Healthcare Innovation Hub について 

 ・グループディスカッション 

   ＜テーマ＞ 

    ①企業・医療関係者・アカデミアの巻き込み 

    ②巻き込んだ企業・アカデミアの連携での事業創出 

 

６．閉会挨拶 

 

本会合において、正団体として北海道ヘルスケア産業振興協議会、副団体として熊本県産

業振興協議会健康サービス産業部会が選出された。 
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（３）アライアンス会合実施後アンケートの結果と課題の抽出 

 

会合後に回収した実施後アンケ―トを収集した結果は図表 11-5 の通り。 

 

図表 11-5 アライアンス会合実施後のアンケート結果 

 

 

 

 

省庁からの説明において、想定時間の超過や説明省庁数の多さについての意見が多く挙げ

られた。事前の資料配布などの打ち手が考えられる一方、各省庁が垣根を越えて出席するこ

との意義も大きいため、全体的な時間の延長などの打ち手も検討の余地があると考えられる。 

また、グループディスカッションそのものについては肯定的な意見が見られたため、時間

の確保とテーマの選定についてが今後の課題になると想定される。 

 

11.2.3 既存地域版協議会に対する技術的な運営サポート 

 

地域版協議会が参加するメールマガジンを作成し、情報共有を目的に情報発信した。協議

会からの個別の要望も受け付け、同様にメールマガジンにて情報を発信した。 
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金（ヘルスケアサービス品質評価構築支援事業）」について 

◆公募予定【国土交通省】「特定有人国境離島地域社会維持推進

交付金」について 

2019 年 8月 1日 ◆募集 

【経済産業省】「ジャパン・ヘルスケアビジネスコンテスト

（JHeC）2020」へのエントリーについて 

◆お知らせ・募集 

「Healthcare Innovation Hub（通称：InnoHub）」について 

◆お知らせ 

地方創生SDGs 官民連携プラットフォーム総会及び関連イベン

ト等について 

2019 年 8月 14 日 ◆募集 

【経済産業省】「第二回日中介護サービス協力フォーラム」につ

いて 

2019 年 8月 21 日  ◆募集 

【経済産業省】「健康経営優良法人 2020（中小規模法人部門）

説明会」の実施について、 

【大阪健康寿命延伸産業創出プラットフォーム】「健康産業有望

プラン発掘コンテスト令和元年」募集開始＆説明会開催のお知ら

せ 

◆開催案内 

【日本健康会議】「さが健康維新県民会議 2019～日本健康会議 

in 佐賀～」、「三重とこわか県民健康会議～日本健康会議 in 

三重～」の開催について 

◆補助事業 

【堺市健康寿命延伸産業創出コンソーシアム】ＳＣＢＨ先導的ヘ

ルスケアサービス実装補助事業について 

2019 年 9月 18 日 ◆受付開始 

【経済産業省】「健康経営銘柄 2020」「健康経営優良法人（大

規模法人部門）2020」の選定に向けた令和元年度健康経営度調

査について 

◆受付開始 

【経済産業省】日本健康会議において健康経営優良法人 2020

（中小規模法人部門）の申請受付について 

◆受付開始 

【経済産業省関連イベント】日経ＢＰ 2019 年秋の医療/介護/ヘ

ルスケアイベントについて 
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◆受付開始 

【内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局】地方創生ワカモ

ノ会合について 

2019 年 10月 2 日 ◆募集開始 

【経済産業省】「2nd Well Aging Society Summit Asia-

Japan」一般参加者の募集について 

2019 年 10月 8 日 ◆募集開始 

【経済産業省】「データヘルス・予防サービス見本市 2019」来

場者受付について 

2019 年 11月 29 日 ◆傍聴募集 

【経済産業省】次世代ヘルスケア産業協議会新事業創出ワーキン

ググループ（第 12回）について 

2020 年 1月 9日 ◆募集開始 

【厚生労働省】「実践型地域づくり支援プログラム 成果報告

会」参加者受付について 

2020 年 1月 16 日 ◆傍聴募集 

【経済産業省】健康寿命延伸産業創出推進事業コンソーシアム成

果報告会&地域版次世代ヘルスケア産業協議会交流会について 

  

2020 年 2月 14 日 ◆参加者募集 

【内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局】「スポーツ・健

康まちづくりの推進のための全国説明会」のご案内 

2020 年 2月 17 日 ◆参加者募集 

【島根県ヘルスケア産業推進協議会事務局】 

「島根発ヘルスケアビジネス事業化補助金事業成果報告会」のご

案内 

2020 年 2月 27 日 ◆中止のお知らせ 

【島根県ヘルスケア産業推進協議会事務局】「島根発ヘルスケア

ビジネス事業化補助金事業成果報告会」中止について 

 

11.3 今後の方針 

 地域版協議会に関して、「各省庁が垣根を越えて」情報を共有する場が設計でき、意義のあ

る取り組みとなった。一方で、会合の時間が十分でない点があり、進め方や時間配分につい

てはさらなる検討が必要である。例えば、全体的な開催時間の延長、グループディスカッシ

ョンと省庁からの情報提供を分けた会として実施するなどの工夫が必要と考える。 

 会合では、新たにグループディスカッションの方式を採用した。この進め方そのものにつ

いて否定的な意見はなく、各協議会の発言（特に課題部分について）は活発であった。協議
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会間の意見交換は、各協議会においても求めている内容であると思慮する。 

個別の成功事例を求める声も多数あり、成功事例を各協議会に落とし込むための仕掛け作

りを検討することも重要と考える。例えば、事例解析（ケーススタディ）として、「あるビジ

ネスを展開したい事業者がいた場合の協議会がすべき効果的かつ具体的支援など」について

のグループディスカッションなどが考えられる。
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イオンモール株式会社 開発本部 建設企画統括部 建設企画部 部長 渡邊 博史 

特定非営利活動法人 イシュープラスデザイン 代表 筧 裕介 

エーザイ株式会社 執行役 チーフデジタルオフィサー 兼  

ディメンシア トータルインクルーシブエコシステム担当 
内藤 景介 

株式会社エクサウィザーズ AI ケア事業部 CareTech 部  部長 前川 智明 

神奈川県 政策局ヘルスケア・ニューフロンティア推進本部室  

未病産業担当課長  
本間 健志 

京都府 健康福祉部高齢者支援課 地域包括ケア推進担当 中村 早苗 

京都府立医科大学大学院 医学研究科精神機能病態学 精神医学教室 成本 迅 

慶應義塾大学 医学部 精神・神経科学教室 専任講師 佐渡 充洋 

慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授 認知症未来共創ハブ 

代表  
堀田 聰子 

国立研究開発法 国立長寿医療研究センター 理事長  荒井 秀典 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 自動車ヒューマンファクター 

研究センター 生理機能研究チーム チーム長 
小峰 秀彦 

SOMPO ホールディングス株式会社 

介護・ヘルスケア事業オーナー 執行役 
笠井 聡 

東京海上日動火災保険株式会社 個人商品業務部 専門次長  古市 進太郎 

東京大学大学院 医学系研究科 脳神経医学専攻神経病理学分野 教授  岩坪 威 ◎ 

株式会社博報堂 第一ビジネスデザイン局 局長代理 根本 豊 

日本医師会 常任理事 江澤 和彦 

国立研究開発法人 日本医療研究開発機構 

戦略推進部脳と心の研究課 課長 
草間 真紀子 

特定非営利活動法人 日本医療政策機構 理事・事務局長 乗竹 亮治 

一般社団法人 日本経済団体連合会 産業技術本部 統括主幹  小川 尚子 

日本商工会議所 理事 荒井 恒一 

公益社団法人 認知症の人と家族の会 代表理事 鈴木 森夫 

特定非営利活動法人 認知症フレンドシップクラブ 理事 徳田 雄人 

福岡市 保健福祉局高齢社会部認知症支援課 課長 笠井 浩一 

株式会社マネーフォワード 取締役 瀧 俊雄 

三井住友信託銀行株式会社 特別理事 プライベートバンキング企画推進

部 成年後見・民事信託分野専門部 部長  
八谷 博喜 

株式会社メディヴァ 代表取締役 大石 佳能子 

ヤマハ発動機株式会社 先進技術本部 NV 事業統括部 LSM 開発部 事

業企画グループ グループリーダー 
星野 亮介 

横浜市立大学 学術院医学群 健康社会医学ユニット 准教授 五十嵐 中 

所属先あいうえお順、敬称略 
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機関 認知症イノベーションライア

ンスワーキンググループ 

事務局 

• 既往歴 

• 回答者の属性 

• 性別、年代 

• 認知症ご本人との関係性 

• 認知症ご本人を介護している人

数 

• ストレス状況 

• 日常生活においてご家族が提供してい

る介護の内容 

• 利用している介護保険サービス 

• 保険外サービスの利用状況 

• 精神的・肉体的負荷軽減のための新たな 

介護サービスの利用意向、支払い意向 

• 介護が始まったことによる就労状況の 

変化 

調査時期 2019 年 11月 1 日～5 日 

対象者・ 

サンプル

数 

下記の条件を満たす方、

1,481ss 

• 認知症と診断されたご

家族 

（以下、認知症ご本人）

がおり、 

• 認知症ご本人の主な居

住地が主に介護施設で

はなく、 

• 認知症ご本人がご家

族・介護事業者・その

他の方からの介護を提

供されている 

• 回答者本人がなんらか

の認知症介護を担って

いる 

 

12.3 事業の成果 

12.3.1 認知症イノベーションアライアンスＷＧ運営支援 

認知症の方や認知症の方を支える支え手の課題・ニーズに対応するソリューションの創出・

社会実装に向けた議論を行う、認知症イノベーションアライアンス WG の運営を支援した。

具体的な事業の成果は下記の通り。 

 

（１）認知症の方と関連する主体の抱える課題・ニーズの整理 

認知症イノベーションアライアンスWG での議論、及び、認知症未来共創ハブの当事者イン

タビュー結果を基に、整理された課題・ニーズマップ案を下記に示す。なお、当マップ案は、

今後実施される認知症に関わる実証等の結果をもって、更なるブラッシュアップが行われる

ことを前提に、案として整理がなされた点、留意が必要である。 

認知症の人にとっての生活課題・ニーズのみを抽出し、5 階層（自己実現・経済活動・社会

性・生活基本要件・生理的要件）に整理した。なお、赤色は認知症特有、青色は認知症特有

ではないもののイメージとして整理した。 

図表 12-4 課題・ニーズの整理マップイメージ 
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なければ、サービスだけがそろっていても実際に利用するまで至らない。 

とても難しいことがだが、介入前後で効果を出すためには民間セクターが総力を挙げ

て形を作る必要がある。 

 

【正しい理解に基づく認知症予防（進行抑制）の重要性】 

 感情をあおるのではなく、正しい理解に基づく自律的な予防行動を促すことは重要な

ことである。社会実装する際には、「効く・効かない」といった表現ではなく、どのよ

うな表示の仕方であれば、予防に対する正しい理解につながるのかを検討する必要が

あるだろう。 

 

【予防（進行抑制）と共生の関係】 

 予防（進行抑制）と共生のソリューションは一体として提供されることもあるのでは

ないか。公的な介護保険サービス等はありつつも、既存の社会資源や新たなサービ

ス・テクノロジーを使うことで、出来るだけ軽度な状態に居続けられることを目指す

必要があるのではないか。 

 

【市場のとらえ方】 

 認知症の方特有のニーズを拾うことは必要であるが、開発した商品・サービスの社会

的・ 経済的インパクトを考えると、共通したニーズを持つ方が認知症の方以外でも

どのくらいいるかを開発当初から考慮することで、スピードが加速されるだろう。 

 

【データの取扱い】 

 事業化・マネタイズを目指すにあたって、企業が主体となり実証実験を実施するケー

スも多くなっている。他方、個人のデータを取り扱うことについて、個人情報保護の

観点から非常に慎重な流れになっている。どのように同意を取得するか、また、情報

銀行という新たなスキームもある中で、イノベーションを起こすためにどのようにデ

ータを扱っていくか、共有していくのかについても議論すべき。 

 

（２）認知症の共生に向けた取組 

上記の課題・ニーズマップ（案）の整理を踏まえ、認知症の人や関連するステークホルダー

の課題・ニーズへ応えるソリューションのサービスの“質”の計測の必要性と、社会的・経

済的インパクト分析について議論がなされた。  
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図表 12-10 ステークホルダー別社会的・経済的インパクト仮説 

 

出所：「認知症イノベーションアライアンスワーキング～中間とりまとめ報告書～」 

令和 2年 3月 27 日 

 

すでに、認知症との共生に向けた製品・サービス開発が進められているところではあるが、

認知症の人・自治体・介護施設・家族などの各ステークホルダーにとって認知症フレンドリ

ーであるかをどのように評価するのか、どの程度社会的・経済的なインパクトが見込まれる

かを分析する必要性が指摘された。 

 

具体的に、今後実施が予定されている令和元年度サービス産業強化事業費補助金「認知症共

生社会に向けた製品・サービスの効果検証事業」に取り組む際に、組み込むべきこととし

て、下記 5 点について議論がなされた。 

 実証テーマ 

 実証事業の評価指標 

 実証の手法 

 実証フィールドの組成 

 実証事業の結果を踏まえた施策等への反映 

 

実証テーマ案は、認知症の方の①生活課題・ニーズと②認知機能の状態、③ステークホルダ

ーの組合せによる複数テーマを想定することが示された。  

本人 家族
介護施設
福祉関係者

自治体・地域

介護費のインパクト
家庭内での

            の
インパクト

介護離職等
による就労機会
損失の改善

介護施設や福祉
関係者の生産性
向上・業務改善

地域における
経済・消費の

活性化

創造的
価値

介護施設の
魅力向上

社会参画
自己実現

企業等

人材確保

企業の
          

の向上

認知症本人の
           

の増加

認知症本人の
顧客満足度

向上
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【具体的なテーマについての議論】 

 高齢者における金融詐欺をいかに防止できるかに取り組みたい。例えば、家族と疎遠

となっている方は被害にあいやすいと指摘されている。相続に至る手前の段階で詐欺

にあわないような社会としたい。 

 経済活動を奪わずに、意思決定を支援していく仕組みに挑戦する必要があるのではな

いか。意思決定をどのように支援するのか、認知機能が低下しているという意識が低

い状態の際にどのような支援がありうるのか、どのように安定した契約関係を構築で

きるのかといった課題に取り組む必要がある。  

 認知症ご本人が働くことを支援する就労支援をテーマとすべき。認知症の方だけを対

象とすると市場が狭いが、将来的には働きにくさを抱える介護・育児中の方などへ対

象を広げることで将来性を見いだせないか。 

 人手不足が大きな課題となっている業界（例：配送業等）における介護事業者への配

送委託を通じて、認知症本人の社会参加機会を創出していくようなテーマがあっても

いいのではないか。 

 

【テーマ選定の視点についての議論】 

 今既に認知症の方に関わっている介護事業者などだけでなく、他の産業を幅広く巻込め

るかどうかという観点からテーマを評価してはどうか。 

 介入前後で効果を出すためには民間セクターが総力を挙げて形を作る必要があると感

じる。業界横断的、且つ、複数のサービスやプログラムを統合し提供することを目指す

べき。 

 異業種間での連携は非常に重要であるが、すり合わせがボトルネックとなる。公的な介

護保険サービスとインフォーマルな地域にある資源や企業をつなぐために、地域の支援

者であるNPO やケアマネジャーの参画が重要なポイントになるのではないか。 

 実証結果が定量的に示せるかは将来的なビジネス化を想定した際に重要。テーマ選定と

評価指標の設定はセットとして議論すべき。また、実証テーマはビジネスとしてスケー

ルするかがわかるようにする必要がある。 

 省人化しビジネスを進めて行けるかはビジネスとなるかの一つの観点。実証事業の際も

テクノロジー活用有無を加味すべき。 

 MCI という段階も考慮すべきと考える。 企業からすれば認知症になった方というのは

市場としては小さくなる。その前の健常な人、MCI の人は人口としては多いので、そう

いった方々に対するビジネスも含め、切れ目のないサービス・ビジネスを検討すべきで

はないか。 

 

【ソリューションの方向性】 

 認知症のある方は非常に個人差が大きい。そのため、ベースとしての基本的なニーズ

の解決と、その人の特性に応じたサービスの 2 段構えでソリューションを開発してい

く必要性があるのではないか。 
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２）実証事業の評価指標 

【具体的な評価指標について】 

 これまで医学領域では、ファンクションの改善に焦点が当たってきたが、主観的な

Well-being を計測する手法開発も進められている。機能改善が若干であっても本人が

尊重される感覚があがるのであれば社会的にはインパクトがあると言えるため、こう

した指標の組み入れも検討すべき。 

➢ 認知症本人のQOL：EQ-5D（代理回答者用EQ-5D プロキシ） 

➢ 認知症本人のBPSD の軽減：Behave-AD 

➢ 介助者の負担：J-ZBI（zarti burden index) 

 Well-being 指標については、諸外国で研究されている指標を活用するなど工夫が必

要。 

 医学的なエビデンスだけでなく、（テーマによっては）介護施設のスタッフの離職率低

下や生産性向上といった観点も必要。 

 認知機能が低下しても資源をシェアし買い物や病院に自分で移動できるといったこと

を示す、自立・自立度が一つの指標になるだろう。    

 公的な社会保障費への影響を検討する場合、認知症では透析治療のような高額医療が

存在していないため、介護費を正確にとることが中心になるのではないか。 

 評価指標は、何を目指すかの言い換えである。大変さや不安をどの様に軽減できるか

だけでなく、生きがいを持って自分を大切にする/したいといったといった意味合いの

尺度を設定する必要もあるのではないか。 

 Love and Friendship のような項目が組み込まれた ICECAP の様な評価指標の組込み

も検討すべき。 

 認知症のある方の性格を評価するような指標を入れてもいいのではないか。評価指標

が多くなりすぎると負担が増えるため、全てにおいて組み込むかは要議論であるが、

同じ商品・サービスを同じような症状の方を対象に提供しても、性格によって受け止

め方が異なる可能性があると考えている。心理学のビッグ・ファイブの様な指標の導

入を検討してはどうか。 

 

【版権のある評価指標の活用に際して】 

 これまで議論になった評価指標については、版権が存在するものもある。その場合、

コンソーシアムごとに許諾を取るのは非常に手間がかかるため、実証事業全体とし

て、許諾を得る・費用を支払う様な体制を整えるべきではないか。 

 

【評価指標設定にあたっての視点】 

 費用対効果という視点を組み込むのであれば、支払者がどのくらいの予算を持ち、い

くらまでならば支払えるかを要素として組み込むべき。保険者以外の支払者となりえ

る主体を明確に定める必要がある。 
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 実証毎のスペシフィックな指標と、何らかのユニバーサルな（複数実証の横串指標）

指標と双方を組み入れるべき。 

 対象となる方が実証全体として、かなり幅広く設定されるようであれば、横串指標は 2

つのセットを用意するなどの工夫が必要ではないか。 

 実証結果を公開した際に適切な評価を受けるためには、短期的に狙うことができるア

ウトカムと、その次のステップとしての波及効果を段階的に分けて評価していくべ

き。 

 医学的な評価指標だけでなく、経済活動そのものを指標とすることも検討すべき。 

 簡易的に市場規模を試算する際に、ユーザー数と利用頻度を用いるが、そのサービス

を使ったお客様の満足度の高さや、どのくらいの頻度で利用したくなるのかといった

視点を実証に組み込めると企業側にとってわかりやすくなるのではないか。 

 

３）実証の手法 

 どの様な介入をして、どのようなエンドポイントが見えるかによって実証対象者規模

が全く変わってくる。PoC の場合は数件でもよいかもしれないが、モノによっては

RCT で有意差を評価すべき。認知機能を評価する場合は 1000-2000 人規模が必要。 

 想定顧客として自治体向けなのか、介護事業者向けのビジネスを組み立てるのかとい

ったターゲットの違いによって実証期間や実証後の立ち上がりの時間軸が異なるだろ

う。 

 これまで、個人情報保護の側面からの難しさもあり、医学的な側面から評価したデー

タと民間企業が持つ経済活動データを突き合わせた実証は実現できていないため、仕

組みづくりから進める必要があるのではないか。 

 様々な介入や医療技術の価値の測り方について、これまでの視点以外も組み込むべき

という議論が出ている。継時的に認知機能の状態を計測しながら、様々なデータを蓄

積することが（様々なソリューションを）評価をする基礎として重要ではないか。 

 

【認知症のある方の意思を尊重する仕組みの導入】 

 認知症のある方の意思を尊重した実証とすべきである。そのためには、ご本人が意思

決定ができる段階においては、認知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支

援ガイドラインや、Advance Care Planning の考えを活用し、意思を確認するプロセ

スを組み込むことや、医師が確認できなくなった際に誰を代理意思決定者とするのか

等、意思決定を支援するプロセスを明確にしておく必要がある。 

 また、実証事業に参加する方は、基本的な認知症への理解や、認知症のある方への関

わり方を踏まえることが実証事業がうまくいくための必要かつ前提条件となる。他人

事ではなく、認知症を知り・理解することを一つずつ落とし込んで共有することが必

要だろう。 

 消費者庁を中心に議論している消費者契約の見直しなどの議論も踏まえた上で、プロ

セスを示してほしい。 
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 実証スタート時に得る同意だけでなく、時間とともに症状が変化することを踏まえる

と、実証後一定の期間が経た後の期間中に同意を取得しなおすといったプロセスも必

要なのかもしれない。 

 

４）実証フィールドの組成 

【蓄積データの開示について】 

 あくまでも実証結果は、特定の実証事業の結果ではあるが、蓄積されたデータ等を異

なる事業者が見た際に気づきをもたらすのではないか。蓄積データの開示可能性（同

意取得方法）も併せて検討してほしい。 

【実証結果の示し方】 

 企業としては、どのくらいの市場が狙えるかが示されるとGo/Not Go が判断しやすく

なる。実証結果として市場規模感を明示的に示せるように設計してほしい。 

【フィールドの役割として】 

 認知症を対象とした場合、RCT 的なエビデンスだけでなく、生活に寄り添ったエビデ

ンスづくりが必要になるだろう。認知症本人を巻き込みながら、認知症に関する社会

的な課題仮説のアップデートと、評価指標づくりを進めることができるような持続可

能なフィールドづくりが必要ではないか。 

【フィールドの確保・募集の視点】 

 協力を自治体に求める際、複数の自治体に依頼し、連携が必要である。テーマとして

は、地域で在宅で暮らしていくことを支えるものや、ご本人から話を聞き、サービス

の感想が自治体に返るものは受け入れられやすい。 

 

５）実証事業の結果を踏まえた施策等への反映 

 標準化の議論に係るかもしれないが、実証結果を単純に介入群と非介入群での効果を比

較できるだけでなく、認知症ご本人の状況に合わせた必要なサポート量等の目安を示す

ことができるようにできないか。 

 お世話やケアといった視点だけでなく、認知症の方の能力を引き出すといった視点を組

み込むべきではないか。サポートとハードルを使い分け、それを図る物差しがあると多

様な民間企業の参入が促しやすくなるのではないか。 

 イギリスの様に、ビジネスセクター別に、現在手を打たないと将来的にどのくらいの客

を逃すことになるかを示すなど、ソーシャルビジネスケースが蓄積できるような仕組

み・業界団体別のガイドライン作成を目指すべきではないか。 

 諸外国での動きも踏まえ、そもそも国が認知症フレンドリーであるという認証をするこ

と自体の必要性を議論したほうが良いのではないか。 

最低限のことを満たしているかを確認する方法や、ダメなものにフィルターを掛けると

いった認証のあり方自体を議論する必要があるだろう。 

 認知症フレンドリーな商品・サービスは、非常に多様であり、それらの科学的基準も非

常に多様となっている。どのような基準作りが進められているかをオープンにするなど
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の工夫も必要だろう。 

➢ オランダでは、VILANS という公的な組織内で、認証を実施している。マグカップ

からアプリまで様々なモノの認証を手掛けおり、画一的ではなく多様な基準づくり

を認めるべきと考えているようだ。 

多様な基準作りを進める一つの策として、論文ベースで科学的基準に関する情報を

収集し、組織内でサイエンスクオリティの認証を行っている。良いと判断された概

念については、公開をして広めていくプロセスを取っているようだ。 

➢ タイでは、生活者に向けたサイエンスコミュニケーションを重視し、どのようなこ

とを提示してよいのか・コミュニケーションの基準づくりに取り組んでいるようだ。 

 当事者参加の仕組みについて、実証事業を通じて、一定のシステマチックな方法を確立

できるとよいのではないか。当事者団体が実証事業に参加することで、運営資金が入る

ような仕組みを作れるようになるとよいのではないか。 

 

12.3.2 認知症の人の家族の実態・課題調査 

令和元年 11 月 1～5 日の期間で実施したインターネットアンケート調査結果を下記に示す。 
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（１）週当たりのインフォーマルケア時間 

週当たりのインフォーマルケア時間として、介護種別あたりの週当たり頻度と 1 日当たりの

時間の回答から平均値を算出した。 

認知症の方の要介護度別に整理した結果は下記の通り。 

総じて介護度が上がるとインフォーマルケア時間が長くなる傾向にあるが、買い物同行や通

院の付き添い、そのほかの外出の付き添い、金銭管理などは介護度によらないという傾向が

見て取れる。 

図表 12-15  要介護度別 週当たりのインフォーマルケア時間 

単位：時間（ｈ） 

 

*：週当たり頻度（週何日発生しているか）×1 日当たり時間（選択肢レンジの中央値を採用、

例：1～14 分の場合 7.5 分、最大値の場合は下限値を採用、例：300 分以上の場合 300 分）

を乗じて週当たり時間を算出し、平均値算出。 

**：厚生労働科学研究費補助金（認知症対策総合研究事業）分担研究報告書 佐渡充洋他「我

が国における認知症の経済的影響に関する研究 認知症のインフォーマルケアコストの推計」  

出所：認知症イノベーションアライアンスWG 事務局「認知症のご家族への調査」 

2019 年 11 月実施 
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参考）先行研究**
単位：時間/週

ADL IADL SV

要介護認定を受け
ていない(n=88)

0.5 0.5 0.3 1.6 1.7 0.6 1.6 0.8 0.8 1.0 1.0 0.7 0.4 0.2 0.6 5.6 1.4 19.3 ― ― ―

要支援1(n=79) 0.4 0.2 0.1 0.9 1.8 0.3 0.9 0.2 0.6 0.6 1.3 0.5 0.4 0.7 1.1 3.8 0.8 14.5 2.39 7.80 13.50

要支援2(n=100) 0.5 0.3 0.2 1.2 2.0 0.3 1.2 0.6 0.7 1.0 1.3 0.5 0.3 0.2 1.1 3.3 1.8 16.6 11.11 10.70 25.37

要介護1(n=276) 0.3 0.2 0.1 1.1 2.8 0.4 1.4 0.3 0.6 1.2 1.1 0.6 0.6 0.3 1.0 3.9 2.2 18.1 6.55 12.37 22.96

要介護2(n=307) 0.5 0.8 0.4 2.1 2.7 0.9 2.0 0.6 0.7 1.5 1.4 0.7 0.8 0.3 1.3 4.2 1.3 22.1 9.71 12.63 27.63

要介護3(n=299) 0.7 1.3 0.6 2.6 2.8 1.2 2.3 1.2 0.4 1.5 1.3 0.8 0.8 0.5 1.1 4.7 1.6 25.5 14.37 12.45 28.19

要介護4(n=152) 0.6 1.8 0.9 3.3 2.4 1.6 2.2 1.5 0.5 1.2 1.1 0.5 1.1 0.7 1.2 5.8 1.2 27.7 19.19 14.17 31.56

要介護5(n=123) 0.6 2.3 0.9 3.8 3.3 1.5 2.0 1.3 0.4 0.9 0.7 0.5 0.9 0.8 1.0 4.6 3.5 29.1 23.66 14.51 31.35

要介護度は把握し
ていない(n=51)

0.2 0.1 0.1 0.5 1.6 0.2 1.0 0.4 0.4 0.9 0.6 0.2 0.1 0.1 0.2 2.8 4.4 13.9
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日常生活自立度別に整理した結果は下記の通り。日常生活自立度が高くなると家族のインフ

ォーマルケア時間が長くなる傾向にある。 

図表 12-16 日常生活自立度別 週当たりのインフォーマルケア時間 

単位：時間（ｈ） 

 

出所：認知症イノベーションアライアンスWG 事務局「認知症のご家族への調査」 

2019 年 11 月実施
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ランクⅠ（n=224) 0.3 0.2 0.1 0.9 2.3 0.3 1.1 0.3 0.8 1.1 1.0 0.6 0.4 0.3 0.7 3.9 2.1 16.5

ランクⅡ(n=477) 0.4 0.5 0.2 1.6 2.6 0.5 1.5 0.4 0.6 1.2 1.2 0.7 0.6 0.3 1.1 4.2 1.1 18.7

ランクⅢ(n=414) 0.6 1.0 0.6 2.3 2.7 1.0 2.1 0.9 0.4 1.4 1.3 0.6 0.7 0.4 1.0 4.6 2.2 23.9

ランクⅣ(n=278) 0.6 1.7 0.7 3.3 2.7 1.4 2.2 1.5 0.4 1.3 1.2 0.6 0.9 0.7 1.0 4.9 2.4 27.5

ランクM(n=47) 0.9 3.4 1.4 4.1 3.3 2.3 3.0 1.4 0.8 1.1 1.5 1.1 1.3 1.1 2.5 5.7 0.9 35.8

日常生活自立度は
把握していない(n=41)

0.3 0.4 0.4 1.5 1.1 0.5 1.0 0.4 0.6 0.5 0.9 0.3 0.7 0.5 1.6 2.4 3.6 16.9
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*：サンプル数が少ないため、参考値、**：有意差は確認していない。 

出所：認知症イノベーションアライアンスWG 事務局「認知症のご家族への調査」 

2019 年 11 月実施 

 

保険外サービスを利用しているという回答を選択した回答者に、月額の支払い額を確認した

ところ、保険外サービスを利用している回答者の平均月額支払額は下記の通りとなった。な

お、月額支払額は選択肢の中央値を利用し、保険外サービスを利用しているという回答者数

を用いて、平均月額支払額を算出 

 

図表 12-20 保険外サービスへの平均月額支払額 

 

*：各セルのサンプル数が少ないため参考値。 

出所：認知症イノベーションアライアンスWG 事務局「認知症のご家族への調査」 

2019 年 11 月実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配食 調理
掃除・洗

濯

買い物
（宅配は
含まな
い）

ゴミ出し 外出同行

移送サービ
ス（介護・
福祉タク

シーなど）

見守り・声
かけ

定期的な
通いの場

その他

平均月額支払額（円） 10,282 7,856 3,928 5,659 2,534 3,596 4,705 4,639 10,653 11,376

利用者数（人） 303 111 152 110 59 83 219 90 235 85

参
考*

要支援1 11,233 2,000 3,269 12,000 2,500 3,786 3,808 4,000 2,300 10,400

要支援2 9,432 5,611 3,200 10,167 1,500 6,500 3,423 3,643 9,146 10,583

要介護1 8,040 4,773 3,708 2,567 1,500 2,750 2,780 3,417 9,943 1,136

要介護2 8,854 7,100 3,952 3,260 1,357 3,563 4,500 3,559 9,837 14,038

要介護3 12,197 10,224 4,371 5,000 4,071 2,722 5,255 4,658 13,726 10,614

要介護4 10,744 6,944 3,630 5,409 1,786 3,400 4,371 7,455 13,233 22,222

要介護5 11,800 9,031 5,563 7,731 4,700 5,125 6,532 6,227 11,000 18,292

要介護認定を受けていない 12,889 6,000 750 8,100 3,500 4,300 4,875 1,250 4,409 500

要介護度は把握していない 14,500 10,500 － － － 2,000 5,643 1,000 6,167 500

その他 － 30,500 － 20,500 － － 5,500 20,500 － －
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（４）認知症介護に伴う精神的・肉体的負担を軽減する保険外サービスの利用意向 

認知症介護に伴う精神的・肉体的負担を軽減する保険外サービスに対する支払い意向は、平

均で 1万 8 千円程度であった。 

 

図表 12-21 認知症介護に伴う精神的・肉体的負担を軽減する保険外サービスへの支払い意

向 

単位：円 

 
*：サンプル数が少ないため参考値。 

出所：認知症イノベーションアライアンスWG 事務局「認知症のご家族への調査」 

2019 年 11 月実施 

精神的・肉体的負担が強く、保険外サービスや ICT 等を活用した新しい介護サービスを使

いたい介護種別としては、入浴が多く選択された。 

  

n数 平均月額支払意向額

全体 1,481 18,085

要支援1 79 16,495

要支援2 100 16,016

要介護1 276 14,213

要介護2 307 17,727

要介護3 299 23,093

要介護4 152 19,497

要介護5 123 21,501

要介護認定を受けていない 88 12,939

要介護度は把握していない 51 14,412

その他* 6 21,333
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図表 12-23 要介護度別 精神的・肉体的に負担が強く、保険外サービスや ICT 等を活用

した新しい介護サービスを使いたい介護「1 つ目」（単一回答、n=1481） 

出所：認知症イノベーションアライアンスWG 事務局「認知症のご家族への調査」 

2019 年 11 月実施 

（５）要介護度別 インフォーマルケア時間×精神的・肉体的負担軽減要望度 

前述のインフォーマルケア時間と精神的・肉体的負担が強く新たな介護サービスを利用した

い意向について、要介護度別にクロス集計を行った。なお、精神的・肉体的負担が強く新し

い介護サービスを使いたい介護については、3 つまで回答可能としたため、選択順に重みづ

けを行い、精神的・肉体的負担軽減要望度として整理した。具体的には、1 つ目に選択され

た回答結果を 3 点、2 つ目を 2 点、3 つ目を 1 点、選択されなった回答を 0 点とし、回答者

数平均の点数を算出した。 

 

要支援 1,2 では、入浴の負荷軽減要望が高い。次に通院の付き添い・コミュニケーションと

続く結果となった。 

  



















237 

 

既往歴として、高血圧が一番多く選択された。続いて、いずれもなし、がんといった順であ

った。 

図表 12-35 回答対象となる認知症の方の既往歴（n=1,481、複数回答） 

単位：回答数 

 

出所：認知症イノベーションアライアンスWG 事務局「認知症のご家族への調査」 

2019 年 11 月実施 

（８）調査回答者属性 

本調査の回答者属性を下記に示す。 

本調査の回答者は、約 90％がご家族 3人“まで”で認知症介護にあたっているとの回答だっ

た。要介護度別にみると、要介護 2 以上において 3 人で認知症介護にあたっているという回

答が増加する傾向がみられた。 

図表 12-36 回答者属性 認知症介護にあたっている人数（n=1481、単一回答） 

単位：回答者数 
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出所：認知症イノベーションアライアンスWG 事務局「認知症のご家族への調査」 

2019 年 11 月実施 

 

回答者の居住地域は下記の通り。 

図表 12-40 回答者の地理的分布（n=1481、単一回答） 

単位：回答者数 

 
出所：認知症イノベーションアライアンスWG 事務局「認知症のご家族への調査」 

2019 年 11 月実施 

 

12.4 今後の方針 

認知症の予防（進行抑制）・共生に関わる取組の社会実装の加速を進めていくに際しては、前

述の実証事業の進捗や直面した事業運営上の課題を踏まえた検討が必要である。一方で、令

和元年度の認知症イノベーションアライアンスＷＧにて検討がなされた内容は、認知症の人

や支え手の課題・ニーズに対応したソリューションの具体的なイメージ、それらを評価する

量的質的な評価指標・手法が中心であり、今後、実証事業などを通じて先鋭化されたソリュ

ーションを社会に浸透させていくに当たっては、そのサービスが基礎的・普遍的に必要とさ

れるものであるのかどうか、そのサービスの提供主体・提供される場の観点などから公的保

険サービスとの住み分け等の制度面を踏まえた効果的なサービス提供方法の検討がなされる

必要があるのではないか。 

 

また、認知症イノベーションアライアンスWG において、認知症の方、及び、家族、ステー

クホルダーが抱える課題・ニーズの現状整理を行った中においても、認知症特有でない高齢

者の生活上の課題・ニーズが抽出されたように、生涯現役社会の実現に当たっては、認知症

に限らず介護につながる疾患や症状全体を踏まえた論点を抽出することが必要であると考え

る。今後、認知症以外も含め、高齢者や家族が尊厳と希望をもって自分らしい生活を営む生
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涯現役社会の実現にあたり、新たなソリューションの開発が必要となる分野の抽出・議論が

必要であると考える。
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 次世代ヘルスケア産業協議会「アクションプラン２０１９」に基づく調査等 

 

13.1 「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」を踏まえた業界自主ガイドライ

ンのロゴマーク作成 

13.1.1 背景・目的 

利用者が安心してヘルスケアサービスを利用できる流通の仕組みを整え、継続的にヘルスケ

アサービスの品質を評価できる環境整備を図ることを目的として、平成 31 年 4 月経済産業省か

らヘルスケサービスを提供する事業者の属する業界団体等が策定するガイドラインや認証制度

（「業界自主ガイドライン等」）のあり方が提示された。 

本事業では、「ヘルスケアサービスガイドライン等のあり方」を踏まえた業界自主ガイド

ライン等を策定・改定されたことを自己宣言いただいた団体が利用可能なロゴマークの作成を行

った。 

 

13.1.2 実施内容 

下図に示す通り、ヘルスケアサービスガイドラインを理解し遵守される企業等に与えられる

マークという所から、いきいきと手をのばす人とチェックマークを組み合わせたロゴマークの作

成を行った。 

3つの柱「透明性（水色）」「客観性（黄色）」「継続性（黄緑）」をイメージした円により、ヘ

ルスケアサービスが社会実装され継続していくイメージを表現している。 

 

図表 13-1 作成したロゴマーク 

 



243 

 

 終わりに 

本事業は経済産業省において実施された健康寿命延伸産業創出推進事業の 6年目であり、今

年度は大きく区分すると、１．健康経営銘柄や健康経営優良法人認定等に関する調査、２．健

康経営の評価等に係る調査、３．地域における健康経営や SIB、地域版協議会等の地域への施

策展開に向けた調査、４．生涯現役社会実現に向けた調査等を実施した。 

 

大企業向け健康経営・健康投資の普及促進においては、6 年目となる健康経営度調査及び健

康経営銘柄選定の取組みを実施し、過去 5年間で最も多いアンケート回答数 2,328社となった。 

大企業においては昨年度に比べ 528社増加しており、これは健康経営優良法人の大規模法人

部門において、上位 500 社が認定される健康経営優良法人－ホワイト 500－と、それ以外の健

康経営優良法人の区分設計による効果といえるだろう。今後は引き続き健康経営の普及促進に

向けて、現状上向きの認知度をさらに高めつつ、健康経営の効果についての理解促進を図り、

健康経営の質の向上につなげていくことが必要である。 

 

中小企業向けの健康経営・健康投資の普及促進においては、健康経営優良法人 2020 中小規

模法人部門として 4723法人が認定された。これは 2019認定の 2503法人から 2000件以上の増

加となっている。健康経営優良法人認定制度の説明会にも多数の参加が得られ、地域における

健康経営への関心の高さも伺えた。 

今後中小企業においてさらに健康経営を普及させるためには、国の顕彰制度以外に、地域独

自の視点に立った健康経営の取組みを評価する顕彰制度の拡充も必要であろう。本調査におい

ても、多くの自治体の顕彰制度やインセンティブ等が存在することが確認されたが、今後地域

医師会、協会けんぽ、さらに地域版次世代ヘルスケア産業協議会等の各種ステークホルダーが

連携して健康経営を推進を図り、地域のヘルスケア資源（医療・介護・ヘルスケアサービス事

業者等）を活用しながら課題解決を図る地産地消型健康経営モデルの確立も需給両面の対応の

視点から必要ではないだろうか。 

 

昨年度事業において、大牟田市や美馬市の SIB の組成支援を行なったが、本年度は PFS/SIB

活用可能なヘルスケア分野の探索、介護人材確保をテーマとした PFS/SIB モデル事業の検討、

個別支援において他分野及び他主体（複数の地方公共団体、サービス提供者）に対する次年度

以降の PFS/SIB事業実施に向けた検討を行った。 

令和元年度は、経済産業省をはじめとして内閣府、厚生労働省等による連携体制が構築され、

国として PFS/SIBを推進していく体制が構築された。次年度以降はこの体制のもと、ヘルスケ

ア分野への PFS/SIBをさらに導入していくことが求められる。 

 

生涯現役社会実現に向けた環境整備においては、認知症イノベーションアライアンス WG の

運営支援を行い、認知症の方、及び、家族、ステークホルダーが抱える課題・ニーズの現状整

理を行った。 

認知症イノベーションアライアンスＷＧにて検討がなされた内容は、認知症の人や支え手の
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課題・ニーズに対応したソリューションの具体的なイメージ、それらを評価する量的質的な評

価指標・手法が中心であり、今後、実証事業などを通じて先鋭化されたソリューションを社会

に浸透させていくに当たっては、そのサービスが基礎的・普遍的に必要とされるものであるの

かどうか、そのサービスの提供主体・提供される場の観点などから公的保険サービスとの住み

分け等の制度面を踏まえた効果的なサービス提供方法の検討がなされる必要があるのではな

いかと考える。 

 

本事業においては、大企業・中小企業に対する健康経営普及促進や生涯現役社会実現に向け

た様々な普及推進活動や調査を実施した。特に地域の中小企業の健康経営優良法人認定数の爆

発的な増加もあり、今後も引き続き地域における健康経営普及に向けた取り組みを進める必要

があることを痛感している。健康経営を契機に、ヘルスケア産業の創出・拡大と国民の健康寿

命の延伸、医療費の適正化といった所謂一石三鳥を成し得、生涯現役で所謂高齢者となっても

活き活き人生を謳歌する社会が実現することに期待したい。 

 

以上 
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 付録 中小企業における健康経営取組事例（健康経営優良法人説明会登壇資料よ

り） 

15.1 株式会社光陽社（東京会場） 
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15.2 サンコー企画株式会社（石川会場） 
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15.3 ハリウコミュニケーションズ株式会社（宮城会場） 
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15.4 大新技研株式会社（長崎会場） 

 

※配布用スライドはなし 
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15.5 株式会社高舘組（新潟会場） 
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15.6 株式会社両備システムソリューションズ（岡山会場） 
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15.7 株式会社京応（京都会場） 
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15.8 株式会社ヒカリ（愛媛会場） 
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